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Ⅰ．建学の精神・大学の基本理念，使命・目的，大学の個性・特色等 

 

1．植草学園建学の精神 

  植草学園は，明治 37（1904)年の千葉和洋裁縫女学校設立以来，令和 6（2024）年で

120 年を迎えた。その歴史の中で培ってきた建学の精神は，次のとおりである。 

「徳育を教育の根幹として，国を愛し，心の豊かなたくましい人間の形成を目指すとと

もに，誠実で道徳的実践力のある人材を育成する。」 

 

2．大学の基本理念 

（1）徳育を教育の根幹とする 

  教育基本法第 2 条教育の目標は，その第 1 項で「幅広い知識と教養を身に付け，真理

を求める態度を養い，豊かな情操と道徳心を培うとともに，健やかな身体を養うこと。」

として，知育，徳育，体育を述べている。 

  本学は，この三つのうち徳育，すなわち豊かな情操と道徳心を培うことを根幹に据え

て教育活動を進めている。徳育による，平和を愛し，人間を愛する情操や道徳心が基盤

にあってこそ，知育や体育は実を結び，知識や技術を人類にとって有意義なものとし，

健康で安全で平和な世界を築くことができる。 

  また，教育基本法第 7 条では，「大学は，学術の中心として，高い教養と専門的能力を

培うとともに，深く真理を探究して新たな知見を創造し，これらの成果を広く社会に提

供することにより，社会の発展に寄与するものとする。」としている。本学は，社会の

発展に有用な教育・保育，保健医療及び看護に関する研究を行うとともに，その研究成

果を基盤とする教育を通して，教育・保育・保健医療・看護領域の人材を育成する。本

学学生には，本学における学びを通して，高い道徳心，倫理観に根ざし，修得した知識

や技能を自らの人生，自らの職業に生かし，豊かな文化を進展させる社会人となること，

そして個性豊かな人格を備えた人間として自立することを期している。 

（2）共生社会の実現を目指す 

  多様な社会・文化・価値観がダイナミックに接触する現代のグローバルな世界におい

て，その多様性を認め，相互に尊重し，共に生きる世界の構築は大きな課題である。ま

た，福祉思想や社会観の進歩に伴い，障害などのある人もない人も，地域で共に生きる

ことを当たり前のこととする思潮が主流となりつつある。 

高齢化と人口減少が急速に進み，地域での支え合いが希薄化していく中，障害のある

人をはじめ様々な生きにくさのある人々が主体的・自律的に社会に関わることができる

環境を整えることが急務となっている。これは，「支え手」と「受け手」という固定的な

役割を超え，互いが支え合い，課題を共に克服していく共生社会（多様な人々を包み込

むインクルーシブ社会）である。 

 

本学は，そのような共生社会の実現を目指し，学則で「共生社会の実現に寄与する有

為な人材を養成する」と謳っている。本学学生には，共生社会実現のため，道徳観・倫

理観を確立し，他者を思いやり，助け合う心と，現実を改善するための行動力を身につ

けることを期している。また，障害のある学生も積極的に受け入れ，個々の障害特性に
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あった合理的配慮を通して学修支援に努めるなど，共生の理念の実践にも直接取り組ん

でいる。 

 

3．大学の使命・目的 

様々な背景や個性のある人々にとって，障害や困難性の有無にかかわらず，主体的・

自律的に生きることは権利である。この権利の実現には，教育・保育，保健医療，看護

の各分野からの支援が必要不可欠である。本学は，学園建学の精神である徳育を教育の

基本とし，共生社会の実現を目指す，という基本理念の下，学則第 1 条でその使命・目

的を次のように定めている。「徳育を教育の根幹とする学園建学の精神に則り，広く知識

を授け，人格の陶冶を図るとともに，深く専門の学芸を教授研究し，もって我が国の文

化の進展及び共生社会の実現に寄与する有為な人材を養成することを目的とする。」 

本学は，この使命・目的のもと，発達教育学部と保健医療学部に加え，令和 7（2025）

年度から新たに看護学部を設置し，各学部において，共生社会実現のための基礎的・応

用的研究を進めると共に，教育・保育，医療，看護の分野において社会のニーズに応え，

共生社会の実現に寄与する，高い専門性を持つ有為な人材を育成する。こうした，使命・

目的を本学では「インクルーシブを学び実践する学園」と表現している。 

本学は，幅広い教養と確かな人間観及び共生社会を実現しようとする実践力を備えた

人材の養成を期す。各学部においては，それぞれの専門性に基づき以下のような人材養

成を行う。 

  発達教育学部発達支援教育学科においては，障害や困難性のある子どもにも，ない子

どもにも，一人一人に的確に対応できるインクルーシブ教育・保育の研究を進めるとと

もに，こうした教育・保育に対応できる小学校教諭，特別支援学校教諭，幼稚園教諭，

保育士を養成する。 

  保健医療学部リハビリテーション学科においては，健康領域におけるインクルーシブ

を支える基礎的・応用的研究を行うとともに，障害児・者，高齢者等の運動障害に的確

に対応できる理学療法士並びに生活支援に対応できる作業療法士を養成する。 

  看護学部看護学科においては，人々が住み慣れた地域でより健康的な暮らしを営める

ように，地域の医療機関と連携しながら看護領域の研究を進めるとともに，地域社会に

貢献し，多様な場におけるヘルスケアの発展に寄与できる看護師，保健師を養成する。 

 

4．大学の個性・特色 

本学は，これからの地域社会における，子どもの教育・保育の充実，子ども，高齢者，

障害者の保健医療・看護の向上が，極めて重要な役割を持つこととなることに鑑み，こ

れらの分野に寄与することを目指して発達教育学部，保健医療学部，看護学部の 3 学部

を設置している。3 つの学部は，ともに共生社会の実現に寄与しようという共通の基本

理念を持ち，千葉市内の 2 つのキャンパスにおいて教育研究活動を展開している。 

  発達教育学部における特色は，第一に，その学部名称に反映されているように，発達

と教育を総合的に捉え，学校教育・乳幼児保育に求められる諸課題に対応した教育研究

を推進することである。第二に，生活や学習上に困難性のある子どもの増加傾向に対応
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できる発達支援を担える人材を養成することをねらいとし，特別支援に関する教育研究

を充実させていることである。 

  保健医療学部における特色は，第一に，リハビリテーションに関する専門学科として，

先進的な研究を推進するとともに，理学療法学並びに作業療法学の分野で指導的な高度

の知識と技能を持った人材を養成することである。第二に，基礎的，応用的な研究の成

果を，子ども，高齢者，障害者などを対象とする多様な臨床の場で活用できる技術的開

発を行い，地域の医療機関との連携を深め，地域医療の充実に寄与することである。 

看護学部における特色は，第一に，地域の医療機関と連携しながら，複雑化・高度化

する医療現場において役割が発揮できる専門的な知識・技術の修得と共に，多様な場に

おけるヘルスケアの発展に，生涯にわたり看護専門職として寄与できる自己教育力，研

究的態度の育成を系統的に行うことである。第二に，地域の様々な関係職種や地域住民

と連携し，共生社会の実現に向けた連携・協働力の修得をめざした教育を行うことであ

る。 

 

Ⅱ．沿革 

明治 37 年 11 月 植草学園の源流である「千葉和洋裁縫女学校」を千葉県千葉町

（現千葉市中央区院内）に設立 

昭和 21 年 9 月 千葉市弁天町（現千葉市中央区弁天）に移転 

昭和 23 年 6 月 千葉和洋裁縫女学校を「植草文化服装学院」に改称 

昭和 23 年 10 月 植草文化服装学院の組織を財団法人とする。 

昭和 25 年 10 月 植草文化服装学院が「高等学校家庭科教員免許指定校」に指定

される。 

昭和 26 年 1 月  財団法人を「学校法人植草学園」に組織変更 

昭和 34 年 4 月 「植草家政専門学院」を設立 

昭和 47 年 4 月 「植草幼児教育専門学院」及び「植草学園幼稚園」を設立 

昭和 47 年 10 月 植草学園幼稚園を「植草幼児教育専門学院附属幼稚園」に改称 

昭和 51 年 4 月 学校教育法の改正により，専修学校制度が発足し，校名を改称 

植草文化服装学院は「植草文化服装専門学校」となる。 

植草家政専門学院は「植草家政高等専修学校」となる。 

植草幼児教育専門学院は「植草幼児教育専門学校」となる。 

植草幼児教育専門学院附属幼稚園は「植草幼児教育専門学校

附属幼稚園」となる。 

昭和 52 年 4 月 「植草幼児教育専門学校附属第二幼稚園」を千葉市高洲（現千

葉市美浜区高洲）に設立 

昭和 54 年 4 月 「文化女子高等学校」を設立 

昭和 57 年 3 月 植草家政高等専修学校を廃止 

昭和 60 年 4 月  文化女子高等学校を「植草学園文化女子高等学校」に改称 

平成 9 年 3 月 植草文化服装専門学校を廃止 

平成 11 年 4 月 「植草学園短期大学」を設置（千葉市若葉区小倉町） 
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「福祉学科（地域介護福祉専攻，児童障害福祉専攻）」を設置 

平成 13 年 4 月 植草学園短期大学に「専攻科児童障害福祉専攻」を設置 

平成 15 年 4 月 植草学園短期大学専攻科児童障害福祉専攻を「特別支援教育

専攻」に改称 

平成 20 年 3 月 植草幼児教育専門学校を廃止 

平成 20 年 4 月 

 

 

 

 

 

「植草学園大学」を設置（千葉市若葉区小倉町）「発達教育学

部発達支援教育学科」，「保健医療学部理学療法学科」を設置 

植草幼児教育専門学校附属幼稚園を「植草学園大学附属弁天

幼稚園」に改称 

植草幼児教育専門学校附属第二幼稚園を「植草学園大学附属

美浜幼稚園」に改称 

平成 21 年 1 月 「植草学園大学図書館」（大学・短期大学共用）を開設 

平成 21 年 4 月 植草学園短期大学に「専攻科介護福祉専攻」を設置 

植草学園文化女子高等学校を「植草学園大学附属高等学校」に

改称 

「植草弁天保育園」を設置（千葉市中央区弁天） 

平成 21 年 10 月 「植草学園大学相談支援センター」を開設  

平成 26 年 4 月 「植草学園大学・植草学園短期大学特別支援教育研究セン

ター」を開設 

平成 27 年 4 月 植草学園大学相談支援センターを改組し，「植草学園大学・

植草学園短期大学子育て支援･教育実践センター」を開設 

平成 28 年 4 月 植草学園大学附属弁天幼稚園と植草弁天保育園を「幼保

連携型認定こども園 植草学園大学附属弁天こども園」

に移行 

千葉県生涯大学校の指定管理者として運営を開始  

平成 29 年 4 月 収益事業「独立行政法人国立病院機構千葉医療センター院内

保育所（運営業務委託）」開始 

平成 30 年 4 月 「植草学園千葉駅保育園」を設置 

平成 31 年 4 月   「植草学園このはの家」を設置 

植草学園大学附属美浜幼稚園を「認定こども園 植草学園大学

附属美浜幼稚園」に移行 

令和  2 年 4 月 植草学園大学保健医療学部理学療法学科を「リハビリテーシ

ョン学科」に改組 

「植草学園大学・植草学園短期大学教職・公務員支援センタ

ー」を開設 

令和 3 年 3 月 植草学園短期大学福祉学科「地域介護福祉専攻」を廃止 

令和 3 年 4 月 植草学園短期大学「福祉学科」を「こども未来学科」に改称 

令和  5 年 1 月 「植草学園短期大学」の令和 6 年度入学生の募集停止を決定 

令和  5 年 4 月 

 

収益事業「独立行政法人国立病院機構千葉医療センター院内

保育所（運営業務 受託）」廃止 
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令和 7 年 3 月 

 

令和 7 年 4 月 

                                    

 

｢植草学園短期大学｣を廃止 

｢認定こども園植草学園大学附属美浜幼稚園｣を廃園 

植草学園大学看護学部を設置 

「千葉医療センター内椿森キャンパス」を新たに設置 

「弁天キャンパス」を「千葉駅前キャンパス」に名称変更 

「小倉キャンパス」を「千葉若葉キャンパス」に名称変更 

「地域共創ケアセンター」を設置 

「特別支援教育研究センター」を「インクルーシブ社会創成セ

ンター」に名称変更 
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Ⅲ．評価機構が定める基準に基づく自己評価 

 

基準 1．使命・目的 

1-1．使命・目的及び教育研究上の目的の反映 

①学内外への周知 

②中期的な計画への反映 

③三つのポリシーへの反映 

④教育研究組織の構成との整合性 

⑤変化への対応 

（1）1-1 の自己判定 

基準項目 1-1 を満たしている。 

 

（2）1-1 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

① 学内外への周知 

本学の使命・目的は，学内に対しては理事会，評議員会並びに年度始めの「教職員の

集い」，教授会及び FD(Faculty Development)研修会等で取り上げ，周知を図ってお

り，教職員は，その意を体して業務に当たっている。 

学外に対しては，『植草学園大学 GUIDE BOOK 2026』，ホームページによる教育

情報の公表，大学ポートレート，学校説明会，オープンキャンパス，公開講座，高大連

携推進協議会，実習校・実習施設との連絡調整会議等，さまざまな機会を捉えて周知を

図っている。平成 30（2018）年から学園イメージを「インクルーシブを学び実践する学

園」と表現し，本学の使命・目的を分かりやすく伝えている。 

オープンキャンパスにおける高校生，保護者，高等学校教員の声から，本学が教育・

保育，保健医療に特徴があるという認識が浸透していることが感じられる。今年度設置

した看護学部が加わることで，共生社会の実現のために教育・保育，医療，看護の分野

において社会のニーズに応える大学としての認知度を高めるべく努める。 

 

② 中長期的な計画への反映 

大学の中・長期計画は植草学園将来構想等検討会議（常任理事会）における学園将来

構想や中長期計画，並びに大学将来構想検討委員会による大学将来構想との整合性を取

りながら，学長が副学長，各種委員会，各課・室との意見交換を踏まえ，大学運営協議

会での検討・協議を踏まえて立案・策定している。策定は，建学の精神及び本学の使命・

目的に照らして行われており，本学の使命・目的は中期計画の中に反映されている。 

令和 6（2024）年度には，令和 6（2024）年度～令和 11（2029）年度の新中期計画を

策定した。新中期計画への使命・目的及び教育目的の反映状況については，次のような

関係として整理できる。 
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使命・目的 中期計画 

植草学園大学学則第1条 

 

 植草学園大学は，我が国の伝統と文化に

基づく徳育を教育の根幹とする学園建学の

精神に則り，広く知識を授け，人格の陶冶

を図るとともに，深く専門の学芸を教授研

究し，もって我が国の文化の進展及び共生

社会の実現に寄与する有為な人材を養成す

ることを目的とする。 

学校法人植草学園中期計画（UGPlan2024-

2029）に基づく大学事業計画からの抜粋 

Ⅰ 学修者本位の教育推進 

２.学生支援の充実 

(1)学修の支援 

②学生支援の充実 

1）学修の支援 

・カリキュラム・ポリシーに基づく教育活

動を通して，社会人として求められる汎用

的能力及び職業人として必要とされる専門

的能力の向上を図るとともに，アセスメン

ト・ポリシーの実施を通してその成果を客

観的に評価する。 

③インクルーシブ教育の推進 

1）インクルーシブ教育システムの構築 

・各学部は，インクルーシブ教育の理念に

基づく科目設定等を通して，共生社会の実

現に寄与する。 

 

Ⅱ キャリア教育の充実と就業力の育成 

① 就職実績の向上 

1）専門職就職率 

・キャリア教育，キャリア支援体制の充実

により，入学早期から専門職への意識を高

めるとともに，就職関連の講座受講，模擬

試験，講演会等を効果的に実施し，それぞ

れの資格，免許の取得を促し，それらを活

用した専門職への就職率90％以上を維持す

る。 

  

令和 6（2024）年度の「学校法人植草学園中期計画（UGPlan2024-2029）」における

大学の中期計画事項において，学園建学の精神である「徳育」については，「学修者本

位の教育推進」の中で，「共生社会の実現」に向けての「インクルーシブ教育の推進」

に重点を置くこととしている。また「広い知識及び専門性を持つ人材の養成」について

は「カリキュラム・ポリシーに基づく教育活動を通した，社会人・職業人としての汎用

的能力及び専門領域で必要な専門的能力の向上」を設定している。また，「文化の進展

及び共生社会の実現に寄与する人材養成」に対しては「キャリア教育の充実と就業力の

育成」を設定している。 
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③ 三つのポリシーへの反映 

建学の精神に則り，本学の使命・目的及び教育目的に基づき三つのポリシーを学部ご

とに策定している。現在のポリシーは，平成 29（2017）年度に再検討を行い策定したも

のであるが，ディプロマ・ポリシーについては，令和元（2019）年度のアセスメント・

ポリシーの設定に伴い，その基盤として改訂した。各教員は，各自のシラバスを作成す

るうえで，担当科目がポリシーのどの部分に相当するかを記述している。 

令和元（2019）年度のディプロマ・ポリシーの改訂は，発達教育学部，保健医療学部

の両学部で共通化を図ることと，文末表現を「できる」などとして，学修成果をアセス

メント・ポリシーに基づき，評価しそれを可視化することを目的として教学改革推進セ

ンターを中心に行ったものである。共通化により，両学部のディプロマ・ポリシーは，

いずれも 1.［徳育・教養］ 2.［共生社会・障害支援］ 3.［社会貢献・地域支援］ 4.

［科学的・論理的思考］ 5.［問題解決・キャリア形成力］ 6.［知識・技能・実践力］

の 6 つの側面にまとめられた。新設の看護学部においても，この 6 項目で構成した。す

べての学部で［徳育・教養］の科目として「人間と道徳」を設定するとともに，「エレメ

ンタリーセミナー」の中で，建学の精神を含む初年次教育を重点的に行っている。［共生

社会・障害支援］に関しては，本学の使命でもある障害や困難性のある人を支援できる

人材を育成するための科目を配置している。また，職業現場の体験を強化し，社会人，

職業人としての意識の向上を図っている。学生の勉学意欲の向上のため，早期から職場

体験ができるようにボランティア体験を単位認定できる科目及びリハビリテーション・

看護の地域における役割を修得する科目を［社会貢献・地域支援］に関連づけた。この

ようにして，ディプロマ・ポリシーとカリキュラム・ポリシーはそれぞれ関連づけられ

ている。  

なお各学部の三つのポリシー及びシラバスは，大学ホームページにて公開し周知して

いる。 

 

④ 教育研究組織の構成との整合性 

本学の使命・目的等に基づいて，三つの学部と三つの学科を置いている。 

発達教育学部においては，学部規程に定めている教育目的を実現するため，発達支援

教育学科を置いている。発達支援教育学科においては，小学校教諭一種免許状，特別支

援学校教諭一種免許状，幼稚園教諭一種免許状及び保育士資格を取得できる。 

保健医療学部においては，学部規程に定めている教育目的を実現するため，リハビリ

テーション学科を置いている。リハビリテーション学科においては，理学療法学専攻に

おいて理学療法士国家試験受験資格，作業療法学専攻において作業療法士国家試験受験

資格を取得できる。 

看護学部においては，学部規程に定めている教育目的を実現するため，看護学科を置

いている。看護学科においては，看護師国家試験受験資格及び保健師国家試験受験資格

（選択制）を取得できる。 

いずれも共生社会の基盤となるエッセンシャルワーカーの養成に関わるものであり，

学部学科の構成は，本学の使命・目的に沿って組織されている。 
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⑤ 変化への対応 

大学は，社会に対する使命を持ち，目的を持った教育研究活動をしている以上，社会

のニーズの変化に応じてその使命・目的を再検証し，改善するという姿勢を常時保持し

ていなければならない。また，大学は，教育研究機関として将来を予測し，よりよい社

会の実現を目指して，一歩先を行く施策の基盤形成にも寄与しなければならない。この

原則に基づいて，本学は開学してから 6 年ごとに将来構想並びに中期計画を立案し，そ

の進捗検証の PDCA サイクルを確立するため，各部署の報告を基に毎年度末に事業報告

書を作成している。 

学園全体の将来構想及び中長期計画は，常任理事会に置かれる専門部会である植草学

園将来構想等検討会議が将来構想及び中長期計画の企画立案を行い，評議員会の意見を

聴いた後，理事会において審議・決定される。 

大学の将来構想については，大学運営協議会における意見交換を通して将来進むべき

方向に関する認識を共有し，それを踏まえて大学将来構想検討委員会において審議，決

定し，教授会で報告し，その達成のための教職員の行動を促している。 

大学の中期計画については，植草学園将来構想等検討会議で決定された将来構想なら

びに大学将来構想検討委員会による大学将来構想を踏まえ，学長が副学長及び各事項の

所管委員会，課・室との意見交換を通して取りまとめ，大学運営協議会に提示する。学

長は大学運営協議会の意見を経て中期計画を策定し，教授会で報告している。令和 6

（2024）年度には新たな「学校法人植草学園中期計画（UGPlan2024-2029）」を策定し

た。この中期計画については事項ごとに達成目標ならびに達成年次を設定し，その着実

な進捗を図っている。なお，中間時点となる令和 8（2026）年度末には，中期目標の見

直しを行うこととしている。中期目標の達成については自己点検評価委員会が進捗をチ

ェックし，大学運営協議会と学長に報告し，必要に応じて修正等を加えることとしてい

る。 

高齢社会への対応として，令和 3（2021）年度の理事会での審議を踏まえ，地域共生，

インクルーシブの要となる看護学部の設置計画が立案された。設置準備を経て，令和 6

（2024）年 8 月 30 日に看護学部設置が文部科学省から認可され，令和 7（2025）年 4

月に学部教育を開始した。 

 

［基準 1 の自己評価］ 

（1）成果が出ている取組み，特色ある取組み 

本学の使命・目的及び教育研究上の目的は明確に中期目標に反映されており，中期目

標はその達成を評価している。令和 6（2024)年度に策定した中期目標（UGPlan 2024-

2029）の令和 6 年度の達成率は 12/予定 16 項目（75.0％）であった。令和 7 年度にお

いては 16/予定 17 項目（94.2％）であった。特に「Ⅰ.学修者本位の教育推進」はこれ

までに 15/全 18 項目（83.3％），「Ⅱ.キャリア教育の充実と就業力の育成」6/全 6 項目

(100％)と高い達成率であった。Iについては，令和 5（2023）年度までの中期計画です

でに 3 つのポリシーが確立しており，アセスメント・ポリシーを元にした個別支援体制

を構築したことが成果である。Ⅱについては，令和 8 年度の重点項目であるが，令和 7

年度において教員採用試験合格率（小学校 83.3％，特別支援 72.7％），理学療法士国家
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試験合格率，作業療法士国家試験合格率は全国平均を上回り，前倒しで達成できた。教

職・公務員支援センターが機能し，教員採用や公務員保育士就職を支援したことも有効

であった。理学療法士・作業療法士国家試験対策についても学修スペースを優先的に確

保するなど受験対策の効果が表れた。 

また，令和 6（2024）年度には「少子化時代をキラリと光る教育力で乗り越える私立

大学等戦略的経営改革支援」の申請が採択された。これを基盤に，令和 6（2024）年度

及び令和 7（2025）年度は，ホームページの改修等を行うことで「受験生応援サイト」

の総閲覧数は改修前と比較して約 40％増加した。 

 

（2）自己点検・評価や外部による評価で発見された課題など 

一方，中期目標のうち達成度が低かったものは，「V.戦略的な広報と教育力の発信」4/

全 8 項目（50%）であった。附属高校との連携強化については，入学者の増加に結び付い

たが，入学者の安定的確保のためのオープンキャンパス参加者数の増加や退学防止等に

ついては令和 8（2026）年度を達成年度としている。令和 8（2026）年度の重点項目で

ある。 

 

（3）課題などに対する改善状況と今後の取組み予定 

令和 5（2023）年度末の中期目標達成状況を踏まえ，大学の経営，広報や情報の発信

の中枢となる大学経営企画室を令和 6（2024）年度に設置した。大学経営企画室では大

学情報の積極的な社会発信として，令和 7（2025）年度は合計 9 件のリリースを発信し

ており，そのうち認定絵本士の認定式については地元ケーブルテレビ 1 社，新聞社 1 社

の取材を受けるなどしている。「少子化時代をキラリと光る教育力で乗り越える私立大

学等戦略的経営改革支援」を基盤に，今後も積極的な広報，教育，経営の改革に着実に

取り組んでいく。 

 

基準 2．内部質保証 

2-1．内部質保証の組織体制 

①内部質保証のための組織の整備，責任体制の確立 

（1）2-1 の自己判定 

基準項目 2-1 を満たしている。 

 

（2）2-1 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

① 内部質保証のための組織の整備，責任体制の確立 

  本学の内部質保証に関する方針は，令和 7（2025）年度に大学運営協議会で以下のよ

うに定め，ホームページで公表している。 

１．方針 

植草学園大学は，建学の精神及び教育・保育・保健医療・看護における対人支援

の専門職を養成する使命に基づき，学生が高い専門知識と実践的スキル，豊かな

人間性を備えた専門職として社会に羽ばたけるよう，教育研究の質を継続的に改

善・向上させることを内部質保証の目的とする。 
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２．基本的な考え方 

（１）学長のリーダーシップの下で，全学的な内部質保証体制を構築する。 

（２）中期目標・年次事業計画に基づく「大学全体の質保証」と，三つのポリシ

ー（DP/CP/AP）を起点とする「教育の質保証」の両輪で実施する。 

（３）学部や事務局課・室が日常的に自己点検を行い，改善が必要な事項に関し

ては速やかに対応する体制をとる。 

３．推進体制 

（１）内部質保証の推進責任は，学長を議長とする運営協議会が担う。運営協議

会は内部質保証の方針，中期目標・年次事業計画，自己点検・評価結果から課題・

改善事項を提案し，学長が決定する。 

（２）大学の自己点検・評価は自己点検評価委員会が担う。自己点検評価委員会

は主体的な自己点検評価の実施及び点検結果の取りまとめをおこなう。また，点

検結果から，必要な場合は方針や中期目標・年次事業計画の改定案を運営協議会

に提案する。 

 

本学の内部質保証のための組織とその責任は以下の通りである。 

内部質保証の推進責任を負う大学運営協議会は学長を議長とし，学園長，学長，副学

長，学部長，学科長，学園事務局長，大学事務局長から構成されている。 

自己点検・評価を担う自己点検評価委員会は，学長が指名する者を委員長とし，学長，

副学長，各学部長，図書館長，各学部の学科長，全学の入試委員会・学生委員会・研究

委員会・各学部の教務委員会及びキャリア支援委員会の長，学園事務局長，大学事務局

長，学園事務局及び大学事務局の各課・室の長で構成されている。 

内部質保証実質化の基盤となる大学の中期計画は，大学の将来構想を踏まえ，学長が

各副学長及び各事項の所管委員会，課・室との意見交換を通して取りまとめ，大学運営

協議会での検討・協議を経て決定し，教授会で報告し，その達成を促している。中期計

画は事項ごとに達成年度を設定している。具体的な流れとして，学長は，中期目標を決

定し，教授会を通してその実施を各種委員会並びに課・室に指示する（Plan，Action）。

各種委員会並びに課・室は実施（Do）し，その達成状況を年次ごとに自己点検（Check）

するとともに，必要に応じ改善策を策定する（Action）。さらに，自己点検評価委員会は，

各委員会並びに課・室から提出される自己点検と改善策，外部評価委員会及び認証評価

受審（Check）を踏まえ，次年度への総合的な改善策を提案し (Action)，学長と大学運

営協議会に報告する。学長は運営協議会の意見を踏まえ，新規目標，年次事業計画を設

定（Plan）することにより，PDCA のサイクルを回すこととしている（p.13 図参照）。 

令和 7(2025)年は前年から開始した令和 6−11（2024-2029）年度の新中期計画の 2 年

目であった。中間地点にあたる令和 8（2026）年度に，その進捗状況や，社会状況の変

化を見据え改めて見直しを行なう。 

教学改革推進センターは，内部質保証の基礎的データの収集・分析，それを踏まえた

教学改革の立案・改善を行う中で，ディプロマ・ポリシーの検討をするための組織であ

る。センター長は学長が指名する者で，その他の構成員は，学長，副学長，学部長，学

科長，教務委員長，大学事務局長，学務課長である。教学改革推進センターには，改革
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推進部門と IR(Institutional Research)部門を置いている。 

改革推進部門はディプロマ・ポリシー，カリキュラム・ポリシー及びアセスメント・

ポリシー等を検討している。基準Ⅰで述べたとおり，令和元（2019）年度にアセスメン

ト・ポリシー（学修成果の測定法）を策定するとともに，アセスメントの前提となるデ

ィプロマ・ポリシーの観点の整理・統一を行い，本学の特色を反映する共通の基盤であ

る「徳育・教養」，［共生社会・障害支援］，［社会貢献・地域支援］，また大学生と

しての基本的資質・能力である［科学的・論理的思考］，［問題解決・キャリア形成力］，

さらに各自の専門領域での学び［知識・技能・実践力］の 6 つの領域を設定した。また

成果の明確な評価のために，項目の文末を「できる」という表記とした。令和 2（2020）

年度からアセスメント・ポリシーに基づき， 学生の自己評価票，教員のルーブリック評

価，成績評価，GPS-Academic による客観評価を開始した。令和 7（2025）年度は，新

設の看護学部を含み 3 学部においてこのアセスメント・ポリシーに従い評価・測定を行

った。（看護学部は 1 年次生のみのため，一部対象外となる評価がある。） 

IR 部門は教学改革推進センター長と IR 担当課員を中心に，入学試験，学修，就職に

関する各種データの収集・集積・整備，分析に努めている。IR 部門はアセスメント・ポ

リシーに基づくデータを集約し，ディプロマ・ポリシーの各視点の学修成果の検証・評

価を行い，FD 等で報告している。IR は入学から卒業までの一貫したデータの構築に引

き続き注力するとともに，現行入試制度の評価資料として，入学試験ごとの志願者の追

跡調査を引き続き行う。改革推進部門はこの IRの分析を基に内部質保証の充実を図る。 

なお，内部質保証に関わる教職員の意識や知識を共通化するため，FD 委員会が FD 研

修を企画・運営している。令和 7（2025）年度は 4 回開催（詳細は【5-3-①】を参照）

し，教育の質保証と学修成果の評価の重要性等に関する認識を共有した。内部質保証に

関わるのは以下の研修であった。「責任ある研究活動をめざして」（7 月 16 日），「ティー

チング・ポートフォリオ」(10 月 15 日)，「IR 報告：GPS アカデミック学部別スコア報

告・本学退学学生の傾向」(2 月 18 日)。 
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植草学園大学の内部質保証の組織体制 

 

 

                          

 

 

 

 

                   

            

                                                                 

                                                 

                                   

                                                

             

    

                    

 

 

     

 

 

 

                                                     

                 

  

                      

 

 

 

 

2-2．内部質保証のための自己点検・評価 

①内部質保証のための自主的・自律的な自己点検・評価の実施とその結果の共有 

②IR(Institutional Research)などを活用した十分な調査・デ-タの収集と分析 

（1）2-2 の自己判定 

基準項目 2-2 を満たしている。 

 

（2）2-2 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

① 内部質保証のための自主的・自律的な自己点検・評価の実施とその結果の共有 

事業計画において諸課題を年次ごとに設定している。その達成については，自己点検

 

・教学方針の決定（Plan） 

・教学に関わる中期目標・年次事業計画の設

定 

・年次事業報告 

    ↑           ↑ 

副学長         副学長 

（学生支援・地域貢献） （教学改革） 

FD,学生支援,就職，           改革,研究,入試 

広報,連携・交流              教育・学習支援 

大学運営協議会 

・大学の中期目標・年

次事業計画 

・内部質保証 

・ポリシー 

教学改革推進 
センター 
・改革推進部門 
・ディプロマ・ポリシー 

・カリキュラム・ポリシー 

・アセスメント・ポリシー 

・IR部門 
・学習成果アセスメントデ

ータの収集・分析 

FD委員会 

内部質保証研修 

外部評価委員 

評価(Check)，目標，課題の改善 

報告・チェック 

教授会 

委員会 

事務局 

・実施(Do) 

・評価(Check) 

・向上方策策定（Action）  

自己点検評価委員会 

・評価(Check) 

・計画の修正・改善策提案

(Action) 

自己点検評価報告書 

大学将来構想 

検討委員会 

大学の将来構想 

常任理事会 

専門部会「植草学園将来構想等検討会議」 

学園全体の将来構想及び中期計画 

 

理事長 

 

学 長 

入試・広報戦略委員会 

・アドミッション・ポリシー 
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評価委員会が，自主的・自律的な点検・評価を行っている。自己点検評価委員会におい

ては点検項目ごとに担当委員会委員長，課・室長がエビデンスに基づき評価案を作成し，

委員会において審議し，最終的な報告書を作成している。報告書は，本学のホームペー

ジで公表している。また次年度以降の事業計画の立案に際し，前年度の自己点検・自己

評価結果を基にその改善を反映させている。 

また外部評価委員会を設け，自己点検評価の結果について学外の有識者に評価作業を

付託することとしている。令和 6（2024）年度の結果は，発達教育学部の教育研究につ

いては千葉大学教育学部長，保健医療学部の教育研究については前茨城県立医療大学学

長，大学の運営管理，財務については鎌倉女子大学理事長に外部評価委員を務めていた

だき，貴重なご意見・指摘をいただいた。 

このように，本学では内部質保証のための自主的・自立的な自己点検・評価を，自己

点検評価委員会においてエビデンスに基づき，着実に行っている。 

 

② IR(Institutional Research)などを活用した十分な調査・データの収集と分析 

現状把握のための調査，各種データの収集と分析を行う組織として，教学改革推進セ

ンターに IR 部門を平成 29（2017）年から置いている。IR 業務を担当する専任職員は，

令和 6（2024）年度後期からは法人本部課内に置かれた大学経営企画室に所属している。

令和 6（2024）年度に IR 部門は教学改革推進センター運営委員会において，「IR 資料か

らみた大学教育課程の検証及び改善について：成績評価平準化，文理融合科目，オンデ

マンド科目，遠隔授業の検証（授業アンケート回答データを元に），GPS アカデミック

スコアからみた入学後の学力等伸長等について」並びに「IR 担当からの情報提供（学生

動態の可視化・クラウド共有）」を報告した。令和 7（2025）年度は，2 月に「IR 報告：

GPS アカデミック学部別スコア報告・本学退学学生の傾向」を報告した。 

どのようなデータを IR において収集・蓄積するかについては，教学改革推進センタ

ーで検討し，分析については各学部，部局からの意見を踏まえて行われている。 

このように，現状把握のために十分な調査・データの収集と分析を行える体制を整備

している。 

 

2-3．内部質保証の機能性 

①学生の意見・要望の把握・分析，結果の活用 

②学外関係者の意見・要望の把握・分析，結果の活用 

③内部質保証のための学部，学科，研究科などと大学全体の PDCA サイクルの仕組みの確

立とその機能性 

（1）2-3 の自己判定 

「基準項目 2-3 を満たしている。」 

 

（2）2-3 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

① 学生の意見・要望の把握・分析，結果の活用 

《科目ごとに実施している学生による授業改善のための実態調査》 

学修支援に関する学生の意見・要望等は，科目ごとに実施している「学生による授業
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改善のための実態調査」により把握している。学期末に原則全科目を対象として実施し，

結果を学生にフィードバックするとともに，教員は結果を元に授業内容・方法の改善に

努めている。なお，質問項目には授業の成果についての項目があり，「この授業を通して

自分で主体的に学修を行うことが増えた。」等について，5 段階の評価を実施している。

これにより学生自身の授業の成果を把握するとともに，自由記述欄を設け，授業に対す

る改善意見を記入できるようにしている。教員も調査結果を参考に「教員自己点検・評

価アンケート」として，「学生の受講態度」，「理解状況」，「改善事項」等を記載し，FD

委員会に提出している。 

なお令和 4（2022）年度から大幅に授業評価の項目の見直しを行い，質問項目を 20 問

へと倍増し，問題解決能力，チームワーク力，コミュニケーション能力，プレゼンテー

ション力などをより詳細に分析できる質問方法へと変更した。ただ，大人数の講義形式

の授業やオンライン授業ではチームワーク力などが正確に測定できないことから，質問

によって「該当なし」の選択肢を設けるなど改善を図った。その後も学生からの意見も

参考にしながら質問の文言をより答えやすく，有効な回答が得られるように改善を重ね

ている。この結果は大学ホームページで公開されている。 

 

《学生代表からの意見聴取》 

代表学生の意見聴取を二つの委員会で行っている。 

一つ目は，主に学修面に重点を置いた学部教務委員会による代表学生（2 名）の意見

聴取である。平成 30（2018）年度から継続して実施している（看護学部においては，令

和 8（2026）年度から実施予定）。 

二つ目は，「学生による授業改善のための実地調査」の調査項目の改善に重点を置いた

FD 委員会によるもので，教務委員会と同様に平成 30（2018）年から継続して実施して

いる（令和 4（2022）年度は教務委員会との重複を避け実施しなかった）。FD 委員会に

おいては，令和 5 (2023)年度以降は学長，副学長も参加し，直接学生代表から学修や学

生生活に関する広範なテーマで意見や要望を聴取し議論を深めてきている。学生代表（令

和 7（2025）年度は，発達教育学部・保健医療学部ともに 4 年生と 2 年生 1 人ずつ，看

護学部 1 年生 2 人の計 6 人）に会議に出席してもらい，履修関係，時間割，学修に関わ

る学内設備等について意見を聴取している。 

 

《学生からの意見・要望の共有と改善事例》 

意見・要望は，関係各課・委員会と共有化を図っている。これらを踏まえ，FD 委員会

及び教務委員会では学生の学修支援に関する意見・要望を把握・分析し，対応を各委員

会，教員，事務局に依頼し，結果を取りまとめ，FD 研修会で改善等を検討し，次年度の

学生の学修支援を行うこととしている。 

学生意見を踏まえた改善事項例としては，令和 5（2023）年度においては，発達教育

学部幼保専攻学生から，再課程認定によってオムニバスになった表現領域の授業につい

て，さらに詳しく学びたいと科目新設の要望があり，令和 7（2025）年から新科目（音

楽・造形・身体表現の各科目から 1 科目の選択必修）を設置した。 

令和 6（2024）年度に保健医療学部で昇降型の治療台を追加購入した。また，OSCE
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前には学生が実技練習を行うため，治療室等の実習室の施錠時間を午後 9 時まで延長し

た。 

このように，学生への学修支援に対する学生の意見などを汲み上げるシステムを整備

し，学修支援の体制改善に反映させている。 

 

② 学外関係者の意見・要望の把握・分析，結果の活用 

植草学園大学点検評価規程において自己点検評価の結果について客観性・公平性を担

保し，教育研究活動及び管理運営等の水準向上に資するため，学外者による外部評価を

行うことを定めている。令和 4（2022）年度には学外者から評価を受け，「個々の学生に

対する学修支援，学修環境のより一層の充実が今後も必要である」との提言があり，令

和 5（2023）年度から令和 6（2024）年度にかけて担任制及びチューター制を充実させ，

個々の学生に対する学修支援，学修環境のより一層の充実を進めていくこととした。教

員の研究に関しても提言があり，インセンティブの付与が必要との提言から，研究サバ

ティカル制の規程及び海外学会参加に対する旅費の援助を盛り込んだ規程を制定した。

令和 5（2023）年度の自己点検評価の結果については学外者による評価を受けなかった

が，令和 6（2024）年度の自己点検の結果については前述のとおり評価を受け，内部質

保証体制及び PDCA サイクルの全体像が分かる資料を作成するなど改善に取り組んだ。 

発達教育学部においては，毎年，学生の就職先企業等へのアンケートを実施し，採用

の際に重視している人物像や本学卒業生の評価等の回答結果を実習事前指導等で活用し

学生に還元している。さらに，令和 6（2024）年度に，県内市町村の教育・保育の担当

部局と，当該地区における保育士募集の動向や保育行政の方向性についての意見交換を

行った。保育者としてのキャリアパスの重要性や公務員保育者として求められる資質，

配慮を必要とする子ども・家庭への支援等についての要望を把握し，学生のキャリア支

援に生かすことができた。 

保健医療学部においては，毎年，学生の実習先や就職先の病院施設等に，大学の教育

内容や育成すべき人材像についてのアンケートを実施している。教育に関しては基礎知

識の定着と臨床技術の修得，人材像に関しては主体性と規律性の育成についての要望が

あり，これらの項目を学部教育の中心課題としている。令和 7（2025）年度も学部会議

にてアンケート結果のフィードバックを実施し，各教員が本学学生に対する評価を理解

し検討する場を設けている。 

看護学部においては，開設初年度であり 1 年次生のみの在籍であるが，1 年次後期に

実施した臨地実習「地域共創ケアⅠ」において，実習施設に学びのフィードバックとア

ンケート調査を行った。アンケートからは，初めての臨地実習での緊張や態度・言葉遣

いに気になる点は見られたものの実習のなかで改善されていったことや学生の学びのフ

ィードバックが実習施設の実践の振り返りにつながったことなどが記載されていた。教

員間で共有するとともに，今後の教育の改善や人材育成について検討した。 

 

③ 内部質保証のための学部，学科，研究科などと大学全体の PDCA サイクルの仕組み

の確立とその機能性 

本学は，平成 20（2008）年の大学設置以降の 4 年間，また令和 2（2020）年の保健
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医療学部リハビリテーション学科の改組以降の 4 年間にわたり，文部科学省の設置計画

履行状況等調査を受けるとともに，平成 25（2013）年度，また令和 2（2020）年度に

高等教育評価機構の認証評価を受審し，それぞれ対応してきた。 

さらに令和元（2019）年に発達教育学部では文部科学省による教員免許課程の再課程

認定，令和 6（2024）年に保健医療学部ではリハビリテーション評価機構による評価を

受けた。現在は，令和 7（2025）年度に設置した看護学部の設置計画を履行していると

ころである。 

令和 6（2024）年度からは新中期目標の実施を開始し，令和 6（2024）年度末の達成

率は 39.6％であったが，令和 7（2025）年度末の達成率は 83.0％と大幅に上昇した。 

教学改革推進センター改革推進部門では，令和元（2019）年にディプロマ・ポリシー

の見直しと，それに基づくアセスメント・ポリシーの策定， ならびに令和 2（2020）年

からこのアセスメント・ポリシーに基づく学修成果の評価を開始し，IR においてデータ

の蓄積・分析を行っている。これにより，三つのポリシーを繋ぎ，入学前，学修過程，

そして最終学修成果の各段階でのエビデンスに基づく PDCA を通した教学のチェック

体制を構築することが可能となった。 

教学改革推進センターIR 部門では，アドミッション・ポリシーに基づいた入試と最終

的な卒業時点での学修成果を明らかにするために，平成 29（2017）年度から入試区分毎

の卒業時の GPA(Grade Point Average)を分析しており，これらの結果は，大学運営協

議会，教授会，入試・広報戦略委員会などで報告されるとともに，FD 研修においても活

用し，各学部，学科の入試のあり方，カリキュラムのあり方の検討の資料としている。 

また，令和 3（2021)年度より教学改革推進センターで作成した成績評価ガイドライン

を FD 研修会で説明しており，令和 6（2024）年度の IR 分析の結果，学部間及び科目間

での成績の平準化がみられ，GPA の信頼性が向上している。令和 7（2025）年度は，第

5 回委員会（令和 8（2026）年 1 月）で「IR 報告：GPS アカデミック学部別スコア報

告・本学退学学生の傾向」を報告し，2 月の FD 研修会でも共有された。 

このように，本学では，自己点検・評価，認証評価の結果の活用により，中長期的な

計画を踏まえた大学運営の改善・向上を図るなど，内部質保証の仕組みが機能している。

同時に，三つのポリシーを起点とした内部質保証のため，学修成果の可視化を図り，そ

の結果を教育の改善・向上に反映している。 

 

［基準 2 の自己評価］ 

（1）成果が出ている取組み，特色ある取組み 

内部質保証のための体制ならびに具体的なアセスメント・ポリシーが確定され，毎年

着実に実施されている。アセスメント・ポリシーに基づき，汎用能力については GPS-

Academic を指標とし，結果を用いた個別の学修支援を各教員が行なっている。なお，

令和 7（2025）年も前年に引き続き，IR 担当職員が発達教育学部 1 年生の「キャリア演

習Ⅰ」の授業において結果の解説を行った。専門能力については，学生による「資質能

力自己評価票」，GPA，教員による卒論評価など，多様な指標を用い総合的に学修評価

を行なっている。保健医療学部でのみ行なっていたディプロマサプリメントを令和 6
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（2024)年度より発達教育学部でも試行的に開始し，令和 7（2025)年度からは恒常的に

実施し，卒業生に学びの足跡やまとめの情報を提供できている。 

 

（2）自己点検・評価や外部による評価で発見された課題など 

 内部質保証の責任体制を明確にするために，運営協議会規程の審議事項として「内部

質保証に関すること」を，また入試・広報戦略委員会規程に審議事項として「アドミッ

ション・ポリシーに関すること」を明示することとした。 

さらに自己点検評価を通して，「内部質保証に関する全学的な方針」，また「学修支援

に関する全学的な方針」，また「学生の意見・要望をくみ上げ，教育研究や大学運営の改

善・向上につなげるシステムを示す図」が明確に定められていないことが判明し，令和

7（2025）年度中にこれらに着手した。 

また，学生の意見聴取から，学生の授業評価に対し各教員がコメントを公表している

ことが十分に知られていないと判明した。評価実施時に各教員から、学生からの評価へ

の教員コメントの公表を明確に伝えることとした。 

 

（3）課題などに対する改善状況と今後の取組み予定 

令和 8（2026）年 2 月及び 3 月の運営協議会において運営協議会規程の審議事項とし

て「内部質保証に関すること」を入れること，並びに「学修支援に関する全学的な方針」

を決定した。また，「植草学園大学入試・広報戦略委員会規程」に審議事項として「アド

ミッション・ポリシーに関すること」を入れることを決定した。また令和 8（2026）年

3 月の自己点検評価委員会において「内部質保証に関する全学的な方針」を決定した。 

データが蓄積されつつある GPA，GPS-Academic 等のデータをもとにした各学部にお

ける 4 年間の学びの流れや，退学等の背景分析を深めていく。 

 

基準 3．学生 

3-1．学生の受入れ 

①アドミッション・ポリシーの策定と周知 

②アドミッション・ポリシーに沿った入学者受入れの実施とその検証 

③入学定員に沿った適切な学生受入れ数の維持 

（1）3-1 の自己判定 

「基準項目 3-1 を満たしている。」 

 

（2）3-1 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

① アドミッション・ポリシーの策定と周知 

本学のアドミッション・ポリシー（以下，「AP」とする。）は建学の精神に基づき策定

され，大学ウェブサイト及び「入学試験要項」に掲載して広く周知を図っている。また，

オープンキャンパスでの「入試説明」において，AP の趣旨を直接解説するほか，配布資

料で AP の熟読を促す記述を設けるなど，受験生が本学の求める学生像を深く理解した

上で出願できるよう努めている。 
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② アドミッション・ポリシーに沿った入学者受入れの実施とその検証 

本学では全学的に面接試験を導入し，AP への理解度や適合性を合否判定の重要な要

素としている。 

発達教育学部では，総合型選抜入学試験において，AP に関連する自らの考えを事前

に記述させ，面接時にその要点を口頭発表させることで，思考力と意欲を多角的に判定

している。保健医療学部では，面接時に AP に関する固有の質問項目を設け，その応答

を構造的に評価することで判定の客観性を担保している。看護学部では，面接を通じ，

受験生自身の適性が AP にどのように合致しているか具体的な説明を求め，資質を評価

している。 

選抜の公正性については，複数の面接者による独立評価体制を敷き，適切な合議を経

て判定している。また，入試問題作成にあたっては「入試問題作成・採点委員会」の下，

厳格な秘密保持と複数回にわたる相互点検（検算・校閲）を実施し，出題ミスの防止と

妥当性の確保を徹底している。 

 

③ 入学定員に沿った適切な学生受入れ数の維持 

収容定員の適正化を図るため，令和 7（2025）年度から発達教育学部の入学定員を 140

名から 100 名へ変更した。令和 7（2025）年度の入試結果（入学充足率）は，発達教育

学部 65％，保健医療学部 73％，看護学部 32％となった。看護学部の充足率が大幅に低

迷した要因として，設置認可時期の関係から，高校 2 年次から 3 年次春にかけての一般

的な志望校検討ピーク期に広報活動が間に合わず，認知不足が生じたことが挙げられる。

過去 5 年間の平均充足率は，発達教育学部 62％，保健医療学部 83％（詳細は【共通基

礎データ様式 2】参照）であり，依然として課題が残る。今後は，広報開始時期の前倒

しや高大連携の強化，及び事業計画における達成目標に基づいた募集戦略の再構築を行

い，全学を挙げて充足率の向上に邁進する。 

 

3-2．学修支援 

①教員と職員の協働をはじめとする学修支援体制の整備 

②TA(Teaching Assistant)の活用をはじめとする学修支援の充実 

（1）3-2 の自己判定 

「基準項目 3-2 を満たしている。」 

 

（2）3-2 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

① 教員と職員等の協働をはじめとする学修支援体制の整備 

本学は，共生社会（インクルーシブ社会）の実現に寄与する，高い専門性をもつ人材

を育成している。資格取得や国家試験受験資格を得るために，学生は多くの講義・演習，

そして現場での実習における学びを通して，社会で専門職として活躍できるための専門

的知識・能力を身につけることが求められる。このため，入学前から入学時，入学後の

継続した学修支援を教職協働により実施している。また，本学の全学部において，現場

での実習が資格取得を希望する学生の必修科目となっており，充実した実習が学生の能

力向上に大きく影響することから，各学部の実習関係の委員会を中心に教員とキャリア
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支援課実習係の職員が連携し支援体制を整えて対応している。さらに，学生の主体的な

学修を促す学修室と学内環境システムを備えている。 

 

《入学前の学修支援》 

  本学の入学生は学校推薦型選抜や総合型選抜など，科目試験を受けずに入学前年には

入学が決定する学生も多く，入学時までの学習継続を支援する必要がある。入試委員及

び入試・広報課職員により構成される入試委員会が中心となり，入学前の学修支援に関

する方針・計画を立て，学部ごとに実施体制を整えている。 

発達教育学部では，次の二つの課題を実施している。一つ目は「日本語基礎」（日本語

検定委員会編）のワークブックへの取組みである。送付された問題集に取り組み，後日

送付される解答・解説を読み自己採点をして新入生オリエンテーションで提出し，教員

のチェックを受ける。二つ目はメディアリテラシーの課題である。指定の URL にアク

セスし，映像を見ながら学習して質問に回答する。各入試区分により回答締切日が設定

されており，教員が取組み状況の確認を行い，入学後の指導に役立てている。 

保健医療学部では，入学準備学習として，入学予定者を対象に入学前年度の年度末に

対面での学習会を 2 日間開催している。学習会では，リハビリテーション専門職の役割

に関する講義，コーチングを通じたコミュニケーションスキルの演習，解剖生理学の基

礎（人体のしくみ，細胞，骨・筋・神経系等）に関する講義を実施している。また，在

学生が授業スケジュールや勉強方法，推奨するノート PC 等について助言する機会を設

け，入学後の学修生活への見通しを持てるようにしている。学習会に参加できなかった

入学予定者及び学習会以降に入学が決定した者に対しては，テキストを郵送し，自宅で

の事前学習を促している。 

看護学部では，事前学習として，看護学生に必要な高校までの学習内容を復習するた

めのワークブック・ドリルを配布している。入学前週，令和 7（2025）年度においては，

3 月 27 日に入学前セミナーを開催した。入学前セミナーでは，配布したワークブック・

ドリルの提出及び確認テストを実施するとともにグループワークを実施した。最後に，

学生が記載した入学前セミナーの感想と，理解度テストの結果をもとに個別面談を行い，

学生の学修準備状況や入学にむけて不安なことなどを確認し，相談に応じた。 

 

《入学時の学修支援》 

  教務委員及び学務課職員により構成される全学及び各学部教務委員会が中心となり，

入学時の学修支援（新入生ガイダンス）に関する方針・計画を立て，全学での実施体制

及び学部ごとの実施体制を整えている。実施においては新入生のクラス担任が大きな役

割を果たしている。履修ガイダンスにおいては，教務委員会で立案の上，クラス担任を

はじめとする各学年担当の教員，学務課教務係・学生係を中心に，一人一人の学生の円

滑な履修計画の作成と履修登録に教職協働であたっている。 

令和 7（2025）年度においては，新入生ガイダンスは，4 月 3 日から 3 日間，対面で

実施した。看護学部の開設に伴い，3 学部合同による履修や学生生活，奨学金に関する

全体オリエンテーション，英語プレースメントテストを行った。加えて，学生が PC を

持参し，Wi-Fi 設定や学内のポータルサイト「Campus Plan portal」への接続，メール
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の送受信などを実際に行う機会を設けて，4 月 7 日の授業開始前に，遠隔授業の準備・

操作練習のための時間を確保した。 

発達教育学部では，所属コースの確認と取得希望免許・資格に即した時間割の組み方

に重点を置き，PC 操作に不慣れな学生もいることから，遠隔授業の受講準備を丁寧に

行った。 

保健医療学部では，専攻別に分かれて履修ガイダンスを実施し，進級基準や取得可能

な資格についての説明を行い，クラス担任の指導のもと時間割の作成・履修登録を支援

するとともに，入学準備学習の確認テストを実施した。 

看護学部では，看護師及び保健師国家試験についての説明，e-テキストのダウンロー

ドと模擬授業も実施した。 

また，本学では，新入生を対象として学生同士及び学生と教員とが人間的な関係を築

くことや大学生活の理解をねらいとして，フレッシュマンセミナーを実施している。 

令和 7（2025）年度は，発達教育学部においては，1 年前期必修科目の「エレメンタ

リーセミナー」での共生の森散策に合わせて学友会の上級生によるレクリエーションを

実施し，新入生同士の，また上級生との交流を図った。保健医療学部においては，履修

ガイダンス終了後に理学療法学専攻・作業療法学専攻混合のグループでゲームを実施し，

新入生同士及び教員との交流を図った。看護学部においても，履修ガイダンス終了後に

小グループ対抗のゲームを実施し，新入生同士及び教員との交流を図った。 

 

《入学後の継続した学修支援》 

  入学後の継続した学修支援として，科目履修に関する全体的な検討は全学教務委員会，

学部に特化した検討は学部教務委員会で実施している。個々の学生の学修状況，資格取

得状況，卒業単位取得状況については，教員と職員が学期ごとに情報交換を行いながら，

支援を行っている。 

  各科目の出欠状況は，ポータルの出欠管理システムに担当教員が毎回の授業の出欠を

入力し，ポータルの Web 学生カルテで教職員が学生の出席状況を随時確認できるシス

テムとなっている。これにより，5 月には学務課が欠席状況を取りまとめ，各学部への

情報共有を行っている。また，ゼミナール教員やクラス担任が個別支援を行う際にも，

学生の出欠状況を早期に把握することができ，欠席の多い学生と面談を行い，状況に応

じて学務課で経済的な支援に関する情報提供をしたり，健康管理室でのカウンセリング

につなげ，ドロップアウトを未然に防止するなど，手厚い支援を行うことができている。 

  発達教育学部では，令和 5（2023）年までの入学生は，小学校教育，特別支援教育，

幼児・保育の 3 つのグループ（学部内では「専攻」と呼称）を形成し教育課程を編成し

てきたが，令和 6（2024）年度からコース制を導入し，小学校教育コース，特別支援教

育コース，幼児教育・保育コース並びに 2 年次から所属可能な発達教育心理コース（小

学校教育プログラム・幼児教育・保育プログラム）の 4 コースを設置した。取得希望免

許・資格によって修得すべき科目が異なるため，1，2 年次では，小学校・特別支援教育

コース 1 クラス，幼児教育・保育コース 2 クラスの 3 クラスを編成し，1 学年に 6 名の

クラス担任を置き支援を行うことを原則としている。（令和 7（2025）年度入学生につい

ては，小学校・特別支援教育コース 1 クラス，幼児教育・保育コース 1 クラスの 2 クラ
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スで編成。）3，4 年次ではより専門性の高い支援を行うため，ゼミナール担当教員が学

修支援にあたっている。令和 7（2025）年度においては，コース制への移行の年次進行

中のため，「コース」制（1，2 年次）と「専攻」制（3，4 年次）が混在しているが，学

生の「コース」「専攻」の学修をより深めるための支援を行うため，それぞれのコースで

専門分野別に教員を組織し，専門分野に即した支援を行うと共に，学生の学修状況の確

認にあたっている。 

  保健医療学部では，各専攻に主任を置くとともに，1 年次各専攻に 2 人のクラス担任

を配置し，入学時から 4 年間を一貫して支援できるように持ち上がりとしている。クラ

ス担任は 1，2 年次の理学療法士・作業療法士としての基本姿勢の育成から，3，4 年次

の学外実習，国家試験対策，就職活動等に至る，各学生個人に合わせた 4 年間の学修支

援の中心的役割を担っている。加えて，作業療法学専攻において開設当初から導入して

いたチューター制を，令和 6（2024）年度より，理学療法学専攻でも開始した。チュー

ター制度は，各基幹教員が 4～5 名の学生を担当し，学修進捗の把握と成績状況に応じ

た個別の学修支援を行う制度である。作業療法学専攻では開設当初から 1 年次及び 2 年

次を対象に導入している。理学療法学専攻では令和 6（2024）年度に 1 年次及び 2 年次

を対象として開始し，令和 8（2026）年度からは 1 年次のみとすることとした。理学療

法学専攻の 2 年次については，クラス担任による特別授業を毎週実施し，理解に時間を

要する学生への個別対応を行っている。クラス担任とチューターは学修進捗・成績状況

の情報を随時共有し，特に初年次における基礎科目の習熟度差に対するきめ細かな対応

を可能としている。 

  看護学部では，1 年次及び 2 年次では，各学年 2 名のクラス担任教員が学修や生活上

の相談に応じている。また，3 年次・4 年次には学生が選択した卒業研究の領域（9 領域）

毎に，卒業研究や国家試験対策支援などを含めて学習支援を行う予定である。 

 

《実習支援》 

  各学部においては，実習関連の委員会を中心に各実習担当教員とキャリア支援課実習

係が連携しており，実習施設との連携体制も構築している。また，実習学生との連絡を

密にして，実習が効果的に行われるように事前準備や実習中の指導，実習期間中の連絡

体制，実習後指導を行っている。さらに、実習先への挨拶や関係維持などに留意してい

る。 

  発達教育学部においては，小学校教育実習，特別支援教育実習，幼稚園教育実習，保

育実習があり，それぞれ小学校教育コース，特別支援教育コース，幼児教育・保育コー

スの各実習担当教員が，キャリア支援課実習係と緊密に連携を取りながら学内における

事前事後指導や実習先との連絡調整に当たっている。介護等体験実習は，小学校教諭免

許を単独で取得する学生が対象となるため，小学校教育コースの担当教員が対応してい

る。それぞれの実習における審議を必要とする事項については，各コース会議での検討

を踏まえ，キャリア支援課実習係も参加する合同実習委員会で検討・審議されている。

（発達教育心理コースにおいては，認定心理士資格の取得には実習を要さないことから，

各プログラムにおいて，小学校教育コースまたは幼児教育・保育コースの教員がそれぞ

れの実習の支援を実施している。）また，免許・資格取得に必修の実習科目以外に，初歩
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的な現場理解を目的とする参観学習を「エレメンタリーセミナー」内において行ってい

る。さらに，学生が個人的に学校や保育施設でボランティア活動をすることを推奨し，

ボランティア活動を認定して単位を与える科目も各学年で開設し学修意欲を高めている。

その円滑な実施のために『ボランティアガイドブック』を作成・周知し，ボランティア

の意義や心構え・マナーなどの確認を促している。 

  保健医療学部においては，実習施設の確保及び実習指導体制として，キャリア支援課

実習係，実習委員会（実習の基本計画や予算，実習指導者会議に関することを協議），実

習運営委員会（実習の運営全般の業務）が協力して行っている。実習指導体制としては，

学生ごとに実習担当教員を配置し，教員は学生の実習先を訪問して実習状況を把握し，

実習が適切かつ有益に進むように支援している。実習中の学生と担当教員は電子メール

や実習専用の携帯電話で密に連絡を取れるようになっている。また，保健医療学部では，

実習指導者と教員との連絡会議（臨床実習指導者会議）を毎年行っている。令和 2（2020）

年度からは新型コロナウイルス感染症の流行のため，またコロナ禍後も実習指導者の利

便性を考慮して，オンデマンド型配信と Zoom 会議での質疑応答の形で実施している。

実習施設の実習指導者が本学の実習に関する取り組みを理解し，施設間の認識を共通化

するという点で有意義である。なお，実習施設が遠隔地の場合には，学生個人の負担が

過大にならないように，キャリア支援課実習係と実習運営委員会が宿泊施設の利用や経

済面での支援を行っている。具体的には，宿泊施設の確保や費用負担を大学が行ってお

り，交通費の一部も大学が負担している。実習の総括として，実習終了後に実習報告会

（実習セミナー）を実施して実習成果を確認し，技能や患者対応能力等の習熟を図って

いる。 

  看護学部においては，看護師及び保健師国家試験受験資格を得るために，1 年次から

4 年次まで段階的に，多様な医療・保健・福祉施設等で実習を行う。実習施設に対して，

2，3 年前から調整を行い，実習に関する契約書の締結，実習に必要となる事項について

実習委員会，実習運営委員会及びキャリア支援課実習係が協力しながら進めている。実

習前にはそれぞれの実習毎に実習施設に対して実習説明会を開催し，実習目的・方法の

説明や質疑応答を行っている。学生に対しては，臨地実習前に施設から求められる抗体

価が得られるように，入学時に各感染症の抗体価の提出を求め，必要に応じて予防接種

について個別指導している。ほとんどすべての学生に必要となる HB肝炎ワクチンは，近

隣の医療機関の協力を得て日にちを指定して実施しており，令和 7（2025）年度は，接

種を必要とする全学生が実習開始前に 3 回の接種を完了した。また，実習科目ごとのオ

リエンテーションに加え，接遇に関する実習前講座を実施している。令和 7（2025）年

度は，1 年次生の「基礎看護学実習Ⅰ」を 3 月に控えた 1 月 22 日に，業者による実習マ

ナー講座を実施した。 

 

《学生の主体的な学修を促す学修室と学内環境システム》 

  本学では，プレゼンテーション機器，情報機器，多様なグループ学修形態に対応でき

る設備を整えた学修室を設置している。主体的な学修を促し，学修目的に応じた機器の

利用や学修スペースの活用が図られ，学生のアクティブ・ラーニング促進の一助となっ

ている。 
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「メディアセンター」（L 棟 2 階）には，学生用パソコンが 10 台設置されており，自

由に利用することができる。 

「スタディコート」（L 棟 3 階）は，学生の自主学修専用室で，9 時から 20 時 45 分ま

で開館し，人数や用途に応じて多様な使い方が可能である。主に保健医療学部の学生が

国家試験対策等の学修室として使用していたが，国家試験対策としての習熟度別グルー

プ学修を実施するために，他に複数の学修室を確保している。 

「トライアルコート」（L 棟 3 階）は，小学校を想定した模擬教室や学修専用スペース

を配置したもので，模擬授業の実践をはじめ，授業収録用機器や各種 ICT（情報通信技

術）機器を活用した多様な学修が展開され，主として発達教育学部生の主体的学修に大

きな効果をもたらしている。 

また，図書館棟（M 棟）にあるピアノ練習室（10 室）は 21 時まで，ピアノ練習棟(P

スタジオ)ではピアノ練習室（8 室）を 18 時まで使用可能にし，練習ニーズに応えてい

る。 

図書館は，毎年教員及び学生から希望図書を募り蔵書の充実に努めている。卒業研究

の為の資料の購入についても，学生から直接希望を受け入れることで速やかな手配を行

い，学修を促している。図書館，ラーニングコモンズは専門ゼミナールの授業や卒業研

究などで活用されている。 

  千葉医療センター内椿森キャンパスでは，実習室 1 のカメラ映像が実習室 2，講義室

1 へもリアルタイムに共有できるシステムを備えるなど，専門技術や知識を効果的に学

ぶ環境が整っている。 

なお，学修環境の基盤となる Wi-Fi などの通信環境については，令和 6（2024）年度

において，看護学部設置に伴い千葉若葉キャンパスの看護学部の教室・研究室など通信

環境（有線 LAN・Wi-Fi の通信）を一新，また千葉医療センター内椿森キャンパスも教

室等の通信環境（有線 LAN・Wi-Fi の通信）を一新し，両キャンパスでの学生や教員の

通信環境が付加された。 

 

② TA(Teaching Assistant)等の活用をはじめとする学修支援の充実 

《TA(Teaching Assistant)等の活用による学修支援》 

本学には大学院がまだ設置されておらず，TA(Teaching Assistant)を担当し得る学生

が存在しない。TA 制度はないものの，教員の教育活動を支援するために，助手の授業補

助や上級生による学修支援活動などを適切に活用している。 

  発達教育学部では，在学中にピアヘルパー資格を取得した学生等によるヘルパー活動

が定着しており，新入生ガイダンスにおける上級生による履修登録の援助など，学修な

どへのサポートが行われている。また，教職・公務員支援センターで実施している「小

学校及び特別支援教育教員採用選考学習会」において，上級生が下級生の模擬授業等に

助言をする「教育サポートスタッフ」制度を設けている。 

  保健医療学部では，助手を採用し，授業の充実を図るとともに，助教が実習の授業を

中心に学生の指導を担っている。また，上級生による下級生の学修支援として，新入生

ガイダンスでの履修登録援助，専門科目の基本的実技の修得援助，臨床実習前のアドバ

イス会を実施している。 
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  看護学部においては 1 年次生しか在籍していないため，上級生による学修支援は得ら

れないが，小グループで仲間同士助け合いながら進める学修や，小グループに教員が加

わることで学修を支援している。今後は，上級生による学修支援を取り入れていく予定

である。 

 

《オフィスアワーによる支援》 

全基幹教員が週に 1 コマ以上対応する曜日時間帯をオフィスアワーとして設定，非常

勤講師についても授業の前後を対応時間とすることとしている。各教員のオフィスアワ

ーはシラバスに明記する方法により公表して，学生が必要に応じて自由に相談できるよ

うにしている。 

 

《障がいのある学生への合理的な配慮》 

  本学では，障害等がありながら学修に取り組む学生も積極的に受け入れており，障害

等のある学生支援会議が制定した「植草学園大学障害等のある学生の修学支援に関する

ガイドライン」に則り，障害等のある学生支援会議，学務課及びクラス担任や各関係部

署が連携・協力して適宜様々な支援を行っている。合理的配慮を要する学生に対しては，

入学前からその困難性を把握できるようにし，障害等のある学生支援会議を中心に当該

学生の希望を踏まえ，支援の方針や具体的方法を検討のうえ，会議等で教職員の共通理

解を図り，非常勤講師を含む授業担当者全員で必要な支援についての情報を共有してい

る。また，必要に応じて支援内容の見直しを図り，実習先にも配慮の依頼をしている。 

学内における一層の理解を進めるため，障害等のある学生支援会議が作成したリーフ

レット「障害等のある学生支援ガイド」を入学時に全学生に配布の上，学務課・総務課

の課室の前及び図書館内に常設配布し，周知を図っている。 

聴覚障害がある入学生に対しては，学生の必要に応じて入学式・新入生ガイダンスで

手話通訳者を手配している。授業では，座席の位置の配慮や，音声を聞き取りやすくな

る専用マイク及び接続コードを導入している。また，平成 29（2017）年度から音声を文

字に起こすコミュニケーション支援用のアプリケーションソフト「UD トーク」を法人

契約し活用している。加えて，学生たちが主体的にグループをつくり，ノートテイクな

どの支援にあたっており，平成 31（2019）年には，学生向けのノートテイク講習会を実

施し，ノートテイクのガイドブックを配布した。病弱特別支援学校の卒業生が入学した

際には，授業中に横になれるように移動式の簡易ベッドを用意するなど，体調に配慮し

ている。 

また，体調に合わせて無理なく学習できるように就学期間を 6 年に設定し，授業料は

4 年分を 6 年間で納入する長期履修学生学費等納付金の制度を適用することも可能とし

ている。 

令和 7（2025）年度に千葉若葉キャンパスでは，車いすやオストメイトが利用できる

バリアフリートイレを設置するとともに，発達教育学部の学生がゼミ活動として バリ

アフリートイレやスロープ，避難場所等を記載したバリアフリーマップを作成し，ホー

ムページで公開した。 

以上のような，多様な支援により学生が自らの特性に合わせて対処しながら学習を進
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める力を培うことで，障害のある学生の教員採用試験合格や就職につなげている。 

 

《留年者，休学者及び中途退学者への支援と対応》 

  前述のとおり，学生の出席状況等を随時確認し，クラス担任を中心に面談及び指導・

助言を行っている。留年者については，担任教員を中心に個別的に助言，支援を行い単

位修得，進級・卒業に向けて援助を行っている。 

心身の健康上の理由など事情により休学する学生に対しては，担任教員が休学前の面

談で休学中の過ごし方や復学に向けての取り組み等を助言し，休学中には随時連絡を取

りながらスムーズに復学できるようにしている。休学中に健康管理室でのカウンセリン

グを継続し，復学・卒業に結びついた例もみられる。復学時には，本人の希望に添いな

がら卒業に結びつく履修計画となるよう，学務課と協力しながら指導・助言を行ってい

る。 

退学に至る前に，担任教員はもとより，専攻主任，学科長，学部長においても本人及

び保護者と面談し，学業を続行できるよう方策等を助言，指導している。経済的困窮が

理由の場合，規程に基づき授業料等減免により退学を回避させる措置を取っている。そ

の上でなお，進路変更を希望する場合には，見通しを持って退学後の生活に踏み出せる

ように重ねて相談に乗るなど，学生に寄り添った支援を行った上で退学の申請を認める

こととしている。 

本学の退学者数は，令和 4（2022）年度は 34 人，令和 5（2023）年度は 33 人であっ

たが，令和 6（2024）年度は 13 人に減少した。しかし，令和 7（2025）年度は 27 人，

退学率は 4.6％と再び増加した。このようななか，IR によるより詳細な退学要因分析を

可能とするため，令和 6（2024）年度から退学届における学生及び担当教員の理由欄を

分析可能な評定形式に改め，体系的なデータ収集と分析体制を構築した。令和７（2025）

年度 2 月の FD 研修会では，本学の退学学生の傾向について，「初年次 GPS アカデミッ

クスコア」「欠席調査」から検討を行った。今後，分析結果をもとに，学修支援に関する

方針・計画を作成し，改善に資する予定である。 

 

3-3．キャリア支援 

①教育課程におけるキャリア教育の実施 

②キャリア支援体制の整備 

（1）3-3 の自己判定 

「基準項目 3-3 を満たしている。」 

 

（2）3-3 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

① 教育課程におけるキャリア教育の実施 

発達教育学部においては，授業科目「キャリア演習」をキャリア形成・キャリア発達

支援の「要」として教育課程に位置づけて，社会人としての基礎的な資質・能力から専

門職業人としての資質・能力に関することまで取り組んでいる。この科目は，学年担任

がその役割を担っているが，コースごとの担当教員もその学年に適切なプログラムを用

意して指導している。このことが，従来の個別科目の授業では得にくい社会人・職業人
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として自立する意識を育てることに役立っている。1，2 年次については，毎週 1 コマの

授業，3，4 年次については，隔週 1 コマの授業を開講し，全学生が受講する。1，2 年

次においては，将来の社会的・職業的自立に向けて必要な基礎的な資質・能力の育成を

図るとともに，各自が目指す職業において求められる資質・能力と自己の現状，今後取

り組むべき課題について理解を図るため金融講座，マナー講座，現場の先生の話を聞く

会，社会人基礎力講座等，模擬試験を実施し，3，4 年次については，コース分野別にク

ラスを編成し，それぞれの専攻分野における専門職業人としての資質・能力を高めるこ

とを目指し，業界研究，就活スタートアップ講座，集団面接講座，JAL ホスピタリティ

講座等により実際的な内容を取り上げて，キャリア支援課就職係と連携して各講座を展

開している。また就業継続力を育成する目的で，労働法講座，ストレスマネージメント

講座及びハラスメント講座を実施した。また， 1 年次前期の「エレメンタリーセミナー」

では，教職への理解と自覚を促すために，本学近隣の小学校・特別支援学校・本学の附

属園等で参観学習を実施している。加えて，「キャリア演習」授業の中では個人面談や

指導も行っている。 

その他として，教育・保育現場に対する意識の一層の高まりを期待し，小学校教育コ

ース，特別支援教育コース，幼児教育・保育コース学生が年間 40 時間のインターンシッ

プやボランティア活動を行う「社会貢献・地域支援活動Ⅰ，Ⅱ，Ⅲ」「インターンシップ

活動」を教育課程の中に位置づけている。 

なお，教職・公務員支援センターによる指導の充実と，一般就職を希望する学生も一

定数いることから，より個々の必要性に応じたキャリア支援となることを企図し，令和

6（2024）年度入学生からカリキュラム変更を行い，「キャリア演習」は 2 年次までとな

った。それを受けて 3・4 年次での内容を精査し，1・2 年の授業内容に組み込むものと，

教育課程外での講座として実施継続するものを整理し，新たな計画により授業を進めて

いる。 

保健医療学部においては，インターンシップに関して病院・施設等の受け入れがまだ

整っていないこともあり，単位の位置づけはない。しかしながら，理学療法士及び作業

療法士の養成の教育課程の中に，職業意識を高めるためにキャリア科目を設定している。

キャリア科目は 1 年次に「エレメンタリーセミナー」を行い，大学生としての自覚を促

し，リハビリテーション専門職としての職業理解を深めるために，卒業生や臨床経験豊

かな理学療法士・作業療法士を招いての講義及び施設見学を導入している。2 年次は，

「インターメディエイトセミナー」において医療現場におけるコミュニケーションや医

療人としての基本的な接遇を学んでいる。また，これらの知識・技術の確認として客観

的臨床能力試験 OSCE を行っている。3 年次には「アドバンストセミナー」において，

各講義や演習で学んだ内容を統合し理学療法・作業療法を実施する準備をしている。ま

た，外部の臨床実習施設での「臨床実習Ⅱ（評価）」に臨むために，実習前評価として

客観的臨床能力試験 OSCE を行い，実践能力を高めている。4 年次は，長期の「総合臨

床実習Ⅰ・Ⅱ」を行うため，「プロフェッショナルスキル」及び「プロフェッショナル

セミナー」において基礎科目知識の再確認並びに疾患と障害の関係や総合的な治療アプ

ローチの再確認を行い，卒業後の臨床の現場で応用できるような知識・技能を修得させ

ている。そして，実習後評価として客観的臨床能力試験 OSCE を行い，実践能力を確認
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している。国家試験対策としては，必修科目である「プロフェッショナルスキル」及び

「プロフェショナルセミナー」において，頻出分野の特別講座や国家試験予備校講師を

招いての対策講座を実施し，国家試験合格に向けて学生を全面的に支援している。 

キャリア支援課就職係と教員は密に情報交換を行うことにより，教育課程外において

も次のような学生支援を行っている。①国家試験の対策及び卒業後の進路すなわち就職

支援活動への支援，②企業・病院などでのインターンシップ参加への支援，③合同就職

説明会による就職活動の支援。 

看護学部では，学生が専門職業人として生涯にわたり成長し続けるための自己教育力

を育成することを目指し，キャリア教育に体系的に取り組んでいる。キャリア教育は，

1 年次の「エレメンタリーセミナー」や 3 年次の「看護学セミナー」を中核とし，実習

を含む全ての科目の運営基盤としている。大学独自で作成したポートフォリオを使用し，

学生が自身の学びの変遷や自己成長を振り返ることで，看護職への志向性を高めている。

さらに，「現場体験の講話を聞く会」などを通して，様々なキャリアモデルを知る機会の

提供や，1 年次から 4 年次にわたり，キャリアデザイン講座，就活スタートアップ講座，

マナー講座など，段階的な支援講座を計画・実施している。 

 

② キャリア支援体制の整備 

学生のキャリア支援に向けて，教職員の組織としてキャリア支援委員会，事務局の組

織としてキャリア支援課が協力し合いながら，学生の進路や就職活動を支援している。 

発達教育学部では，各コースの教員と，キャリア支援課，及び専門の特命教授が 4 名

常駐している教職・公務員支援センターとが連携しながら，以下の業務を行う体制を整

えている。 

小学校・特別支援学校コースにおいて，千葉県教育庁教育振興部の協力を得て，千葉

県・千葉市公立学校教員採用試験採用候補者選考の概要及び千葉県が求める教師像等に

ついて，学生の理解を深めることを目的とした説明会を毎年実施している。また，公立

学校教員採用選考対策として，年間を通じて「基礎講座」「スタートアップ講座」「直

前講座」「春期講座」，また現場に出る前に「出る前講座」を実施している。なお，「直

前講座」には既卒者の参加もあり，現役教員のサポートや再受験の卒業生支援も行って

いる。 

幼児教育・保育コースにおいても，教職・公務員支援センターとキャリア支援課就職

係の協力のもと，「公務員（保育士）採用試験対策講座」を実施した。公務員試験の場合

は実技試験を伴う場合が多く，実践的なテーマ（集団面接，模擬保育等）で試験対策を

講じ，教職協働で学生の就職活動の支援を行ってきた。また，ゼミナール担当教員は学

生の進路相談に応じ，主に 3 年次からは個別進路に応じた学修活動をマンツーマンで指

導している。 

一般職を目指す学生への支援として，就職説明会への参加を促したり，面談等にもさ

らに力を入るなど，学生一人ひとりの希望が叶うように，3，4 年次の「キャリア演習」

担当者に一般就職支援担当教員を 1 人ずつ配置し，キャリア支援課就職係との連携のも

とで就職支援を行っている。また，厚生労働省新卒応援ハローワーク及びジョブサポー

ター，千葉県の就職支援施設ジョブカフェちばとの就職支援連携の体制が構築されてい
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る。さらに，公式 LINE や対面での個別面談・個別相談の実施や，就職試験対策を行う

体制が整っている。この他，キャリア支援クラウドサービス「キャリタス UC」の導入

により，求人数は増加している。年々，保育分野，福祉・医療分野の登録が増えている

ため，「キャンパスプランポータル」の求人票検索と並行し，学生の利便性の向上に努め

ている。 

上記の支援の結果，以下の採用・就職の実績となっている。 

小学校教諭の採用試験合格率は 83.3％，保育士（公務員）は 69.2％となった。特別支

援学校教諭の合格率は 72.7％と安定してきている。 

教員採用試験で合格に至らなかった学生に対しては，講師として勤務するための支援

を行っている。小学校・特別支援学校専攻の過去 3 年間の就職（内定）率は，講師を含

め 100％となっている。 

 

 

また，幼児・保育専攻の就職率は 95.7％と高い値を示している。千葉市民間保育園協

議会，全千葉県私立幼稚園連合会，千葉市幼稚園協会，千葉県児童福祉施設協議会等の

団体が実施する説明会に参加を促し，職業情報及び職場理解を深めることで，就職活動

のより確実な支援につなげ，令和 7（2025）年度も，キャリア支援課就職係とゼミナー

ル担当教員との連携強化を図り進めてきた。 

発達教育学部の就職先は，保育園等（放課後等デイサービス及び福祉施設等含む）が

多く，千葉県内が大半を占めている。また，免許・資格を取得し就職した学生が専門職

に就いた割合は 93.2％であり高い専門職率を保っている。 

保健医療学部では，円滑に実践的な知識や技能を身につけることができるよう，平成

29（2017）年度から，文書作成能力を早期に獲得してもらうことを目的に，1 年次を対
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象に「文章の書き方講座」を，臨床実習の準備として「マナー講座」を，就職活動開始

前の 3 年次生を対象に「労働法講座」やキャリア形成の充足を知るための「社会人基礎

力講座」を実施している。それらの効果検証を重ね，実施時期・方法等についてさらに

検討していく。今後もキャリア支援課就職係との連携を通じて，社会で必要とされるコ

ミュニケーション能力，課題解決能力等を育成していく。 

合同就職説明会についてはオンデマンド方式で実施し,令和 7（2025）年度の専門職就

職率は 100％となった。就職先は千葉県内のほか関東近県の病院が多く，高い専門職率

となっている。 

保健医療学部ではさらに，教育課程外で国家試験の模擬試験を 3 年次 1 回，4 年次に

5 回実施し，個々の学生の実力把握と学力向上に後援会が支援している。令和 7（2025）

年度の新卒の国家試験合格率は，理学療法学専攻が 100％，作業療法学専攻が 94.4％で

あった。両専攻共に，全教員が国家試験対策に関わる体制をとっており，教員が自身で

取り組む仕事であるという意識が全学的に醸成されている。また，企業アンケート及び

卒業生アンケートを実施し，企業からの卒業生に対する評価・求められる人材像・卒業

生の意見等を，自由記述も含め学部教員に共有し教育に活用できるようにしている（詳

細は 4－3 学修成果の把握・評価≪就職状況及び企業の評価≫を参照のこと）。 

看護学部では，1 年次から 4 年次にわたり，キャリアデザイン講座などの支援講座を

実施・計画している。3 年次からは，看護専門職として多様な職業経験を有する教員に

よる少人数制のゼミナールを行う。また，キャリア支援課就職係と連携し情報提供を行

うとともに，より個別性の高い就職支援を行う。看護師国家試験の合格率 100％及び保

健師課程を選択した学生についても，保健師国家試験の合格率 100％を目指し，国家試

験合格に向けた対策講座を，1 年次から段階的に実施している。学生が主体的に参加す

るように，学生国家試験対策委員を設置し，学生の意見を反映させながら支援体制を作

っている。 

令和 7（2025）年度卒業生の就職及び進路の状況は，次のとおりである。 

 

令和７年度卒業生の就職状況 

［発達教育学部］  ［保健医療学部］ 

就職率(決定者数/卒業者数) 95.9%  就職率(決定者数/卒業者数) 94.3% 

就職率(決定者数/希望者数) 95.9% 就職率(決定者数/希望者数) 100% 

専門職就職率 

(専門職就職者数/免許･資格取得の就職

者数) 

92.3% 

専門職就職率 

(専門職就職者数/免許･資格取得

の就職者数) 

100% 

 

3-4．学生サ-ビス 

①学生生活の安定のための支援 

（1）3-4 の自己判定 

「基準項目 3-4 を満たしている。」 
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（2）3-4 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

① 学生生活の安定のための支援 

《学生サービス，厚生補導のための組織の設置・実施》 

学生サービス，厚生補導は，学生委員会，健康管理委員会及び学務課が協力して，学

生生活の支援を行っている。 

学生委員会は，学部から選出された教員と学務課職員で構成される常設の委員会で，

毎月 1 回定例委員会を開催し，学生サービスや厚生補導について審議している。 

学務課・学生委員会は，学生の自治的な組織「学友会」の顧問として全面的に支援，

指導している。 

新入生への支援として，学部でフレッシュマンセミナーを企画し，新入生と教職員間

の親睦を図るとともに，不安の大きい新たな大学生活のスタートをフォローしている。

また，入学時に「学生生活の手引き」を配布し，新たな大学生活の開始について支援を

している。 

 

《奨学金・経済支援》  

奨学金など学生に対する経済支援を適切に行っている。大学独自の奨学金給付・貸与

状況（授業料免除制度）はエビデンス集データ編 【表 2－7】に示した。経済的理由に

より修学困難かつ成績優秀などの要件を満たす者に対して，「植草こう特別教育資金」

による奨学金給付及び授業料等減免制度による支援を行っている。  

入学時及び在学時の成績上位者に対して，授業料等を減額もしくは奨学金を支給する

「スカラシップ制度」を実施している。「新入生スカラシップ」では入学試験時（大学

入学共通テスト利用入学試験 A 日程）の成績上位者において，入学金の全額免除と授業

料の全額又は半額の減免となる。この制度は入学後も各年次において成績が 20％以内に

入ることで継続することができる。「在学生スカラシップ」では 1 年次から 3 年次にお

ける成績上位者（在籍数の 5％以内，新入生スカラシップを除く）に対して，翌年次に

20 万円の奨学金を支給している。 

さらに，令和 7（2025）年より新たに，本学に兄弟姉妹が同時に在学している学生へ

の奨学金制度を設け，要件を満たす下位学年の者 1 名に 40 万円を給付している。 

 

新入生スカラシップ学生数（令和 7 年度実績） 

 令和 7 年度 

入学生 

令和 6 年度入

学生 

令和 5 年度 

入学生 

令和 4 年度 

入学生 

発達教育学部 0 人 1 人 0 人 0 人 

保健医療学部 3 人 1 人 2 人 4 人 

看護学部 1 人 － － － 
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在学生スカラシップ学生数（令和 7 年度実績） 

 令和 6 年度 

入学生 

令和 5 年度 

入学生 

令和 4 年度 

入学生 

発達教育学部 4 人 4 人 3 人 

保健医療学部 2 人 3 人 3 人 

 

学外支援として，日本学生支援機構奨学金，保育士修学資金貸付制度，保健師等修学

資金貸付制度，地方自治体奨学金，民間団体奨学金，病院奨学金の利用を必要に応じて

勧めている。本学における奨学金は，主に日本学生支援機構奨学金によるものが多く，

大学全体では，貸与型で 37.6％（令和 7（2025）年度実績：217 人），給付型で 20.4％

の学生（令和 7（2025）年度実績：118 人，内多子世帯授業料等減免のみの支援 63 名

10.9％）が利用している（70 人は併用）。保育士修学資金貸付制度（5 年間保育士の実

務経験により返済義務免除）を借り入れる学生が増加してきた。（令和 7（2025）年度

実績：千葉県 35 人，千葉市 31 人，他県 1 人（茨城県 1 名），他市 8 人（船橋市 5 人，

市原市 2 人，いすみ市 1 人））。1 年次のみ在籍の看護学部では，保健師等就学資金貸

付制度（5 年間保健師の実務経験により返済義務免除）を多くの学生が利用している。

（令和 7（2025）年度実績：千葉県 12 人，他市 2 人（成田市））。また，病院奨学金は

3 人が利用している。 

これらの奨学金及び経済支援については，『学生生活の手引き』へ掲載するとともに，

「キャンパスプランポータル」やクラス担任もしくはゼミナール担当教員から適宜，紹

介及び連絡を行っている。 

経済的支援としては，奨学金に加え，授業料の延納及び分納の制度も整えており，ま

た，学務課内にファイナンシャル相談員を配置し，教育ローン（厚生労働省 生活福祉資

金貸出制度，日本政策金融公庫 国民生活事業（国の教育ローン），郵貯貸付）等を紹介

し，相談に応じている。 

また，「フードバンクちば」から配給された食・飲料品を配布するなどして，生活並び

に経済的支援を行った。 

以上のように，本学では奨学金をはじめ，学生に対する経済的な支援を適切に行って 

いる。 

 

《課外活動への支援》  

学生の自主性を尊重し，主体的に課外活動や諸行事等を運営することを通して，豊か

な学園生活が送れるようにすることを基本方針としている。学生の課外活動への支援に

は，主に「学園祭（緑栄祭）」「サークル活動」「ボランティア活動」「イベント・行

事」「卒業関連」があり，学友会が中心となり企画・運営し，学務課・学生委員会が支

援をしている。学友会活動の拠点として，学友会室が設置され，PC，コピー機が配備さ

れている。令和 6（2024）年度は，B 棟の改修工事に伴い，学友会室を一時的に体育館

2 階に移転したが，工事終了に伴い令和 7（2025）年度には B 棟 1 階に復帰した。また，

サークル棟に設置されているエアコン 5 台が経年劣化していたため入れ替え工事を実施
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した。これらの経費は学友会予算によって支弁されている。学生の課外活動への支援状

況はデータ編 【表 2－8】に示した。 

  令和 5（2023）年 5 月 8 日以降，新型コロナウイルスの感染症法上の位置づけが，2

類から 5 類へ変更されたことに伴い，本学の対応に沿って課外活動，緑栄祭，学友会活

動，予餞会等においても通常の手続にて，感染予防策を徹底したうえで実施することに

した。 

課外活動用の施設としては，体育館，フットサル場，グラウンド，E スタジオ等を整

備している。また，課外活動棟を 2 棟設置（2 階建て・各棟 10 室・全室エアコン設置）

して，各サークルの活動拠点として利用できるようにしている。 

学生の課外活動などに対する要望は，原則毎月開催されるサークル代表者会議及び毎

年度末に実施する「学生満足度アンケート」によって汲み上げられるようになっている。 

以上のように，本学では学生の課外活動への支援を適切に行っている。 

 

《健康相談・心理相談・生活相談・ハラスメント相談》  

健康相談・心理相談は健康管理室が対応している。健康管理室は，学内での体調の変

化やけがの応急処置，定期健康診断や実習に伴う各種検査の手配及び感染症対策，麻し

んや風しんの予防接種歴などを確認して，学生が安心して学園生活を過ごせるようにし

ている。また，健康診断の結果に基づいて，保健指導や健康相談をするなどして，学生

の健康管理面を支援している。心理的な相談についても，健康管理室が中心となって対

応し，学外の専門カウンセラー1 人を配置している。令和 3（2021）年度以降，相談者

の多かった 6 月及び 7 月はカウンセリング日程を増加するなど，心理相談の充実を図っ

ている。健康相談，心理相談については，必要な場合，担任・ゼミナール担当教員と協

力して対応している。また,令和 6（2024）年 9 月よりカウンセリングのインターネット

予約システムを導入，学生が利用しやすい環境を整えている。 

生活相談に関しては，学務課が中心となって対応している。また，クラス担任が生活

相談を受ける場合があり学務課と連携してこれに応じている。2 つの学生相談室を設置

している。 

ハラスメントの相談・対応などを行う「うるおい相談員」には大学の教職員から選出

された 8 人及び外部カウンセラーを 1 人配置している。ハラスメントの防止やハラスメ

ントに関する相談窓口の周知については，『学生生活の手引き』に示し，また学内に多

くのポスターを掲示し，わかりやすく，かつ相談が行いやすい支援体制を取っている。 

ハラスメント防止委員会では，毎年教職員と全学生を対象として，ハラスメントに関

するアンケート調査を実施し，問題となる事例があった際は，関係者への指導を行って

いる。令和７（2025）年度は，令和 8（2026）年 2 月教授会において，アンケート結果

の報告を行った。アンケート結果については，「キャンパスプランポータル」で公開して

いる。また，法人本部課と連携して，令和 7（2025）年 12 月 26 日の職員研修（SD）に

おいて，外部講師によるハラスメント防止に関する研修会を実施した。 

 

《留学生・社会人入学学生への支援》 

データ編 【表 2－1】に示したとおり，外国人留学生特別選抜試験もしくは社会人特
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別選抜試験を受験して入学した学生は，令和 7（2025）年度には在籍していない。これ

らの学生が在籍する場合，入学後に特別な配慮・対応は行っていないが，常にクラス及

びゼミナール担任が窓口となって相談できる体制をとり，相談があった際には必要に応

じて関係委員会へ対応を依頼するなどの支援的対応を丁寧に行うようにしている。 

 

3-5．学修環境の整備 

①校地，校舎などの学修環境の整備と適切な管理運営 

②図書館の有効活用 

③施設・設備の安全性・利便性 

（1）3-5 の自己判定 

「基準項目 3-5 を満たしている。」 

 

（2）3-5 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

① 校地，校舎などの学修環境の整備と適切な管理運営 

大学の千葉若葉キャンパスは，千葉県千葉市若葉区小倉町 1639 番 3 にあり，JR 都賀

駅からバスで約 15 分，千葉都市モノレール千城台北駅から徒歩約 10 分の場所に位置し

ている。千葉若葉キャンパスの校地総面積は 68,899 ㎡で，うち 13,065 ㎡は，大学と附

属高校共用運動場（グラウンド）であり，校舎総面積は 20,010 ㎡である。 

千葉医療センター内椿森キャンパスは，千葉県千葉市中央区椿森 4 丁目 1 番 2 号にあ

り，JR 東千葉駅から徒歩約 15 分，千葉都市モノレール千葉公園駅から徒歩約 10 分の

位置にある。千葉医療センター内椿森キャンパスの校地総面積は 3,000 ㎡で校舎総面積

は 4,745 ㎡である。 

校地面積及び校舎面積は，大学設置基準校地面積 9,200 ㎡（看護学部完成年度

10,400 ㎡），同じく校舎面積 15,260 ㎡（看護学部完成年度 15,887 ㎡）を満たしてお

り，教育研究に必要な施設設備が整備されている。 

施設は，大学設置基準上の校地及び校舎基準面積を満たしており，教育研究目的を達

成するために必要な施設設備が整備されている。大学図書館では，ラーニングコモンズ

機能の拡充・整備など，教育環境の一層の整備を進めてきた。活用状況については，授

業，課外活動，学生間交流，教員の研究活動に効果を発揮している。 

 

ア 校舎に配置している部屋は，教員研究室 77 室，講義室 25 室，演習室 54 室，実験

実習室 17 室，PC 室 1 室（語学学習施設を兼ねる。）で全室空調管理がなされてい

る。令和 2（2020）年度からの保健医療学部リハビリテーション学科作業療法学専攻

の発足に伴い新たに T 棟を新築した。また，令和 5（2023）年度には，B 棟の大規模

改修を見越してピアノ練習棟を増設した。プロジェクター等の設備は，講義室，実験

実習室及びゼミ室を除く演習室に全て整備されており，ゼミ室については携帯用プロ

ジェクターで対応している。 

令和 7（2025）年度開設の千葉医療センター内椿森キャンパスにおいても，すべて

の講義室にプロジェクターが整備されている。また，看護実習室は 4 室あるが，看護

実習室 1 で行われている講義が看護実習室 2 及び講義室 1 でも同時にモニターで視聴
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できるようになっており，学年全員が同じ実習講義を受講できる。 

 

イ 運動場用地（19,182 ㎡）は，植草学園大学附属高等学校との共用施設として，体育

の授業及びサークル活動に利用している。 

 

ウ 体育施設は，体育館（940 ㎡），フットサル兼テニスコート 2 面，スリーオンスリ

ーコート 1 面，弓道場があり，勉学のみならずスポーツによる心身の健康を維持する

とともに，学生間の交流の場となっている。令和 3（2021）年度には，バリアフリー

トイレの新設を含む体育館トイレの全面改修を行った。また令和 4（2022）年度には，

学生からの要望に応えて，フットサルコートの夜間照明の増設を行った。 

 

エ 情報サービス施設として，メディアセンターを設置している。メディアセンターは，

学生用に 10 台のデスクトップ PC がいつでも自由に使える状態で設置されており，

情報の収集やレポート作成，卒業研究等に活発に活用されている。なお，学内には図

書館，学生食堂にも学生が利用できる PC を配置しているとともに，貸出し用のノー

ト PC100 台を備えている。 

 

オ 附属施設として，学生相談室，健康管理室，課外活動棟 2 棟，学生食堂（Ku-su Ku-

su 及びカフェ・ロッサ），売店があり，学生の利用が活発である。 

 

カ 本学の建物は，昭和 56（1981）年建築基準法が改正され耐震基準が改まった後の建

物である。すべて現在の耐震基準を満たす建物となっている。 

体育館においても吊り天井を有しておらず，照明・バスケットボールゴール等の非

構造部材においてもすべて落下防止対策を実施済みである。 

 

キ 開学から 18 年が経過しており，老朽化が進みつつある機器や施設・設備について

は，安全・安定的に運用できるように定期的に点検・整備を実施するとともに，改修

の必要なものには予算配分し，計画的に整備・更新をしている。令和 3（2021）年度

には，A 棟外壁の全面改修を行い，看護学部設置に伴う B 棟改修工事において,1 階ト

イレを障害の有無や LGBTQ に対応した「誰でもトイレ」に改修した。 

また，令和 8 年 3 月～9 月に L 棟空調設備改修工事，令和 9 年 2 月～4 月にＭ棟空

調設備改修工事を予定している。 

 

ク 環境負荷の軽減の観点から，平成 26（2014）年度から少しずつ学内の照明の LED

化を図ってきたが，令和 3（2021）年度には M 棟，L 棟の LED 化を行ったことによ

り，キャンパス内照明の全面 LED 化が完了した。また，令和 5（2023）年度に増設し

たピアノ練習棟（P スタジオ）の屋上にはソーラーパネルを設置した。 

 

② 図書館の有効活用 

図書館は，「植草学園大学図書館規程」に基づき，「図書館運営委員会規程」及び「図
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書館利用細則」を定めている。図書館運営委員会により組織運営されている。 

千葉若葉キャンパスの図書館は，平成 25（2013）年度に改修・整備を行い，ラーニン

グコモンズなどの施設・設備を拡充した。面積 1,077 ㎡，蔵書数 81,251 点（令和 7（2025）

年度末現在，視聴覚資料を含む。)，学術雑誌は 522 種である。開館時間については，平

日午前 9 時から午後 8 時 45 分（木曜日を除く。），土曜日は午前 9 時から午後 1 時まで

の短縮開館とした。 

利用者数は，年間で延べ 18,161 人（1 日約 69 人）で，前年度 21,778 人から減少し

た。 

貸出は 1 人 10 冊までで，原則として 2 週間借りることができ，実習や卒業研究論文

の準備期間中は延長している。年間の貸出冊数は 2,754 冊であり，前年度 3,201 冊より

も減少している。 

図書館は M 棟の 1 階と 2 階にあり，座席数は合計 248 席である。1 階はアクティブ・

ラーニングが可能な設備を「コラボレーションエリア」「インフォメーションエリア」「ラ

イティングエリア」として整え，プレゼンテーションや模擬授業，学生たちのグループ

学修の場としても利用されている。また，絵本・紙芝居のコーナーや障害者のための点

字機器などコミュニケーション機器コーナーが整備されている。 

2 階は 3 つのエリアに分かれ，エリア A には主に人文科学・社会科学系図書，エリア

B は自然科学系図書，エリア C には DVD・大型本・楽譜・文庫・新書などその他の資

料が収められている。 

図書館内の所蔵資料の蔵書検索（OPAC）は，図書館ホームページ（https://www.uek

usa.ac.jp/school_life/library）にリンクしており，図書・雑誌・映像資料・音響資料・児

童書・楽譜などの検索や，お知らせや図書館の開館状況などのカレンダーの閲覧ができ

る（https://uekusa.opac.jp/opac/top）。 

文献検索データベースは，国立情報学研究所の「CiNii」や米国国立医学図書館の

「PubMed」のほかに，医学中央雑誌刊行会の「医中誌 Web」，朝日新聞の「朝日クロス

サーチ」を契約し利用している。電子ジャーナルについては，平成 30（2018）年度から

国内医学系雑誌のパッケージ「メディカルオンライン」を契約，さらに令和 2（2020）

年 4 月から「Medical Finder」（リハプラン）を導入し，学生及び教職員の学修・教育・

研究活動を支援する条件を整えている。 

館内全体で学生用 PC が 30 台設置され，ゼミや授業等でもこれら図書館施設が活用

されている。また，新入生ガイダンスから，卒業研究，論文執筆のための文献検索実習

など，効率良い図書館利用のためのガイダンスを年間約 10 回実施している。シラバス

推薦図書の購入や三半期ごとに図書購入の要望を募るなど，図書館として必要な資料の

選定・整備を随時行っている。必要な文献については他大学図書館等との相互貸借を通

じて取り寄せている。 

また，令和 3（2021）年 4 月から，新たに学内・学外貸出用ノート PC として合計 100

台を図書館に完備し，遠隔授業の受講や，レポート作成・卒論作成など多岐にわたり利

用されている。 

また，令和 6（2024）年 10 月から，図書館内で NTT ドコモが提供する電子雑誌読み

放題サービス「d マガジン forBiz」を利用できるようにしている。 
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以上のように図書館は，適切な規模でかつ，十分な学術情報資料を確保しているなど，

図書館を十分に利用できる環境を整備している。 

令和 7（2025）年 10 月に千葉医療センター内椿森キャンパスを設置したことに伴い，

そのキャンパス内に図書館分室を開室した。学生及び教員が十分に利用できる環境の

整備を進めている。 

 

③ 施設・設備の安全性・利便性 

大学設置時に建設した L 棟，M 棟は当時の耐震構造としては基準の 1.5 倍の耐震強度

を持たせてある。大学開学前からある建物も耐震チェックや非構造物の落下等の防止の

ための改修工事（体育館天井改修，A 棟外壁改修）を行った。 

千葉医療センター内椿森キャンパスの校舎は，千葉医療センター附属千葉看護学校の

校舎を閉校後そのまま賃借しているものであり，新耐震基準に合致している。また，本

学が使用するにあたって改修工事を行い，看護実習室をはじめ各所の利便性を高めてあ

る。 

 

［基準 3 の自己評価］ 

（1）成果が出ている取組み，特色ある取組み 

学生が大学で学ぶために必要な学修支援（学生の生活，健康，課外活動，心理相談，

ハラスメント，キャリア支援，学生サービス）に教職協働であたり，適切な学修環境を

整備するとともに，それらの実現と改善のために学生の意見，要望を把握する仕組みを

整え活用している。 

普通教室の自習のための夜間開放と教職・公務員支援センターにおける担当職員によ

るきめ細かい指導により国家試験や公務員試験の結果によい傾向が見られる。 

 

（2）自己点検・評価や外部による評価で発見された課題など 

基準 3 においては，「入学定員に沿った適切な学生受入れ数の維持」が喫緊の課題で

ある。令和 7（2025）年度は，入試広報の在り方，入試方法，附属高校を含む高等学校

との連携強化，奨学金の充実などを検討し改善を図ってきた。さらなる改善を目指して

全学を挙げて取り組んでいく。 

「施設・設備の安全性」について，耐震性は十分であるが，開学して 18 年が経過し，

空調面でチラーや GHP に故障が目立つようになり，予算を取って抜本的に改修する必

要が出てきている。 

 

（3）課題などに対する改善状況と今後の取組み予定 

学生募集についてはさらに力を入れていく。入学者選抜については，多様な入試区分

を設定し，アドミッション・ポリシーに基づき適切に実施していく。 

 

基準 4．教育課程 

4-1．単位認定，卒業認定，修了認定 

①ディプロマ・ポリシーの策定と周知  
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②ディプロマ・ポリシーを踏まえた単位認定基準，進級基準，卒業認定基準，修了認定基

準などの策定と周知，厳正な適用 

（1）4-1 の自己判定 

「基準項目 4-1 を満たしている。」 

 

（2）4-1 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

① ディプロマ・ポリシーの策定と周知 

発達教育学部・保健医療学部においては，各学部の学部規程第 2 条に明示した教育目

的に基づき，ディプロマ・ポリシーを平成 26（2014）年度に策定した。その後平成 29

（2017）年に文科省発出の「三つのポリシーの策定及び運用に関するガイドライン」に

基づき再検討し，令和元（2019）年には発達教育学部と保健医療学部の両学部で共通化

を図るとともに，アセスメント・ポリシーに基づく評価を可能とするよう文末表現を「で

きる」などとした。共通化により，両学部のディプロマ・ポリシーは，いずれも 1.［徳

育・教養］ 2.［共生社会・障害支援］ 3.［社会貢献・地域支援］ 4.［科学的・論理的

思考］ 5.［問題解決・キャリア形成力］ 6.［知識・技能・実践力］の 6 つの側面にまと

められた。これらについては，その都度『履修要項』やホームページで周知してきた。

令和 7（2025）年度に新設した看護学部においても，学部規程第 2 条に基づき，ディプ

ロマ・ポリシーを 6 項目で策定している。 

  このように，各学部は教育目的を踏まえディプロマ・ポリシーを定め，周知している。 

 

② ディプロマ・ポリシーを踏まえた単位認定基準，進級基準，卒業認定基準，修了認定

基準などの策定と周知，厳正な適用 

《単位認定基準》 

単位を修得するには，必要な時間の受講・出席が求められる。単位は，その授業科目

の授業が終了し，その科目の期末定期試験に合格した場合に修得できる。期末定期試験

の受験は，履修登録していない者，学生納付金の未納者，その科目の出席時間数が基準

（講義及び演習科目は 3 分の 2，実験及び実技科目は 5 分の 4）に満たない者は受検で

きない。 

期末定期試験は，ディプロマ・ポリシーに関連する各科目の到達目標の達成状況を評

価することにより厳正に行われる。単位認定に必要な科目毎の到達目標及び成績評価基

準はディプロマ・ポリシーとの関連を含めシラバスに明記している。シラバスは成績評

価について評価の基準（評価の対象とする授業の目指す知識の獲得や理解，技能の獲得，

意欲態度の具体的内容）や評価の方法（試験やレポートなどの評価の割合）を示してい

る。 

加えて，保健医療学部においては，国家試験の知識レベルと外部の臨床実習を行うこ

とのできる技能レベルを単位認定の主な基準としている。看護学部においては，文部科

学省及び日本看護系大学協議会による「学士課程においてコアとなる看護実践能力と卒

業時到達目標」に基づく技能レベルを単位認定の主な基準としている。 

なお，学外での実習や卒業研究などについては，定期試験とは別に，成績が評価され

る。また授業科目によっては，試験と同等に扱われるレポート等で評価することもある。 
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各授業の成績は，秀，優，良，可，不可（未受験を含む。）で評定し，可以上を合格

とする。秀は 100〜90 点，優は 89〜80 点，良は 79〜70 点，可は 69〜60 点，不可（未

受験を含む。）は 59 点以下が各評定の基準である。またこれら単位認定の基準について

は，『履修要項』にも明示している。 

なお，公平性と透明性を確保し，全学的に統一した基準で，かつ国際的に通用する基

準を用いるため，GPA(Grade Point Average)制度を用いた成績評価を行っている。GPA

は履修登録の上限緩和，学業不振における学修指導（学業不振者の進路変更の契機とす

るため，GPA を基準とした学修指導及び警告（1.0 未満を対象）並びに退学勧奨（0.5 未

満を対象）を行い，卒業判定時にも参照することとし，その基準を『履修要項』に明記

した。）や優秀な学生の表彰，在学生スカラシップの表彰等に利用しており，学生の学

修意欲向上に機能している。 

 

《進級基準》 

発達教育学部では，卒業必修の各学年の「キャリア演習Ⅰ～Ⅳ」（令和 6（2024）年度

入学生からは「キャリア演習Ⅰ」「キャリア演習ⅡA」「キャリア演習ⅡB」）は，全基

幹教員で指導に当たっており，同一の曜日時限に開講しているため，複数学年の当該科

目を重複して履修することができず，この科目が進級基準の機能を果たしている。また，

教育実習等に参加できるために必要な授業科目と単位数等を「発達教育学部における実

習に係る履修要件に関する申合せ」において規定し，『履修要項』に明示している（た

だし，教員免許，保育士資格の取得を希望しないことも可能である。）。 

保健医療学部では，「植草学園大学保健医療学部進級基準及び学外実習履修資格に関

する規程」において，2 年次から 3 年次，3 年次から 4 年次への進級要件を規定し，『履

修要項』に明示している。  

看護学部では，「植草学園大学看護学部進級及び臨地実習履修の要件に関する細則」

において，2 年次から 3 年次への進級要件（教養教育科目の必修 18 単位及び選択 4 単

位，2 年次後期までの専門教育科目の必修 69 単位の修得）を規定し，『履修要項』に明

示している。 

 

《卒業認定基準》 

 卒業認定基準についても，学部規程に明記し，『履修要項』に明確に示し周知してい

る。いずれの学部でも，学科の教育課程において，指定した必修科目及び選択必修科目

の単位を満たすことを卒業要件としている。卒業に必要な単位数は，卒業研究を含めて

発達教育学部は 124 単位，保健医療学部は 127 単位，看護学部は 128 単位である。卒業

認定に当たっては，単位数について全教員が確認し，教授会で判定している。 

以上のように，ディプロマ・ポリシーを踏まえた単位認定基準，進級基準，卒業認定

基準を厳正に適用している。 

 

4-2．教育課程及び教授方法 

①カリキュラム・ポリシーの策定と周知 

②カリキュラム・ポリシーとディプロマ・ポリシーとの一貫性 
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③カリキュラム・ポリシーに沿った教育課程の体系的編成 

④教養教育の実施 

⑤教授方法の工夫と効果的な実施 

（1）4-2 の自己判定 

「基準項目 4-2 を満たしている。」 

 

（2）4-2 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

① カリキュラム・ポリシーの策定と周知 

発達教育学部・保健医療学部においては，各学部の学部規程第 2 条に明示した教育目

的に基づき，カリキュラム・ポリシーを平成 26（2014）年に策定し，その後，平成 29

（2017）年度に文部科学省発出の「三つのポリシーの策定及び運用に関するガイドライ

ン」に基づき再検討を行い，改訂をおこなった。策定時から，教職員には教授会で，学

生には『履修要項』，社会にはホームページで周知してきた。令和 7（2025）年 4 月に開

設した看護学部においては，設置申請にあたりカリキュラム・ポリシーを策定するとと

もに，発達教育学部・保健医療学部のカリキュラム・ポリシーの見直しを行った。各学

部のカリキュラム・ポリシーは教授会，『履修要項』そしてホームページで周知している。 

 

② カリキュラム・ポリシーとディプロマ・ポリシーとの一貫性 

発達教育学部と保健医療学部においては，次の表のようにカリキュラム・ポリシーと

ディプロマ・ポリシーの項目にタイトルをつけて関連性を明確にしている。また，全科

目のシラバスの「授業内容・授業計画」欄に「ポリシーとの関連」という項目を設けて，

ディプロマ・ポリシー及びカリキュラム・ポリシーと当該科目との関連を明記している。

それにより，カリキュラム・ポリシーとディプロマ・ポリシーとの一貫性が学生にも理

解できるようにしている。 

 

発達教育学部におけるカリキュラム・ポリシーとディプロマ・ポリシーの関係 

カリキュラム・ポリシーにおける 

「育成する資質・能力等と授業科目との関係」 
ディプロマ・ポリシー 

1.［徳育・教養］ 豊かな人間性に基づく道徳心

と高い倫理観をもつ人材を育成することについて

は，全ての授業科目において留意して教育に当た

るとともに，特に「人間と道徳」の授業において

建学の精神を含めて学修する。又，教養科目を通

じて幅広い教養を身に付ける。 

 

徳育を教育の根幹とする学園建学の精神，学

則第 1 条及び発達教育学部規程第 2 条に定

める教育目的を達成することを基本理念と

し，以下に掲げる資質及び能力を身につけ，

所定の単位を修得した学生に卒業を認定し，

学位を授与する。 

1.［徳育・教養］ 人間や社会に対する理解

や生命の尊厳について深く認識し，高い道徳

心と倫理観をもって行動できる 
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2.［共生社会・障害支援］ コースにかかわら

ず，全ての学生が障害等による困難性のある子ど

もを支援できる力を身に付けるために，特別支援

教育に関する科目を指定した単位数修得する。ま

た，共生社会の実現を目指し，インクルーシブ教

育システムの観点から，全ての子どもの教育・保

育の質の向上及び地域社会の発展に貢献できる力

を育成するために，「特別なニーズ教育の基礎と

方法」「インクルーシブ保育」等の科目を学修す

る。 

2.［共生社会・障害支援］ 共生社会の実現

を目指し，障害や困難性のある人を支援する

ことができる 

 

3. [社会貢献・地域支援]  社会貢献・地域支援

できる力を育成するため「社会貢献・地域支援活

動Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ」「インターンシップ活動」等の科

目を学修する。 

3.［社会貢献・地域支援］ 関連する諸機関

や人々との連携を保ち，地域社会に貢献する

ことができる 

4.［科学的・論理的思考］ 「専門ゼミナール」

「卒業研究」専門領域の知識や理解を深め，科学

的思考力・論理的思考力を高める科目を学修す

る。 

4.［科学的・論理的思考］ 教育・保育の発

展に寄与できる科学的・論理的思考ができる 

5.［問題解決・キャリア形成力］ 教育専門職・

保育専門職として問題を解決し，自ら成長するこ

とができる力を育成するために，「キャリア演

習」等の科目を学修する。 

5.［問題解決・キャリア形成力］ 教育専門

職・保育専門職として問題を解決し，自ら成

長することができる 

6.［知識・技能・実践力］ 専門科目において育

成する知識・技能・実践力については，専攻別に

以下の区分によって科目を構成する。  

[小学校教育に関する資質・能力］ 1～4 

[特別支援教育に関する資質・能力] 1～4 

[幼児教育に関する資質・能力] 1～4 

[保育士に関する資質・能力] 1～5 

[発達教育心理に関する資質・能力] 1 

6.［知識・技能・実践力］ 自らの専攻分野

（小学校教育，特別支援教育，幼児教育・保

育）について広い視野を持ち，正しい知識・

確かな技能に基づき実践することができる 

 

 

保健医療学部におけるカリキュラム・ポリシーとディプロマ・ポリシーの関係 

カリキュラム・ポリシーにおける 

「育成する資質・能力等と授業科目との関係」 
ディプロマ・ポリシー 

1.［徳育・教養］ 基本的人権を尊重し，保健・

医療・福祉を受ける人の生活感や価値観を理解

し，豊かな人間性に基づく道徳心と高い倫理観を

もつ人材を育成するために「人間と道徳」を始め

とする教養教育科目及び「エレメンタリーセミナ

ー」「生命倫理」などの科目を学修する。 

 

徳育を教育の根幹とする学園建学の精神，学

則第 1 条及び保健医療学部規程に定める教育

目的を達成することを基本理念とし，以下に

掲げる資質及び能力を身につけ，所定の単位

を修得した学生に卒業を認定し，学位を授与

する。 

1.［徳育・教養］ 人間や社会に対する理解

や生命の尊厳について深く認識し，高い道徳

心と倫理観をもって行動できる 
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2.［共生社会・障害支援］ 人間を取り巻く環境

と健康，病気，障害へのメカニズムや回復過程を

総合的に学び，障害や困難性のある人を支援でき

る人材を育成するために「解剖学」「生理学」「運

動学」「神経内科学」「リハビリテーション医学」

などの専門基礎科目を学修する。 

2.［共生社会・障害支援］ 共生社会の実現

を目指し，障害や困難性のある人を支援する

ことができる 

 

3.［社会貢献・地域支援］ 保健医療活動の社会

における意義や重要性を理解し，リハビリテーシ

ョンの地域における役割を修得する。地域理学療

法学に関する科目あるいは地域作業療法学に関す

る科目を学修する。他の医療スタッフとの連携を

図る「チーム医療演習」などの科目を学修する。 

3.［社会貢献・地域支援］ チーム医療を発

展させると共に関連する諸機関や人々との連

携を保ち地域社会に貢献することができる 

 

4.［科学的・論理的思考］ 科学的根拠に基づき

系統立てられている専門基礎科目を学修する。卒

業研究により，理論的，研究的能力を養う。「リ

ハビリテーション研究法」「卒業研究」などの科

目を学修する。 

4.［科学的・論理的思考］ リハビリテーショ

ンの発展に寄与できる科学的・論理的思考が

できる 

5.［問題解決・キャリア形成力］ 保健・医療・

福祉の専門職としての問題解決能力及び生涯学習

の資質を養い，卒業後も自己研鑽への能力を養

う。「総合臨床実習Ⅰ，Ⅱ」などの科目を学修す

る。 

5.［問題解決・キャリア形成力］ 医療専門

職として問題を解決し，自ら成長することが

できる 

 

6.［知識・技能・実践力］ リハビリテーション

専門職としての職業的アイデンティティを育成す

るために，早期実習を実施し，専門的学習を系統

的に学修する。評価学，治療学，生活支援の学理

と実践を統合的に学修し，臨床実践能力を養う。

臨床実践能力の評価としては，客観的臨床能力試

験（OSCE）により客観性を担保して行う。これ

らの資質・能力を育成するために専攻別に以下の

区分によって科目を構成する。 

[理学療法学専攻：理学療法士に関する資質・

能力］1～6 

[作業療法学専攻：作業療法士に関する資質・

能力］1～6 

6.［知識・技能・実践力］理学療法学専攻：

保健・医療について広い視野を持ち，理学療

法学領域における正しい知識・確かな技能及

び知識・技能に基づき実践することができる 

作業療法学専攻：保健・医療について広い視

野を持ち，作業療法学領域における正しい知

識・確かな技能及び知識・技能に基づき実践

することができる 

 

 

看護学部においては，学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）に掲げる知識・技能，資

質などを修得し教育上の目標を達成するために，授業科目を構成し体系的に編成している。

このようなディプロマ・ポリシー及びカリキュラム・ポリシーと科目区分との関連は『履

修要項』に明示（表）している。それにより，カリキュラム・ポリシーとディプロマ・ポ

リシーとの一貫性が学生にも理解できるようしている。 
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看護学部におけるカリキュラム・ポリシーとディプロマ・ポリシーの関係 

 
 

③ カリキュラム・ポリシーに沿った教育課程の体系的編成 

《カリキュラム・ポリシーに沿った教育課程の編成》 

教育課程の全体構造は次のようになっている。 

教養教育科目は，社会人（現代社会に生きる人びと）に共通に求められる知識や思考

法を養うこと及び専門分野の学修への橋渡しとなる基礎的学力を養うことを目的とし，

3 学部に共通に開講している。 

専門教育科目は各学部の専門分野における基礎的・基本的な内容の科目を専門基礎科

目として配置し，より高度で専門的な内容の科目を専門科目として配置している。 

授業科目には，記号番号（ナンバリング）を付し，教育課程の体系に沿った授業科目

の位置づけを明示している。『履修要項』のカリキュラム表にナンバリングを記載する

とともに，カリキュラム・ツリーを明示することによって学生の履修課程の理解を促し

ている。各学部ともカリキュラム・ポリシーにこれらの教育課程の体系的編成を示して

いる。 

各学部の教育課程の全体構造は以下のとおりである。 
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〈発達教育学部〉 

発達教育学部 

 
教育目的  子どもの発達と教育に関する知識と実践能力の高い人材を養成する。    

 

 

専門教育科目  

専門科目            

卒業研究   専門演習科目（専門ゼミナールⅠ・Ⅱ）  

幼児教育・保育専門科目 児童教育専門科目 特別支援教育専門科目  

インターンシップ・ボランティア活動科目 多職種連携科目  

専門基礎科目                   

幼児教育・保育基礎科目  児童教育基礎科目  特別支援教育基礎科目            

専門基礎演習科目  認定心理士科目 

 

 

 

教養教育科目   基礎科目，体育・スポーツ科目，国際コミュニケーション科目，基礎演習科目  

 

 

発達教育学部では，小学校教諭一種免許の教職課程再課程において平成 31（2019）年

1 月に認定通知を受けた。幼稚園教諭一種免許課程は，「領域に関する専門的事項」にお

いて，小学校教諭課程の「教科に関する専門的事項に関する科目」履修による移行措置

の適用による再課程認定を受けた。令和 2（2020）年 9 月に事後対応届を提出し，令和

3（2021）年 3 月に文部科学省による対応完了の審査結果を受け，令和 3（2021）年度

から 5 領域科目へ移行した。特別支援学校教諭一種免許課程においては，令和 4（2022）

年 7 月 28 日付け文部科学省通知を受け，既存の授業科目について特別支援学校教諭免

許状コアカリキュラムに基づく点検・見直しを行い，令和 6（2024）年 4 月に改正後の

教育課程を開始するための変更手続きを行った。なお発達教育学部においては令和 4

（2022）年から，教職課程自己点検・評価委員会を設置し，教職課程の自己点検に努め

ている。 
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〈保健医療学部〉 

 

保健医療学部では，令和 2（2020）年度からのリハビリテーション学科への改組と新

たな作業療法学専攻の設置に伴い，新たなカリキュラムを適切に編成した。さらに，令

和 5（2023）年度に作業療法学専攻が完成年度を迎えるにあたり，カリキュラムの点検・

見直しを行い，令和 6（2024）年 4 月に改正後の教育課程を開始するための変更手続き

を行った。 

 

〈看護学部〉 
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令和 7（2025）年 4 月に開設した看護学部では，令和 6（2024）年 8 月文部科学省に

よる設置審査に承認された教育課程を運用している。教育課程の全体構造は図の通りで

ある。また，令和 8（2026）年 4 月から適用（文科省）される看護学教育モデル・コア・

カリキュラム（令和 6 年度改訂版）との照合を 11 月から 12 月に行い，すべて網羅して

いることを確認した。 

 

《シラバスの整備》 

シラバスは，それぞれの科目の教育目的及び教育課程における位置づけを示すために

重要となる。シラバス作成は，教務委員会を中心に検討し，書式を統一している。記述

事項は，科目の基本情報（科目区分，科目ナンバリング等）の他，ポリシーとの関連，

授業のキーワード，学生の到達目標，授業の内容（1 回毎の内容），予習・復習の内容及

びそれに費やす学修時間，成績評価の基準及び方法，教科書及び参考図書，オフィスア

ワー等となっている。特に「予習・復習」については，毎回の講義ごとにその内容を記

載し，学生が教室外で学修を進められるようにしている。各教員が作成したシラバスの

内容については，各学部長，各学科長及び学務課において点検している。このようにシ

ラバスは各科目が教育課程の体系的編成の中での位置づけを示すように適切に整備され

ている。 

 

《単位制度の実質を保つ工夫》 

単位制度の実質を保つため，学生に主体的な学修を促し学修時間の増加を図ることを

ねらいとして，シラバスには毎回の講義ごとに「予習・復習」の内容を記載し，学生が

教室外で学修を進められるようにしている。 

  各学部は履修登録できる単位数の上限を設定し，学部規程の細則に明記するとともに，

『履修要項』で学生に周知している。履修科目の登録をコンピュータ上で行うため，上

限を超えて登録できないようになっている。なお，GPA 値が基準より高ければ，翌年度

の履修登録単位数の上限を高くできるようにしている。 

発達教育学部では登録できる単位数の上限は，学年ごとに 42 単位としている。ただ

し，教諭の免許及び保育士の資格を複数取得しようとしたり，心理コースに所属して認

定心理士資格の取得を希望したりする場合には，卒業に必要な 124 単位以外に，それぞ

れの基準に指定された科目の単位を修得する必要がある。そのため，GPA 値が一定値以

上であることを条件として，48 単位を限度として履修登録を認めることとしている。 

保健医療学部では，履修登録単位数の上限は，1 年次と 2 年次が 48 単位，3 年次が 45

単位，4 年次が 40 単位である。また，GPA 制度を導入し，GPA 値が基準より高ければ，

翌年度の履修登録単位数の上限を高くすることができるようにしているが，保健医療学

部の場合には，必修科目が多いため時間割上のゆとりが少なく，上限を超えて履修登録

を行う学生はほとんどいないのが実状である。 

看護学部では，履修登録単位数の上限は，各年次 48 単位である。また，前年度に所定

の単位を優れた成績をもって修得した場合，翌年度の履修登録単位数の上限を 6 単位ま

で超えて履修登録することができるようにしている。 
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④ 教養教育の実施 

教養教育科目は，社会人（現代社会に生きる人びと）に共通に求められる知識や思考

法を養うこと及び専門分野の学習への橋渡しとなる基礎的学力を養うことを目的として

おり，3 学部に共通に開講している。 

徳育を教育の根幹とする本学の基本理念に基づき，「人間と道徳」を全学の卒業必修

としたうえで，学部の特色に合わせて必修科目を設定している。教育・保育に関わる者

を養成する発達教育学部では「日本国憲法」を，保健医療の場でさまざまな人と関わる

者を養成する保健医療学部では「心理学」「人間関係論」「コミュニケーション論」を，

さまざまな健康状態の生活者と関わる看護職を養成する看護学部では，「心理学」「社会

学入門」「コミュニケーション論」「障害インクルージョン論」を必修科目としている。

さらに論理的・数理的な思考力を高めるために発達教育学部・看護学部では「データサ

イエンス入門」を，保健医療学部では「統計学入門」を必修としている。発達教育学部

では教職科目として，また，看護学部では情報社会に対応するために「情報機器演習」

を必修科目としている。高校で物理・化学を学んでいない学生も多くみられることから，

保健医療学部においては，基礎科目の学修目標の達成に資するために，物理・化学・生

物学を学修する「自然科学基礎演習」を必修としている。 

特に「英語Ⅰ」では，新入生を対象としたプレースメントテストを実施しており，

英語の学力別クラス編成を行うことによって基礎力を確保するとともに，上級者には高

度の学力を身につけられるようにしている。「文章表現演習」は，発達教育学部小学校

教育コース及び特別支援教育コースでは必修であり，幼児教育・保育コース，保健医療

学部及び看護学部では選択必修となっている。「文章表現演習」が必修ではないコース・

専攻の学生にも履修を強く勧め，読解力やコミュニケーション力を土台にした文章表現

力の向上を図っている。 

教養教育科目の設定，人員配置及び担当講師等については，教養教育運営委員会にお

いて原案が作成され，各学部の教務委員会及び全学の教務委員会で共有される。 

 

⑤ 教授方法の工夫と効果的な実施 

《アクティブ・ラーニングなど，教授方法の工夫》 

〈FD(Faculty Development)活動による教授法の工夫・開発の研修〉 

  教授方法の改善を進めるために組織体制として，FD 委員会が設置されている。学生

の主体的な学修を促すことをねらいとして，また教員のアクティブ・ラーニングや ICT

を用いた教授法の開発実践を支援するために，FD 委員会は，こうした教育を先進的に

実践している基幹教員を講師に FD 研修を開催している。 

令和 7（2025）年度は教授法の工夫などに係るテーマとして「ティーチング・ポート

フォリオ」（10 月 15 日，講師：桑名俊一・教学改革推進センター長・副学長，川口由起子・

発達教育学部教授，千田直人・保健医療学部教授），「GPSアカデミック学部別スコア報告/本

学の退学学生の傾向」（2月 18日，講師：桑名俊一・保健医療学部長・教学改革推進センター

長，小川紀亜子・法人本部課課長代理・IR 担当）を実施した。「ティーチング・ポートフォ

リオ」では，両教授の授業実践が共有され，各教員が教授方法の改善のための方策を検

討する契機となった。 
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本学においては，演習・実技的な科目が多く設置されており，アクティブ・ラーニング

の科目が 60％以上となっている。それらの科目においては，教員の指導が行き届くよう

にできるだけ少人数で授業を行ったり，グループ活動を設定したりして，学生が主体的に

学ぶことのできる場を作るようにしている。 

 

〈初年次からの現場体験〉 

学生が最も主体的に学ぶ場の一つが現場での実習である。現場での実習への意欲を高

めるために，各学部の初年次に現場体験の場を設定している。 

発達教育学部では，初年次教育の「エレメンタリーセミナー」において小学校・特別支

援学校・幼稚園・保育施設の参観学習を実施している。 

保健医療学部でも初年次教育の「エレメンタリーセミナー」で施設見学を行うととも

に，障害当事者から直接話を聞く機会を設けている。 

看護学部においては，初年次教育として「エレメンタリーセミナー」内で実施している

障害者の方の体験談を聞く機会が学生の共生社会への関心や課題意識の高まりをもたら

していた。また，様々な場で活動する看護職（病院看護師，自治体保健師，訪問看護師）

の方々から話を聞く機会が学生の看護職への意欲・キャリア志向を引き出している。専門

科目の「地域・在宅看護学概論」内で実施している大学周辺地域のフィールドワーク，障

害がある方との対談の機会は，1年次の看護学実習のモチベーションを高めている。 

 

〈ICT を活用した授業展開〉 

また，ICT を活用した授業展開は強く期待されている。 

発達教育学部では，文部科学省によるギガスクール構想に対応できる教員を育てるた

めにも ICT 活用技能の養成は必須となっている。教職課程で求められている ICT にか

かる授業科目に加え，令和 9（2027）年度に向けて，小学校の各教科における ICT 活用

に特化した科目設置の準備を進めている。 

保健医療学部では，実技動画の配信や客観的臨床能力試験 OSCE のフィードバック，

学生実習に対する外部講師の評価等に ICT 活用を積極的に取り入れている。 

看護学部では，看護実習室 1・2 と講義室 1 をネットワークでつなぎ，同時に授業を

実施できる体制を整えている。グループに分かれての演習の際に，グループごとに設置

された大画面のディスプレイで教員の細かな手技等を写して確認できるため，手技の修

得・向上に役立っている。 

なお，コロナ禍において学びの継続のために不可避であった遠隔授業は，「学部等で必

修の」「履修者が多い」「講義科目」に限り，一部オンデマンド授業を継続している。令

和 7（2025）年度は 8 科目を実施した。大人数の講義科目では，遠隔授業の授業評価ポ

イントは対面授業と比べて劣っていないことが示されている。双方向性を確保しながら，

オンデマンドでの実施により，遠方から通学している学生の学修時刻の自由度を高める

などの遠隔授業の長所を生かし，学生の ICT 機器リテラシー向上の機会確保としてい

る。 

 

《授業を行う学生数（クラスサイズなど）の管理》 
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  全学で共通に設置している教養科目では「学部等で必修の」「履修者が多い」「講義科

目」がいくつかある。教養教育基礎科目（すべて講義科目）においては，令和 7（2025）

年度は，1 クラス 100 名以上となった科目が 5 科目あった。全学で必修となっている「人

間と道徳」が最も多い履修者数で 154 名であり，4 科目は複数学部で必修となっている

ため 113～123 名の履修者数であった。これらの科目はいずれもオンデマンド授業であ

り，指定された期間内に学生は授業動画等を視聴し，毎回課題を提出し，次回授業におい

てフィードバックを受けており，対面授業と同等の教育成果が得られている。100 名を超

えた科目を含めて，教養教育基礎科目の履修者数の平均は，58 名となっている。 

一方，教養教育科目における国際コミュニケーション科目の語学，体育・スポーツ科目

の体育実技，基礎演習科目では，技能の修得への配慮及び教室の広さや配備された機器数

等に由来する理由によって，履修人数制限を実施している科目がある。例えば，全学で卒

業必修である「英語Ⅰ」は，入学直後に実施するプレースメントテストによって習熟度別

のクラス編成をしており，令和 7（2025）年度は 8 クラスを開講し，1 クラスの履修者数

は 13～24 名であった。他の語学科目では，履修者数が 50 名を超える場合には，翌年開

講数を増やしたり（令和 7（2025）年度においては「中国語入門」を 2 クラス開講），人

数制限科目として抽選の実施を検討したりするなど，適切な学生数となるように配慮し

ている。また，体育実技では，競技種に適した履修者数となるように人数制限科目として

抽選を実施している。抽選に外れてしまった場合には，希望があれば翌年優先的に履修で

きるように対応している。 

学部における専門教育科目では，発達教育学部では，保育士指定科目は演習を 50 名以

下のクラスで実施する規定があることから，演習科目は概ね 1 クラス 50 名以下となるよ

うに開講数を調整している。また，保育者養成としてのピアノの演奏・弾き歌いの科目に

おいては，個別指導が必要であることから，例年 1 クラス 5 名～10 名程度で授業を実施

している。 

保健医療学部では，理学療法学専攻・作業療法学専攻ともに 1 学年の入学定員が 40 名

であり，専門教育科目の多くは専攻ごとの少人数で実施している。特に実習・実技系の科

目（解剖学実習，運動学実習，各種治療学実習等）では，学生の安全確保と技能修得の観

点から，教員 1 名あたりの学生数を抑えた指導体制をとっている。また，臨床実習（学外

実習）においては，1～2 名が同一施設で実習を行う体制としており，臨床実習指導者と

本学教員が連携して個別性の高い指導を行っている。 

看護学部では，演習科目は小グループに分けて実施し，実習においては最大 7 名の学

生を一人の教員が臨地の指導者とともに指導する体制をとっている。 

  このように科目の特性を主としながら，教員配置や時間割等もふまえた上で，教育効

果を十分に上げられるように編成を行っている。 

 

4-3．学修成果の把握・評価 

①三つのポリシーを踏まえた学修成果の把握・評価方法の確立とその運用 

②教育内容・方法及び学修指導などの改善へ向けての学修成果の把握・評価結果のフィー

ドバック 

（1）4-3 の自己判定 
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「基準項目 4-3 を満たしている。」 

 

（2）4-3 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

① 三つのポリシーを踏まえた学修成果の把握・評価方法の確立とその運用 

《三つのポリシーのうち，特にディプロマ・ポリシーを踏まえた学修成果を明示》 

《大学が定めた多様な尺度・指標や測定方法に基づく学修成果の把握・評価》 

いずれの学部においても，卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）に

掲げる資質・能力を以下のように評価し可視化することとしている。 

1．学修者評価 

学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）に掲げる 1～6 の資質・能力について「資

質能力自己評価票」に基づいて学生自身が毎年度学修の自己評価を行う。 

2．卒業時評価 

学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）に掲げる資質・能力（発達教育学部と保

健医療学部は 4 と 6，看護学部は 5 と 6）について，学生個人レベル，学部・学科・

コース及び専攻レベル（発達教育学部はコース，保健医療学部は専攻，看護学部は学

科まで）で卒業研究提出時に行う。学生個人の学修評価は，「卒業研究評価ルーブリッ

ク」に基づいて教員が行う。学部・学科・コース及び専攻の教育評価は，「卒業研究評

価ルーブリック」の集計により行う。 

3．学修過程評価 

学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）に掲げる 2～5 の資質・能力（発達教育学

部・保健医療学部），1～6 の資質・能力（看護学部）についての学修到達状況は，ア

セスメントツールを用いて，1 年時，3 年時に学生個人レベル，学部・学科・コース及

び専攻レベルで行う。また，6 については発達教育学部では学部・学科・コースの教

育評価として，年次に応じた資格，免許取得状況，関連の模擬試験，採用試験結果等

を，保健医療学部では，年次に応じた進級評価，実技評価，国家試験結果等を参照す

る。 

4．各科目の成績評価 

各科目ではシラバスに記載している方法で毎学期の成績評価を行う。学生個人の学

修評価としては，修得単位数及び GPA 値により評価する。学部・学科・コース及び専

攻の教育評価は履修者数，単位修得者数，GPA 値により評価する。なお，学部・学科・

コース及び専攻が編成する授業科目に対しては，授業アンケートにより学生の評価を

得る。 

上記に加え，学修基礎技能とその評価として，授業で育てるレポート，プレゼンテ

ーション等のスキルについては，各スキル評価ルーブリックを用いて評価する。 

このアセスメント・ポリシーは『履修要項』及びホームページで明示している。 

《学生の学修状況・資格取得状況・就職状況の調査，学生の意識調査，卒業時の満足度

調査，就職先の企業アンケートなどの実施と概要》 

〈学生の学修状況〉 

学生の学修状況については，単位取得状況，学生自身が記入する「資質能力自己評

価票」，また学修時間等調査により確認している。 
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学修時間等調査は全学生を対象にし，内容は，1 日の授業コマ数，授業の「予習・

復習」にあてる時間，卒業研究にあてる時間，自分のための学修時間等の調査であり，

学生の学修状況を時間の観点から点検している。 

 

〈資格取得状況〉 

発達教育学部においては，小学校教諭一種免許，特別支援学校教諭一種免許，幼稚

園教諭一種免許，保育士資格が取得可能である。卒業年次に，学生からの申請を受け

て取得者を確認している。これらの資格取得人数及び教員採用試験合格人数という観

点から学修成果を点検評価している。 

保健医療学部では，理学療法士・作業療法士国家試験合格率を一つの学修成果の評

価としている。 

看護学部においては，令和 7（2025）年度に開設したため看護師・保健師国家試験

受験資格を取得過程にあり，完成年度を迎える令和 10（2028）年度に評価を行うこと

になる。 

 

〈就職状況及び就職先の企業等アンケート〉 

学生の就職状況に関しては，キャリア支援委員会並びにキャリア支援課就職係が把

握している。就職率はもとより専門職への就職率を学修成果の評価としている。就職

先へのアンケート調査も行っており，卒業生に対する企業の評価をもって学生の成長

度の指標としている。 

 

〈学生の意識調査〉 

FD 委員会が実施している「学生による授業改善のための実態調査」では，科目ご

との学生の学修に対する個人の意識をみることができる。内容的には，主体的学修，

自身の成長度を測る項目があり，授業改善だけでなく学生の意識改善にも役立ってい

る。令和 7（2025）年度も，学長や副学長と各学部の学生代表が授業改善のための実

態調査を含めた話し合いの場を持ち，学生からも改善に向けて建設的な意見が出され

た。 

 

〈卒業時の満足度調査〉 

 自己点検評価委員会が毎年 2 年生及び卒業間近の 4 年生を対象に「学生満足度アン

ケート」を実施している。11 月下旬から 12 月下旬にかけて実施するため，卒業時の

満足度調査として位置づけている。授業，キャリア支援，学生生活等に関する 11 の設

問に回答を求め，令和 7（2025）年度の 4 年生の回答率は，発達教育学部 87.0％，保

健医療学部 98.1％だった（看護学部は 1 年生のみの在学のため，今年度の調査の対象

外であった。）。 

 

② 教育内容・方法及び学修指導などの改善へ向けての学修成果の把握・評価結果のフ

ィ-ドバック 

 《各調査の結果とその活用》 
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 〈アセスメント・ポリシーの 6 項目について〉 

1．学修者評価については，全学部で「資質能力自己評価票」に記入させることで自己

評価を促し，個人面談等で利用している。 

2．卒業時評価については，対象学生全員に公正な評価を与えることができている。（看

護学部においては，1 年次生のみの在籍のため実施していない。）保健医療学部において

は，令和 3（2021）年度卒業生からディプロマサプリメントを作成することとし，卒業

時に学生一人ひとりに交付している。これは学生が修得した知識や能力等について可視

化するためにグラフ等を使用した補足資料であり，卒業時の学修成果を対外的に提示で

きるものである。発達教育学部においても令和 7（2025）年度から卒業生に交付してい

る。 

3. 学修過程評価については，アセスメントツールとして GPS-Academic を用いて，1

年次と 3 年次末に評価を行い，1 年次の結果は学生面接の際に，特に強みなどの傾向を

学生と共有し，学生指導の参考にしている。また，発達教育学部においては，卒業必修

の「キャリア演習Ⅰ」の授業において，その結果の活用について IR 担当職員によって

解説している。看護学部においては，GPS-Academic は 1 年次生の集団の傾向及び個別

の傾向を把握した上で，集団及び個別指導の参考にしている。 

4. 各科目の成績評価については，これまでの評価に加え全学的に「レポート評価ルー

ブリック」「プレゼンテーション評価ルーブリック」の導入を進めている。「プレゼン

テーション評価ルーブリック」は，発達教育学部・保健医療学部の卒業研究発表会の評

価として活用された。看護学部においても，上記の 2 つのルーブリック評価の活用を予

定している。 

 

〈学生の学修状況について〉 

令和 7（2025）年度の学修時間等調査においては，1 日の平均授業コマ数は発達教育

学部 2.7 コマ（前年度と同じ），保健医療学部 3.7 コマ（前年度 3.4 コマから増加）であ

った。看護学部は，今年度初めての調査となるが，平均授業コマ数は 3.0 コマであった。

授業外の学修時間は，授業担当教員及びクラス担任等が指導し，1 日の「予習・復習」

にあてる時間は，発達教育学部 0.9 時間（前年度と同じ），保健医療学部 1.7 時間（前年

度 1.5 時間から増加），看護学部 1.2 時間であった。（授業の予習・復習ではない）進路・

教養・学びのための「学修時間」は，発達教育学部 0.9 時間（前年度と同じ），保健医療

学部は 1.4 時間（前年度 1.3 時間から増加），看護学部は 0.9 時間であった。 

一日の合計学修時間平均は，発達教育学部 1.8 時間，保健医療学部 3.1 時間，看護学

部 2.1 時間であった。これらの調査結果は教授会で報告され，全教員が学生の学修時間

を把握し，改善について検討することとしている。 

授業へのよりよい取り組みにつながるように，毎学期の始めには学務課による出欠調

査を行うとともに，授業担当教員は学生の受講状況を担任教員やゼミナール担当教員に

伝達し，教員が個別学生の受講や勉学に関する相談に応じ，場合によって授業担当教員

と受講について意見交換を行っている。全学部のそれぞれの教員会議においても，毎回，

学生に関する情報交換の時間を設け，全教員が情報を共有し，細やかな指導ができるよ

うにしている。  
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発達教育学部においては「授業科目履修状況確認票」及び各コース・専攻の「資質能

力自己評価票」の活用により，学生個々に丁寧な対応が可能となり，成績評価のフィー

ドバック等の場面で効果的に機能している。3，4 年次のゼミナール担当教員からの学生

個々への指導はさらに丁寧に行われ，資格取得や卒業に向けて学生個々に応じた対応の

場として有効に活用されている。 

保健医療学部の学生については，学生数が少ないこともあって，個々の学生の学修状

況は，クラス担任教員が常時把握しており，必要に応じて指導するとともに，理学療法

士・作業療法士国家試験過去問題や模擬試験問題への正答率など，具体的な数値として

教育目的の達成状況を把握している。保健医療学部の授業では，「小テスト」や「復習テ

スト」を取り入れている科目が多い。簡単なテストであるが，継続的に行うことで自学

自修の習慣がつき，学生も教員も教育目的の達成度を点検することができるようになっ

ている。また，令和 2（2020）年度末から学生に各専攻の「資質・能力自己評価表」（令

和 7（2025）年度から「資質能力自己評価票」に名称変更）に記入してもらうこととし

た。令和 3（2021）年度から面談時に活用して，より丁寧な指導に役立てている。なお，

この自己評価票は，アセスメント・ポリシーにおいてディプロマ・ポリシーに掲げる 1

～6 の資質・能力に基づき学生が毎年度自己評価を行う「学修者評価」として位置づけ

られており（『履修要項』），学修成果を経年で把握する仕組みとなっている。 

看護学部では，学部教務委員会で授業の受講状況及び試験や課題提出に関する状況を

共有し，学修の習慣づけが困難な学生にクラス担任と教務委員とで面談を実施したり，

専門科目の定期試験が不合格の学生には，単に再試験を実施するのではなく科目担当教

員の補講により学修内容の修得をはかるなど，学修習慣と学修内容の定着を強化してい

る。また，「資質能力自己評価票」を，ディプロマ・ポリシーの各項目に対し，看護学教

育モデル・コア・カリキュラム（令和 6 年度改訂版）に基づく指標により作成・実装し，

学生が自己の学びを自覚すると共に，教員との面談に活用している。看護技術の学びに

ついては，「看護技術到達度自己評価シート」により 1 年次から卒業時まで継続的に評

価し，習熟をはかる。さらに，ポートフォリオの活用により，学生が自身の目標を明確

にし，その目標に向けた学修の取り組みの進捗と実績を可視化できるようにしている。 

 

〈資格取得状況〉 

  発達教育学部の教員免許状及び保育士資格の取得状況は，下表に示すとおりである。 

 

令和 7 年度卒業生における教員免許状・保育士資格の取得者数 

資格の種類 人数 

小学校教諭一種免許状 16 人 

特別支援学校教諭一種免許状（知・肢・病） 15 人 

幼稚園教諭一種免許状 43 人 

保育士資格 45 人 

 

小学校教諭免許状の取得者数には，特別支援学校教諭免許状の基礎資格として取得す

る者も含まれている。幼児教育・保育コースにおいては，保育教諭として勤務すること
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が可能になるように，幼稚園教諭と保育士資格の両方を取得することを前提として教育

課程を編成しているが，施設に就職を希望する学生で保育士資格のみの取得を選択する

学生が一定数おり，学生の希望を尊重した結果，上記の表のような状況となっている。

なお，教員免許状について，上記の表においては卒業時に大学から一括申請をする一種

免許状のみの取得者数を示している。教員採用試験に合格している等，4 月から教職に

就くことが確定しており，3 月中に個人申請で免許状を取得する場合については含んで

いない。このような場合には，該当者を把握し，自己申請の手続きについて助言を行っ

ているが，一種免許状を一括申請で取得できるように指導を強めていく必要がある。 

 

保健医療学部の理学療法士・作業療法士資格の取得状況は以下のとおりである。 

保健医療学部の令和 7（2025）年度における国家試験の結果（新卒）は，理学療法士

国家試験合格率 100％（受験者 32 人中 32 人），作業療法士国家試験合格率 94.4％（受

験者 18 人中 17 人）であった。令和 6（2024）年度は理学療法士国家試験合格率 95.7％

（受験者 23 人中 22 人），作業療法士国家試験合格率 84.6％（受験者 26 人中 22 人）で

あったが，教員による個別指導の強化や模擬試験の活用等により，両専攻とも合格率を

大幅に向上させる成果を得た。こうした成果は，保健医療学部における系統的な専門教

育課程の編成，クラス担任・チューター制による日常的な学修支援が機能した結果と考

えられる。引き続き，学修進捗の早期把握と個別最適化された支援により，この水準を

維持すべく支援を継続していく。 

  

看護学部は完成年度の令和 10（2028）年度に報告を行う。 

 

〈就職状況及び企業の評価について〉 

令和 7（2025）年度も，発達教育学部と保健医療学部とも 90％以上の就職率を保ち，

専門職率は発達教育学部が 92.3％，保健医療学部は 100％を維持している。両学部の学

生ともに，入学当初からの夢を叶え専門職として現場で活躍している結果となった。正

規職員率は発達教育学部が 93.0％，保健医療学部は，理学療法学専攻が 100％，作業療

法学専攻は 94.4％である。発達教育学部の非正規職員率が高いが，これは教員採用試験

に現役では合格に至らず，1 年契約の講師として勤務し，経験を積んで次年度の採用試

験合格を目指す卒業生が一定数いるためである。 

卒業生には大学時代の学修成果を活かせているか，大学のキャリア教育についてのア

ンケートを実施している。令和 6（2024）年度卒業生は発達教育学部，保健医療学部共

に，Google form による web アンケート形式で実施し，発達教育学部 19％，保健医療学

部 55％の回収率であった。各学部キャリア支援委員会で結果を分析し教職員と学生にフ

ィードバックしており，学修成果の把握の一助としている。なお，結果はホームページ

に公表している。 

就職先からの評価について，毎年 9 月に各企業等の就職先にアンケートを送付し

Google form で回答を求めている。企業は両学部共，本学卒業生の素直で明るく主体的

に仕事と向き合う姿や，コミュニケーションの高さを評価しており，植草学園大学の卒

業生に対する期待の大きさがうかがえる。真面目で素直な人間性を評価している企業が
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多い。 

 

〈学生の意識調査について〉 

FD 委員会が実施している令和 7（2025）年度の「学生による授業改善のための実態

調査」の結果は以下のとおりである。 

 

設問（一部抜粋） 
前期 

平均 

後期 

平均 

Q12 この授業から新たな興味や関心が生まれ，さらに勉強したくなり

ましたか。 
4.25 4.24 

Q13 この授業を受講することによって，新しい知識・技能・考え方が

増えたと思いますか。 
4.35 4.32 

Q14 この授業を受講することによって，問題解決能力が高まったと思

いますか。 
4.15 4.16 

Q15 この授業を受講することによって，主体的に学ぶ姿勢が高まった

と思いますか。 
4.23 4.21 

Q16 この授業を受講することによって，コミュニケーション力が高ま
ったと思いますか。 

4.18 4.29 

Q17 この授業を受講することによって，チームワークをとる力が高ま
ったと思いますか。 

4.15 4.22 

Q18 この授業を受講することによって，プレゼンテーション力が高ま
ったと思いますか。 

4.00 4.08 

 

表の Q12，13，14，15 のような自身の意欲や能力を図る設問については，回答平均

が 5 段階中 4.15～4.35 と高水準で，いずれの項目も前年より向上している。コミュニケ

ーション力やプレゼンテーション力が高まったとの回答も 4.00～4.29 と同様の傾向で，

授業の改善効果が見られたことは特筆に値する。 

大学自己点検評価委員会が，毎年 2 年次と 4 年次に実施している「学生満足度アンケ

ート」（令和 7（2025）年度実績）では，総平均は発達教育学部の 4 年次，2 年次，保健

医療学部の 2 年次においては 3.9～4.0 と高い傾向にあるが，保健医療学部の 4 年次の

総平均が 3.7 とやや低かった。これらの学生の 2 年次のアンケートにおいても 3.6 とや

や低いものの，その後の対応により 2 年次から 4 年次への満足度は上がっている。 

  これらの結果は，毎年教授会において周知されている。すべての項目において，さら

なる高評価を得ることを目指す。 

このように，本学では学修成果の点検・評価の結果を教育内容・方法及び学修指導の

改善にフィードバックしている。 

 

［基準 4 の自己評価］ 

（1）成果が出ている取組み，特色ある取組み 

教育目的を踏まえ，ディプロマ・ポリシーが策定されており，それを基に単位修得認

定，進級認定，卒業認定基準を定め基準を厳正に適用している。カリキュラム・ポリシ

ーも教育目的を踏まえ策定されており，ディプロマ・ポリシーと整合性を取っている。 

  これらのポリシー及び進級基準，卒業認定基準については『履修要項』に明示し，年

度初めのガイダンスにおいて学生に説明している。特に，単位の認定基準及び成績評価
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に関しては非常勤講師を含め各教科担当者が初回の授業で説明しており，学生が修得す

べき内容を把握できるようにしている。 

教育内容・方法及び学修指導等の改善へ向けての学修成果の点検・評価の方法は確立

されており，その結果のフィードバックを適切に実施し，毎年学生の実態を踏まえた改

善を計画的に進めている。 

 

（2）自己点検・評価や外部による評価で発見された課題など 

学修成果については GPS-Academic をはじめ多くの指標を用い可視化の整備を進め

ている。令和 7（2025）年度 FD 研修において「GPS アカデミック学部別スコア報告/本

学の退学学生の傾向」（2 月 18 日，講師：桑名俊一・保健医療学部長・教学改革推進セ

ンター長，小川紀亜子・法人本部課課長代理・IR 担当）を実施した。さらに活用を進め

る。 

 

（3）課題などに対する改善状況と今後の取組み予定 

保健医療学部においては，令和 3（2021）年度卒業生からディプロマサプリメントを

作成することとし，卒業時に学生一人ひとりに交付している。これは学生が修得した知

識や能力等について可視化するためにグラフ等を使用した補足資料であり，卒業時の学

修成果を対外的に提示できるものである。発達教育学部においても，令和 6（2024）年

度は試行を経て，令和 7（2025）年度からディプロマサプリメントを卒業時に交付した。 

 

基準 5．教員・職員 

5-1．教育研究活動のための管理運営の機能性 

①学長の適切なリーダーシップの確立・発揮 

②権限の適切な分散と責任の明確化 

③職員の配置と役割の明確化 

（1）5-1 の自己判定 

「基準項目 5-1 を満たしている。」 

 

（2）5-1 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

① 学長の適切なリーダーシップの確立・発揮 

大学の意思決定は学長が行う。学長は，学則に基づき，大学運営協議会と教授会の意

見を勘案し，意思を決定する。大学運営協議会は，学園長，学長，副学長，学部長，学

科長，学園事務局長，大学事務局長によって組織し，各学部(発達教育学部，保健医療学

部，看護学部)に関わる教育研究上の重要事項を協議する。教授会は，学長が招集し，専

任の教授，准教授，講師，助教等の教員で組織し，学園事務局長，大学事務局長，各課

長・室長も陪席する。学長が入学，卒業，学位授与，その他教育研究等教学に関する重

要事項について定め周知しており，その決定を行うにあたり，教授会は教育研究に関す

る専門的な観点から審議のうえ意見を述べる。また復学，転入学，退学，除籍，転学，

留学，休学，その他学長が諮問した事項について学長の求めに応じ意見を述べる。 

大学の運営にあたり，委員会を置いている。学長の下に置く委員会として，人事委員
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会，将来構想検討委員会，入試問題出題採点委員会がある。人事委員会は，学長を委員

長とし，副学長，学部長，学科長，学園事務局長で組織し，教員の採用，昇任等を集中

的に審議し，その審議結果を理事長・理事会へ上申するとともに，教授会へ報告するこ

ととしている。なお，人事の決定・発令は理事長権限である。将来構想検討委員会は，

学長，副学長，学部長，学科長，図書館長，学園事務局長，大学事務局長で構成され，

学部・学科，附属施設の設置，改変に関する事項を審議する。 

教学改革推進センター運営委員会は，学長が指名する者を委員長とし，学長，副学長，

学部長，学科長，教務委員長，大学事務局長，学務課長で構成し，教学に関する改革・

推進の企画実践，またその基盤となる教学に関する情報収集，分析を行う。 

教授会の下には各種委員会を設置し，教授会の審議を適切に行うため，事前に委員会

において事案の検討と調整を行っている。委員会は，各学部の委員から構成し，大学の

組織としているが，学部に係る事案については，学部の委員会を構成し協議している。

各委員会の審議結果が教授会等の意思決定をしっかりと支えている。 

このように，本学の使命・目的の達成のため，学長を中心とする教学マネジメント体

制を構築し，大学の意思決定を適切に行っている。また，教授会などの組織上の位置付

け及び役割は明確で，その役割に応じて適切に機能している。また学長が教授会などに

意見を聴くことを必要とする教育研究に関する重要な事項は，教授会規程に定めている。 

 

《教学運営組織の概要》  

・管理組織 

理事長      理事会（理事） 

             常任理事会 

学園将来構想等検討会議 

監事 

評議員会（評議員） 

                

学長－副学長  発達教育学部長－発達支援教育学科長－小学校教育コース主任 

                          特別支援教育コース主任 

                          幼児教育・保育コース主任 

                          発達教育心理コース主任 

         保健医療学部長－リハビリテーション学科長－理学療法学専攻主任 

                              作業療法学専攻主任 

          看護学部長－看護学科長 

  

・学生指導体制 

発達教育学部  クラス担任教員（1 年次～2 年次，3 クラス各 2 人） 

ゼミ担当教員（3 年次～4 年次） 

保健医療学部  クラス担任教員（1 年次～4 年次，1 クラス各 2 人） 

卒業研究領域教員（3 年次～4 年次） 

看護学部    クラス担任教員（1 年次～2 年次，1 クラス各 2 人） 

卒業研究領域教員（3 年次～4 年次） 
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・学長を長とする委員会等 

 （委員会等の名称） 

大学運営協議会                       

大学人事委員会                        

大学将来構想検討委員会 

大学経営企画会議 

入試・広報戦略委員会 

高大連携推進委員会 

大学危機管理対策本部 

入試問題出題採点委員 

 

・副学長を長とする委員会 

（委員会等の名称）                          

（教学改革担当副学長） 

教学改革推進センター運営会議 

 

自己点検評価委員会  

入試委員会 

 

（学生支援・地域貢献担当副学長） 

FD 委員会 

広報委員会 

地域連携推進委員会 

 

（主な職務）  

全般にわたる方針の協議 

採用及び昇任人事 

将来構想 

大学経営改革，学生獲得 

入試戦略，大学広報・入試広報戦略 

高校との連携 

危機管理 

出題，採点 

 

 

 

 

教学改革 

教学に関する情報収集・分析(IR） 

自己点検評価 

入学試験の制度，運営，募集，選抜方法 

 

 

授業評価，授業改善，研修 

大学広報，入試広報 

運営に係る連絡調整等 

 

（担当事務局）  

総務課 

法人本部課 

学務課 

法人本部課 

入試・広報課 

地域連携推進室 

総務課 

 ― 

 

 

（担当事務局） 

 

学務課 

経営企画室 

学務課 

入試・広報課 

 

 

学務課 

入試・広報課 

地域連携推進室 

 

・全学委員会 

（委員会等の名称）         （主な職務）                            

教務委員会           教育課程，単位認定，転学，退学等 

教養教育運営委員会       教養課程の教育課程 

学生委員会            学生の課外活動，厚生，奨学金等 

国際交流委員会                海外研究交流，学生交流，留学海外研修 

環境委員会                    環境保護・改善 

情報委員会           情報環境改善 

研究委員会           研究活動，研究紀要                      

研究倫理委員会         研究倫理審査                           

利益相反委員会         利益相反審査 

遺伝子組換え実験安全委員会    安全確保                               

動物実験委員会         安全確保，安全管理                  

健康管理委員会                 学生の健康管理，感染症予防・対策等 

障害等のある学生支援会議        障害等のある者の入学，修学，生活支援 

 専門委員会 

ハラスメント防止委員会     ハラスメント防止 

公開講座委員会         公開講座 

 

 

（担当事務局） 

学務課 

学務課 

学務課 

学務課 

法人財務課 

総務課 

総務課 

総務課 

総務課 

総務課 

総務課 

健康管理室 

学務課 

 

総務課 

学務課 
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教育職員免許法認定講習運営委員会   企画立案，実施，修了認定 

附属高等学校連絡協議会         附属高等学校との連携 

 

ちば産学官連携プラットフォーム運営委員会   運営に係る連絡調整等 

図書館運営委員会               運営方針，購入図書の選定等 

子育て支援・教育実践センター運営委員会   事業計画，評価及び運営等 

インクルーシブ社会創成センター運営委員会   教員研修，情報発信等 

教職・公務員支援センター運営委員会   教員・保育士・公務員就職支援 

地域共創ケアセンター運営委員会  地域における健康維持促進 

後援会協力委員会                運営協力，活動支援等 

同窓会協力委員会        同窓会の運営協力，活動支援等  

危機管理対策本部/地震対応室   危機/地震等緊急時の対応 

学務課 

学務課， 

入試・広報課 

総務課 

学術情報室 

学務課 

総務課 

キャリア支援課 

地域連携推進室 

総務課 

キャリア支援課 

法人本部課 

 

・教授会 

発達教育学部教授会－教員会議 

保健医療学部教授会－教員会議 

看護学部教授会－教員会議 

 

・学部に置く委員会 

＊教務委員会は全学の委員会の他に，学部ごとにもそれぞれ置いている。 

              （委員会等の名称）           （担当事務局） 

発達教育学部          発達教育学部教務委員会        学務課 

大学教職課程自己点検・評価委員会   学務課 

保健医療学部          保健医療学部教務委員会        学務課 

看護学部            看護学部教務委員会          学務課 

 

＊学外実習及びキャリア支援関係の委員会は，次のようにそれぞれの学部に置いている。 

 （委員会等の名称）           （担当事務局） 

発達教育学部 

             

合同実習委員会 

キャリア支援委員会 

キャリア支援課 

キャリア支援課 

保健医療学部 実習委員会 キャリア支援課 

 実習運営委員会 

キャリア支援委員会 

キャリア支援課 

キャリア支援課 

看護学部            実習委員会              キャリア支援課 

実習運営委員             キャリア支援課 

キャリア支援委員会          キャリア支援課 

 

② 権限の適切な分散と責任の明確化 

学長は，常任理事会の構成員であるとともに，学園の副理事長と評議員である。常任

理事会での協議を経て，理事会，評議員会で学園の運営方針を決定しており，学長は学

園全体の運営状況を理解のうえ，大学運営に関わることができている。 

また，学長は，大学運営上重要な大学運営協議会の議長を務め，学長の下に置く人事
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委員会，将来構想検討委員会，大学経営企画会議等についても委員長を務め，そのリー

ダーシップを発揮しやすい組織体制となっている。また，学長の業務執行を補佐するた

め，副学長を 2 人置いている。副学長は，それぞれ教学改革担当（改革，研究，入試，

教育・学修支援）と学生支援・地域貢献担当（FD，学生支援，就職，広報，連携・交流）

である。全学的な委員会として，自己点検評価委員会，FD 委員会，入試・広報戦略委員

会等を置いている。これら委員会には各学部長，学科長のほか，学園事務局長，大学事

務局長，関係課室長も構成員となっている。自己点検評価委員会は委員長を副学長（教

学改革担当），FD 委員会は委員長を副学長（FD 担当）が務めることとしている。 

なお，学長と理事長は，定期的に開催する理事長・学長会議において意見交換を行っ

ており，学長は理事長の意思を踏まえながら，大学の主体性の確立を図り，バランスの

とれた運営を行っている。 

学長は令和 6（2024）年度「少子化時代を支える新たな私立大学等の経営改革支援（キ

ラリと光る教育力）」の申請の中心となり，令和 6（2024)年度末の採択を得た。令和 7 

(2025) 年度に，学長はその実現を図るため，「大学経営企画会議」（学長が議長）を設

置すると同時に，若手教員・職員からなる「募集強化実行チーム」を構成した。チーム

は受験生向けのサイトやホームページの改訂，オープンキャンパスの改訂，SNS を活用

した高校生との連携などを経営企画会議に提案し，実行に移した。また学長は「入試・

広報戦略委員会」を，「入試委員会」（入試担当副学長が委員長），「広報委員会」（広報担

当副学長が委員長）並びにそれらを統括する「入試・広報戦略委員会」（学長が委員長）

に分割し，「広報委員会」では諸課題に応じた企画・実行プランを実施していくワーキン

グチームを構成した。「経営企画会議」では報道機関へのプレスリリースの発信（令和 7

（2025）年度は 9 件発信），各種広告，学内 DX 体制の整備計画を進めている。 

このように，学長は大学の意思決定の権限と責任を担うとともに，そのリーダーシッ

プを適切に発揮するための補佐体制として，副学長，学部長，学園及び大学の事務局長

が整備されている。副学長の位置付け及び役割は明確で，適切に機能している。 

 

学長のリーダーシップを支える仕組み 

 

                   

            

                                                                 

                                                 

                                   

                                                

             

 

                    

 

 

 

・教学方針の決定 

・教学に関わる中期目標・年次事業計画の

設定 

・年次事業報告 

    ↑          ↑ 

副学長        副学長 

（学生支援・地域貢献） （教学改革） 

FD，学生支援，就職，         改革，研究，入試 

広報，連携・交流            教育・学習支援 

大学運営協議会 

大学の中期目標・ 

年次事業計画 

教学改革推進
センター 
・IR部門 
 ・アセスメン

トデータの
収集・分析 

・改革推進部門 
 ・3 ポリシー 
 ・アセスメン

ト･ポリシ
ー 

 

学 長 

教授会 

 

大学将来構想 

検討委員会 

大学の将来構想 
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③ 職員の配置と役割の明確化 

職員の配置と役割については，「学校法人植草学園組織規程」により，事務組織に課 

及び室を置き，職制・職位においては，学園事務局長，大学事務局長，事務局次長，千

葉駅前事務部長，課長及び室長等を置き，その職務内容を定めている。また，それぞれ

の部署の所管業務と責任を定めている。 

  さらに，各事務組織の職員は，職制による上司の指示に従い，それぞれの事務を処理

している。また，事務分掌により，各部署の業務の役割を明確にし，「誰が何を担当して

いるのか」が分かり易いように，窓口に表示している。 

  学園全体の人員配置は「学校法人植草学園組織規程」及び「植草学園人事基本方針」

に基づき，職員の適切な配置と効率的な業務の執行に努めている。 

  業務執行は，学園の重要事項を審議する常任理事会及び学園の最高意思決定機関であ

る理事会の審議・決定事項が，教授会や事務局の管理職員で構成する課長会議において，

学園事務局長から周知され，学園の現状と目指す方向の共通認識の元に業務を執行して

いる。 

  また，管理職員は，大学の運営及び教育・研究等に関する重要事項を協議する大学運

営協議会，教育・研究及び教学関係等を審議する教授会に陪席しており，常に教学組織

と連携しながら適切に業務を執行している。 

  さらに管理職員は，関連する各種委員会の構成員として，委員会における検討段階か

ら教学組織と協働し適切に業務を執行している。 

  教学に関する事項についても，課・室におけるミーティングにおいて周知するととも

に，意見交換及び情報の共有に努め，さらに，課・室員の意見を吸い上げて，課長会議

等において報告・意見交換を行うなど，現状の確認と共通の認識に基づく業務の管理体

制を構築している。 

このように，教学マネジメントの遂行に必要な職員は適切に配置され，その役割は明確

である。 

職員の採用については，「植草学園中期人事基本方針 2024-2029」及び職員人事計画に

基づき採用している。また，昇任については，事務系職員に係る職務能力の向上及び公

正な人事処遇を行うため，「植草学園事務職員人事考課規程」を定めている。人事考課の

結果は，昇任，昇格，昇給及び異動等に参考としている。さらに課長等管理職への昇任

にあたっては，理事長面接を行っている。 

 

5-2．教員の配置 

①教育研究上の目的及び教育課程に即した教員の採用・昇任などによる教員の確保と配置 

（1）5-2 の自己判定 

基準項目 5-2 を満たしている。 

 

（2）5-2 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

① 教育研究上の目的及び教育課程に即した教員の採用・昇任などによる教員の確保と

配置 

いずれの学部も，資格・免許授与の法令基準において教員の最低必要人員数が指定さ
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れている。本学においては，教育の質を確保する観点から，定員基準に適合する教員数

を配置している。教員の採用はさらに「植草学園中期人事基本方針 2024-2029」に基づ

き，設置基準に定める人数を原則として，学生数に応じた適正な配置を行うこととして

いる。教員の採用・昇任は，学部長の発議により学長が人事委員会の議を経て決定する。

人事委員会は，採用・昇任人事について，「植草学園大学教員選考規程」及び「植草学園

大学教員資格審査内規」に基づき行っている。また，基幹教員の業績を勘案して昇任人

事を行った。これらの措置により，教育目的の推進及び教育課程の維持に支障が生じな

いようにするとともに，教育の質の向上を図っている。 

教員評価については，平成 25（2013）年に「植草学園大学教員活動評価実施要項」を

策定し，平成 25（2013）年，平成 26（2014）年度に試行的に実施したが，評価情報が

多量で，入力並びに評価手続きが極めて煩雑であったため，中断に至った。平成30（2018）

年度に設定した大学中期目標で「教育研究業績を評価し，処遇へ反映させることを通じ

て，教育研究の高度化を促進する。」と定め，改めて教員の活動評価を令和 2（2020）年

度から開始した。令和 7（2025）年度も同様に実施した。活動評価の結果は，賞与等の

処遇に反映させている。教員の活動評価については，引き続き改善に努める。 

このように，本学では大学に必要な基幹教員を確保し適切に配置している。また教員

の採用・昇任の方針に基づく規則を定め，適切に運用している。 

 

設置基準及び指定基準にみる教員組織と教員数 

   植草学園大学                                   令和 7 年 5 月 1 日現在 

大学･学部
 

 

学   科
 

 

学長
 

 

教員数
 

 

左 の 内 訳 助手
 

 

備   考
 

 教授 准教授 講師 助教 

植草学園大学
 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※教職課程上必要

専任教員数は資料

4-2-1 参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発達教育学部 

入学定員:100名 

発達支援教育学科  24 15 3 5 1 0 

 小計  24 15 3 5 1 0 

設置基準数(別表第一)  10 5 5  

保健医療学部 

 

 

 

 

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学科

理学療法学専攻 

 

 

(8) 

10 

(3) 

5 

(0) 

0 

(2) 

2 

(3) 

3 

(1) 

1 

 

作業療法学専攻 

 

 

(8) 

10 

(3) 

3 

(0) 

2 

(5) 

3 

(0) 

2 

(0) 

0 

小計  20 8 12 1 

設置基準数(別表第一)  14 7 7  

看護学部 看護学科  (19) 

20 

(6) 

7 

(6) 

6 

(5) 

5 

(2) 

2 

(1) 

1 

小計  20 7 6 5 2 1 

設置基準数(別表第一)  12 6 6  

大学全体
 

設置基準数  14
 

7
 

7
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(別表第二)    

 合計 教 員 数
 

 64 30 11 15 8 2 

設置基準数(別表第二)  50 25 25  

備考  1 ＊学長 1 は，教員数（教授）に含めない。 

2 ( )内は，PT，OT，看護師の資格所持教員数を示す。 

 

5-3．教員・職員の研修・職能開発 

①FD をはじめとする教育内容・方法などの改善の工夫・開発と効果的な実施 

②SD をはじめとする大学運営に関わる職員の資質・能力向上への取組み 

（1）5-3 の自己判定 

「基準項目 5-3 を満たしている。」 

 

（2）5-3 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

① FD をはじめとする教育内容・方法などの改善の工夫・開発と効果的な実施 

副学長（FD 担当）を委員長とする FD 委員会が FD 研修（原則基幹教育は全員参加）

を企画・運営している。FD 委員会は，各研修後にアンケート等で必ずその成果を確認

するとともに，次回以降の研修の運営，企画・立案に生かしている。 

 

令和 7 年度 FD 研修一覧 

実施日 内容 講師 

2025 年 

7 月 16 日 

責任ある研究活動を目指して 国立研究開発法人科学技術振興機構法務・

コンプライアンス部研究公正課 

本郷智恵（主任専門員），谷部達也（主任専

門員） 

2025 年 

10 月 15 日 

ティーチング・ポートフォリオ 桑名俊一（教学改革推進センター長・副学

長），川口由起子（発達教育学部教授），千

田直人（保健医療学部教授） 

2026 年 

1 月 21 日 

変革するこれからの植草学園大学

の学生募集広報 

株式会社進研アド 

蝦名穂香（メディア事業統括本部），益子弘

務（DX 事業本部コンサルティング部），荒

牧耕平（営業本部改革推進室） 

株式会社日東システムテクノロジーズ笹

部友里加（サポートチーム） 

2026 年 

2 月 18 日 

GPS アカデミック学部別スコア報

告/本学の退学学生の傾向 

桑名俊一（教学改革推進センター長・副学

長），小川紀亜子（法人本部課課長代理・IR

担当） 

 

毎年度実施している公的研究費のコンプライアンスについては，研修後教員及び研究

に関わる事務職員に理解度チェックテストを実施して及第点（80 点）に満たない受講者
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には，公的研究費のコンプライアンスに関する研修用動画の視聴を義務付けた。 

このように，本学では，状況に応じて必要とされる FD による教員研修等を組織的に

実施するとともに，アンケート結果を基にその見直しを行っている。 

 

② SD をはじめとする大学運営に関わる職員の資質・能力向上への取組み 

「学校法人植草学園職員就業規程」第 42 条第 1 項において，「職員は，職務に関する

必要な知識及び能力向上させるための研修に参加することを命ぜられた場合には，研修

を受けなければならない」と定めている。職員研修に係る詳細については，「学校法人植

草学園職員研修規程」に定めるところであるが，同規程第 3 条第 1 項「理事長は，職員

に対する研修の必要性を把握し，その結果に基づいて研修の計画を立て，実施に努めね

ばならない。」第 8 条「研修の実施は，職員研修運営会議を設けて行う。」となっており，

職員研修は，理事長の責務のもと，職員研修運営会議において協議され企画・運営が行

われている。職員研修運営会議は，「学校法人植草学園中期計画 2024-2029」に記した

「人事基本方針に基づく人材育成（FD，SD）」に基づき，毎年研修計画を作成して実施

しており，大学運営に関わる職員の資質・能力向上への取組みを行っている。 

職員研修運営会議は，年間 2 回開催され，年間の研修内容，研修計画を定めている。

SD 研修を年に 2 回実施し，職員全員が参加している。管理職員は人事考課研修等の管

理職研修を適宜実施している。日本私立学校振興・共済事業団，日本私立大学協会，私

学経営研究会などが実施する外部研修会へは，職員を積極的に参加させ，少子化等厳し

い環境の中，法人の発展に寄与できる職員の資質・向上を図っている。また，自主研修

に係る補助制度があり，職員の意欲的な研修参加を促すと共にその支援を行っている。 

令和 7（2025）年度においても，本学では教職員の資質向上と組織運営の強化を目的

として SD 研修を計画的に実施した。第 1 回目の SD 研修では，「植草学園大学入試広報

の実践的なスキルや知識の習得を図る」ことを研修目的に掲げ，全教職員がオープンキ

ャンパス業務に携わることを前提とした入試広報の基礎的理解を深める内容とした。具

体的には，受験生・保護者への効果的な情報発信の方法，来場者対応の基本姿勢，大学

の魅力を適切に伝えるためのコミュニケーション技法など，実務に直結するテーマを取

り上げ，教職員が共通認識を持って広報活動に取り組める体制づくりを進めた。 

第 2 回目の SD 研修では，近年社会的にも大きな課題となっているカスタマーハラス

メントへの理解と対応力の向上を目的とし，専門のカウンセラーを講師として招いた。

研修では，カスタマーハラスメントの具体的事例を中心に組織として取るべき対応方針

などについて学び，教職員が安心して業務に従事できる環境整備に資する内容となった。

また，学校法人運営に関する理解を深めるため，内部統制システムの重要性について大

河原遼平弁護士による講演を実施した。内部統制の基本概念，法的責任，リスクマネジ

メントの視点など，大学運営に不可欠な知識を体系的に学ぶ機会となり，教職員のコン

プライアンス意識の向上にも寄与した。 

さらに，本学では教職協働体制の推進を重視しており，SD 研修には教員が，FD 研修

には一般職員が参加することで，双方が互いの業務理解を深め，大学運営における協働

の質を高める取り組みを継続している。これらの研修を通じて，教職員が共通の目標意

識を持ち，学生支援や教育研究活動，大学広報など多様な業務において一体的に取り組
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むための基盤が強化されつつある。 

  人事評価制度は，平成 28（2016）年に「学校法人植草学園事務職員人事考課規程」を

制定している。目標管理制度を取り入れ年度当初に示された各部門の目標を受け，職員

は各自の目標を設定し，9 月と 2 月に所属長と面談を行い評価が行われている。また，

自己申告書の提出を毎年度義務づけ，職員の適性や職務状況に配慮した人事に心がけて

いる。教員についても，実績に基づき評価を行っている。 

以上のことから，職員の資質・能力向上への取組みついて基準を満たしていると判断

できる。 

 

過去 5 年間の職員研修会（SD)  

年 度 実施日 主な内容 形式 

令和 3

年度 

8 月 23 日 
「学内におけるハラスメント防止について」 

講師 中溝 明子（弁護士） 
講演 

12 月 23 日 
1)外部研修等参加報告「高等教育認証評価機関」 

2)「コロナ後の学校運営について」グループ討議 

発表とグルー

プ討議 

令和 4

年度 

8 月 22 日 
「個人情報の保護について」 

講師 鈴木 庸夫（弁護士） 

講演 

12 月 23 日 

1)令和 4 年度のプロジェクトの報告 

入試・広報課 WEB 戦略 

2)「ベンチマークの設定により本学（校）の課題を考える」 

発表とグルー

プ討議 

令和 5

年度 

8 月 22 日 
「LGBTQ について」 

講師 今井 出雲（ソーシャルワーカー） 

講演 

12 月 23 日 

1)外部研修等参加報告「私立学校法改正に伴う寄附行為の

変更について」 

2)「働き方改革の実現・教育活動の高度化に向けた         

次世代校務 DX について」グループ討議 

発表とグルー

プ討議 

令和 6

年度 

8 月 20 日 各課室から現状分析について 
発表とグルー

プ討議 

12 月 25 日 

ハラスメント防止について 講演 

入学者獲得のための現状分析と今後の取り組み 

～選ばれる大学になるための広報・ブランディング戦略～ 
報告 

令和 7

年度 

7 月 7 日 オープンキャンパス業務の基礎知識等の習得 講演 

12 月 26 日 
1)内部統制システムについて 

2)カスタマーハラスメントとその対応について 
講演 

 

5-4．研究支援 

①研究環境の整備と適切な管理運営 

②研究倫理の確立と厳正な運用 

③研究活動への資源の配分 
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（1）5-4 の自己判定 

「基準項目 5-4 を満たしている。」 

 

（2）5-4 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

① 研究環境の整備と適切な管理運営 

研究環境の整備や研究の基本的な改革方針は，「学校法人植草学園中期計画(2024-2029)」

並びに各年度の事業計画に示され，それに基づく施策が実施されてきた。 

  大学 L 棟の 4 階及び B 棟の 2・3 階には，教授から助教まですべての基幹教員に対し，

十分な面積を有し空調環境が整った個室の研究室を与え，教員の研究活動に大きく配慮

した整備となっている。さらに，裁量労働制において，研究活動の自由度も可能な限り

担保し，各教員が研究業績を高められる環境となっている。 

保健医療学部においては，評価測定室，治療室等の学生実習室に最新の研究機器を備

えているため，教員自身の研究及び卒業研究が可能であり，多数の研究成果を上げてい

る。令和 2（2020）年度の作業療法学専攻の設置に際し，新たに実習研究棟として T 棟

を建設し，ここにも最新の研究設備を備え，教員の研究及び卒業研究活動を更に高めら

れる環境となっている。基礎医学研究に関しては，大学創立時から動物実験ができる環

境（規程及び施設）を整備し，研究業績を挙げている。発達教育学部の体育系及び生物

系の教員も，評価測定室や基礎医学実習室を研究に使用している。なお，動物実験及び

実験動物飼養については，平成 29（2017）年度に，公益社団法人日本実験動物学会の実

施する動物実験に関する外部検証事業による検証を受け，規程，体制整備状況，実施状

況等について適正に管理・運用されているとの評価を得た。更に検証によるアドバイス

に従い，平成 30（2018）年度からは実験動物の飼養・保管施設に温湿度計を設置し，よ

り厳格に飼養保管状況の環境管理を記録している。 

図書館は，文献検索データベース，電子ジャーナルを整備しており，教員は研究室か

らアクセス可能である。また本学図書館に所蔵のない文献については，他大学図書館等

との相互貸借サービスにより入手している。これは，NII（国立情報学研究所）の

NACSIS-CAT/ILL のシステムに登録し，オンラインで文献複写等の依頼・受付（費用は

研究費による）を行なっている。CiNii（国立情報学研究所学術情報データベース）から

当館蔵書検索システム OPAC へのリンクを設定し，電子ジャーナルは，平成 30（2018）

年度から新たに「メディカルオンライン」の利用を開始し，令和 7（2025）年度は年間

2,880 件のアクセスがあった。また，平成 2（2017）年度から，文献検索データベース

「医中誌 Web」への『植草学園大学研究紀要』の収録及び著者抄録の掲載も始めた。な

お，本学で毎年発行している『植草学園大学研究紀要』はすべて電子化し，第 1 巻平成

21（2009）年からの論文を「植草学園大学・植草学園短期大学リポジトリ」として一般

公開している。また，科学技術振興機構（JST）が構築している，J-STAGE においても

全文が閲覧できる。蔵書構築については，選書基準に基づき図書館運営委員会で選定を

行い，令和 7（2025）年度は 666 点を購入した。 

研究に関連する委員会組織として研究委員会がある。研究委員会は，『植草学園大学

研究紀要』の発刊に伴う査読，編集を行っている。令和 7（2025）年度は，紀要論文数

4 件の掲載となった。また，紀要にはその年度における各教員の業績リストが掲載され，
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各自の研究状況の公表の場にもなっている。なお令和 5（2023）年度から紀要は電子ジ

ャーナルとして発行されている。他に科学研究費助成事業（以下「文科科研費」とする。）

の公募要領等説明会の開催や，学内共同研究費の配分を所管している。令和 7（2025）

年度の文科科研費申請数は 9 件，採択数は 3 件，令和 8（2026）年度については申請数

24 件，採択数は 6 件であった。令和 8（2026）年度の学内共同研究費については新規・

継続併せて 7 件の応募に対し，6 件が採択された。 

その他の外部競争資金については総務課から情報提供を行っている。令和 5（2023）

年度は厚生労働科学研究費補助金事業（以下「厚労科研費」とする。）に 1 件採択され，

研究事業に取り組んできた（3 か年計画の 3 年目）。 

また令和 5（2023）年度に「植草学園大学サバティカル研修規程」が新設された。サ

バティカル研修は，本学教員が国内外の研究機関等において研究活動に従事する機会を

与えることを目的に，職務のうち運営業務等を一定期間免除するものである。 

令和 7（2025）年度には「植草学園大学海外学術集会等研究発表助成規程」を制定し，

助成による 1 件の発表が行われた。 

サバティカル研修制度及び海外研究発表助成制度の活用を通じて，本学教員の研究活

動が促進されることを目指している。 

 

② 研究倫理の確立と厳正な運用 

本学では研究倫理にまつわる最新の知見動向を把握するよう努めており，令和元

（2019）年度は一般財団法人公正研究推進協会（APRIN）主催「2019 年度全国公正研

究推進会議」に研究倫理委員長を派遣した。また，毎年卒業研究に先行する講義の中で

「研究倫理に関する説明会（人を対象とする研究）」を開催し教職員の参加も募り，研

究倫理の学内への浸透を図っている。 

 基幹教員及び研究活動に関わる研究支援人材全員に文科科研費への公募申請や研究

分担者になるための要件として，研究倫理教育を受講させている。平成 28（2016）年

度は，一般財団法人公正研究推進協会の「CITI Japan e-learning」の受講を義務付け，

平成 29（2017）年度以降は日本学術振興会の「研究倫理 e ラーニングコース（eL CoRE）」

の受講を義務づけている。なお，研究費の管理及び取り扱いについては諸規程を定め，

それをホームページへも掲載して，教員に繰り返し周知している。 

 また，令和 3（2021）年度から FD 研修においても全教員を対象に「公的研究費に関

わるコンプライアンスについて」をテーマとして研究倫理教育を毎年行っている。令和

7（2025）年度は 7 月 16 日に「責任ある研究活動をめざして」というテーマを元に国立

研究開発法人科学技術振興機構より講師を招聘して実施した。研修後は教員及び研究に

関わる事務職員は理解度チェックテストを受けている。 

研究倫理審査の所管としては，研究倫理委員会を設置している。「植草学園大学研究倫

理委員会規程」が定めるところにより，「人を直接の対象とする研究」に関する，研究

倫理申請がなされた研究課題について学内委員 7 人に外部委員 1 人を加えて，その審査

を行う。ヘルシンキ宣言をはじめ各種ガイドラインに則り，インフォームドコンセント

やその許諾プロセス，そして研究協力者に対する自由意思や侵襲性などを吟味して審査

を進めている。また，昨今改めて注意喚起されている「人権についての配慮」，「データ
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の取り扱い」について，委員会規程の改正，研究倫理審査の手引きの改訂など，時勢に

応じた対応ができるよう準備し，審査に当たっている。申請に疑義がある時は，実験計

画を始めとする申請書の見直しを求め，適正な研究が遂行されるよう運用している。 

動物実験計画にかかる審査は，動物実験委員会が諮問機関となっている。「植草学園

大学動物実験規程」を整備しており，動物実験委員会は規定に沿って，申請された研究

課題の審査をするとともに，その実験動物が適正に飼養・保管されているかをチェック

して，その状況を管理者に報告している。また，遺伝子組み換え動物を使用した研究に

ついては遺伝子組み換え実験安全委員会にて審議，承認した動物に限定して行っている。

近年，動物愛護法をはじめ環境省などからのガイドラインにより，動物実験の厳格な実

施と実験動物の適切な飼養・保管体制が求められていることから，これからも厳正に運

用を行っていく。 

以上のように，本学では研究倫理に関する規則を整備し，厳正に運用している。 

 

③ 研究活動への資源の配分 

教員の研究活動の支援については，各年度当初に，「教員研究費及び教員研究旅費の取

扱い」を示している。令和 7（2025）年度は，基幹教員全員に研究活動上必要とする経

費に使用できる個人研究費を年額 130,000 円（助手：100,000 円），研究旅費を年額

100,000 円（助手も同額。）配分している。これは，教育職員免許法の再課程認定や理

学療法士及び作業療法士法施行規則などで求められる教員の研究業績に対する保障とし

て当然に措置するものと考えている。一方，教員は本分の研究に対し職務履行義務を負

い，権利義務関係をしっかりと担保した予算措置となっている。なお，個人研究費の年

額については，5 月 1 日現在の学生数に応じて変動する。 

他には，学内共同研究費として総額約 149 万円（4 月 1 日現在の学生数×2,750 円）を

予算とし，学長裁量経費の研究費も同額の予算を確保し配分している。特に，学内共同

研究は，その申請要件として①学部間又は複数の領域にまたがる特定の研究領域である

こと，②翌年度において文科科研費等の外部資金に必ず応募することなどが付されてい

る。この研究費を維持し資源配分する意図は，特定領域だけではなく複数領域をまたが

ることによって，研究の成果にシナジー効果が発揮され，学内から新たなブレイクスル

ーを創出することを期待するからである。 

  上記に加えて，文部科学省科学研究費に採択された場合，その採択期間において個人

研究費または研究旅費に 10万円を増額して配分する科研費奨励金制度がある。そして，

獲得した間接経費の 25％はその教員が所属する学部に研究環境充実のための予算とし

て配分している。さらに，科研費の審査結果が「A」評価で不採択になった教員に，研究

ステップアップ奨励金制度として 5 万円を個人研究費もしくは研究旅費に配分している。 

 外部の競争資金獲得については，研究委員会が毎年文部科学省科学研究費の申請のた

めの研修を開催している。また希望者には，科研費取得経験者が申請書の事前チェック

を行い申請書の執筆アドバイスを行っており，新規採択者数増を図っている。 

このように，教員の研究活動のための資源配分は色々な制度を設計し手厚く行ってい

る。 
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［基準 5 の自己評価］ 

（1）成果が出ている取組み，特色ある取組み 

本学では，教育研究活動を支える管理運営体制の機能性において，学長のリーダーシ

ップが的確に発揮されている。学長の諮問機関として，大学運営協議会，教授会，将来

構想検討委員会などが設置され，それぞれが効果的に機能している。また，各種委員会

には教職員を適切に配置し，責任の所在を明確化することで，組織運営の透明性と効率

性を高めている。さらに，教職員の研修・職能開発に関しては，FD 研修及び SD 研修を

実施しており，両者の枠を超えた積極的な参加が見られる。これにより，教職員が一体

となって教育内容の理解・改善や大学運営の向上に取り組む「教職協働体制」が確立さ

れている。 

研究活動においても，研究倫理教育の充実や，研究資源の適切な配分などにより，教

員が研究に専念できる環境が整備されており，研究の質の向上につながっている。 

 

（2）自己点検・評価や外部による評価で発見された課題など 

本学のような小規模大学においても，円滑な組織運営を図るために，大規模大学と同

様の数の委員会を設置する必要がある。その結果，1 人の教員が複数の委員会を兼任す

る状況となっており，教育活動や研究活動に支障をきたす要因となっている。 

 

（3）課題などに対する改善状況と今後の取組み予定 

令和 7（2025）年 3 月に短期大学を閉校し，同年 4 月に看護学部を開設したことに伴

い，各委員会の構成員に大きな変更があった。令和 8（2026）年度以降は現体制で運営

をしつつ，必要に応じて教職協働で改善に取り組んでいく。 

 

基準 6．経営・管理と財務 

6-1．経営の規律と誠実性 

①経営の規律と誠実性の維持 

②環境保全，人権，安全への配慮 

（1）6-1 の自己判定 

「基準項目 6-1 を満たしている。」 

 

（2）6-1 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

① 経営の規律と誠実性の維持 

本学を設置・運営する学校法人植草学園は，「学校法人植草学園寄附行為」に基づき，

法人運営に必要な機関の構成及び運営方法を定め，法令に準拠した健全なガバナンス体

制の確立に努めている。寄附行為は学園運営の根幹を成す基準であり，役員・評議員の

選任，理事会及び評議員会の権限・運営方法，会計に関する規定などを体系的に整備し

ており，これに基づき組織運営が行われている。 

学園における主要な意思決定機関である理事会は，寄附行為及び「学校法人植草学園

理事会運営規則」にしたがって開催され，法人運営上の重要事項について審議・議決を

行っている。また，業務執行を円滑に進めるために設けられた常任理事会についても，
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「学校法人植草学園常任理事会規程」に基づき，理事会から委任された事項の迅速な審

議・決裁を行い，機動的な法人運営に寄与している。さらに，評議員会は寄附行為及び

「学校法人植草学園評議員会運営規則」に基づき，法人の透明性確保及び意思決定の適

正性を担保する機能を果たしている。 

学園では，法令遵守と組織倫理の確立を図るため，「学校法人植草学園コンプライアン

ス推進規程」を制定し，教職員に対してコンプライアンスに関する基本的な方針を示し

ている。また，内部通報制度については「学校法人植草学園公益通報等規程」により，

教職員が不正や不適切行為を通報できる体制を整備し，組織内の透明性確保及び早期是

正につなげる仕組みを構築している。これらの取り組みにより，学園は法令遵守体制の

強化と組織倫理の一層の向上を図っている。 

監査体制については，「学校法人植草学園監事監査規程」に基づき，監事が法人の業務

及び財務の状況について独立した立場から監査を行うことで，法人運営の信頼性と誠実

性を確保している。監事は理事会及び評議員会に出席し，必要に応じて意見を述べるこ

とで意思決定の適正化を図っている。また，内部監査の仕組みとして「学校法人植草学

園内部監査規程」を制定し，業務手続きや組織運営の妥当性・効率性について内部監査

を実施している。内部監査は，現場に対する助言や改善提案を通じて業務改善の促進に

寄与している。 

さらに，寄附行為第 20 条に基づき，学園には若干名の顧問を置くことができ，顧問は

学園の運営や施策に関して理事会等において助言を行う役割を担うことが認められてい

る。令和 7 年度は顧問を委嘱していなかったが，学園の将来的な組織運営の高度化，専

門的助言体制の強化を目的として，令和 8（2026）年度には顧問を委嘱する予定である。

顧問の配置により，社会情勢の変化や高等教育を取り巻く環境に対して的確な判断を下

すための多角的視点が得られることが期待され，学園のガバナンス強化につながるもの

と考えている。 

このように，学園では理事会・評議員会の適正な運営，監査機能の強化，コンプライ

アンス体制の整備を通じて，法人運営の健全性と透明性の確保に努めている。しかしな

がら，ガバナンスを取り巻く社会的要請は年々高度化しており，情報公開や説明責任の

在り方，リスク管理体制の強化，コンプライアンス研修の充実など，今後も継続的な改

善と強化が求められる。令和 8（2026）年度に予定されている顧問の委嘱は，その観点

からも組織としての意思決定の質向上に寄与する取り組みの一つであり，引き続き法人

運営体制全体の発展を図っていく必要がある。 

本学園では，教職員が学園の教育研究活動の根幹を支える存在であるとの認識のもと，

「学校法人植草学園職員就業規程」及び「学校法人植草学園組織規程」を整備し，教職

員としての職務遂行に関わる基本的な倫理観・行動規範を明確に示している。これらの

規程においては，学園の建学の精神に基づき，職員が果たすべき役割と責務，遵守すべ

き法令・規範，服務上の義務，ハラスメント防止，秘密保持，情報管理など，組織倫理

に関わる事項を体系的に定め，教職員としての自覚と責任感を高める仕組みを構築して

いる。 

  さらに，学園では組織倫理の浸透を一層図るため，年度初めのオリエンテーションや

随時開催する研修会において，学園の理念・行動規範やコンプライアンスに関する説明
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や事例共有を行い，倫理意識向上に向けた啓発活動を行っている。また，新任教職員に

対しては，採用時に就業規程の解説や服務に関するガイダンスを実施し，学園職員とし

ての基本的姿勢を理解・共有する機会を設けている。加えて，ハラスメント防止のテー

マを扱った研修を継続的に実施し，組織の透明性と信頼性の向上に努めている。 

  学園は，学校法人としての社会的責務を果たすため，情報公開を重要なガバナンス機

能の一つと位置づけ，「学校法人植草学園情報公開・情報提供規程」を整備している。同

規程に基づき，学園及び設置校に関する重要な情報を適切に整理し，学園ホームページ

において公開することで，透明性の高い運営を実現している。 

  公開している情報には，学校教育法施行規則第 172 条の 2 に定められた教育研究活動

等の状況に関する情報，私立学校法第 151 条が求める学校法人に関する情報，教育職員

免許法施行規則第 22 条の 6 の定める教員養成に関する情報などがあり，法令に基づく

情報提供を確実に行っている。また，教育研究活動の成果，学生支援に関する取り組み，

年度ごとの財務情報，事業報告書，役員・評議員名簿なども公表し，ステークホルダー

に対して適切な説明責任を果たしている。 

  これらの取り組みを通じて，学園における情報公開の実効性は高まりつつあるが，今

後も利用者にとって分かりやすく，必要な情報に容易にアクセスできるよう，情報の整

理方法や公開内容の改善を進める必要がある。特に，教育活動の成果や学生支援の充実

度を示すデータ等について，さらなる分かりやすい情報発信が求められている。 

  学園では，法人運営のさらなる高度化と透明性の向上を図るため，令和 7（2025）年

2 月に「内部統制システム整備の基本方針」を制定し，同年 4 月より施行した。本方針

は，理事の職務執行が法令及び寄附行為に適合し，かつ学園運営が適正かつ効率的に行

われるための体制を整備することを目的としている。 

  内部統制システム整備の基本方針では，①法令遵守体制の構築，②業務の適正性及び

効率性の確保，③財務報告の信頼性向上，④リスク管理体制の整備，⑤情報管理・個人

情報保護の徹底，⑥内部監査の実施と改善指導など，内部統制の各要素について基本的

な枠組みを提示している。この方針に基づき，学園では内部統制に関する組織体制を整

備し，業務手続の標準化やリスクマネジメントの強化，内部監査による改善サイクルの

確立など，各種の取り組みを進めている。 

  内部統制整備に伴い，各部署では業務の見直しや文書管理，リスク要因の抽出と対応

策の策定等が進められている。また，内部監査においては，業務手続の妥当性を検証し，

必要に応じて改善指導・助言を行うことで，業務の質の向上に寄与している。 

  今後は，内部統制システムの運用状況を定期的に検証し，変化する社会情勢や教育環

境に適切に対応できるよう，体系的かつ継続的な改善を図ることが求められる。また，

各部署における内部統制意識の一層の浸透やリスク管理体制の高度化など，学園全体と

して取り組むべき課題も多く，引き続き強化していく必要がある。 

 

② 環境保全，人権，安全への配慮 

本学のキャンパス内には約 2 万㎡の雑木林（植草共生の森）を有しており，植草学園

「共生の森」運営要領に基づき，自然環境の保全，地域との共生を目的として教職員，

学生，地域団体が協力して森の整備を行っている。森の整備により動植物が戻り，地域
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に対し自然環境を学ぶ場として開放も行っている。また，キャンパスでは電気消費量を

一定内に押さえるため，デマンド警報装置，トイレや廊下，階段などには照明人感セン

サーの設置，クールビズやウォームビズの取り組みを行う等節電対策を実施している。 

 人権への配慮は，学園の将来ビジョンとして“誰をも包み込む共生社会の実現”を掲

げ，教職員に対しては新年度の集いにおいて，学生に対しては理事長講話の中で周知し

ている。また，本学にハラスメント防止委員会を置き，ハラスメント調査やハラスメン

ト防止のための教職員研修を毎年行い人権擁護に努めている。 

また，毎年 11 月には「学校法人植草学園ストレスチェック制度実施細則」に基づいてス

トレスチェックを行い，職員の精神衛生の状態にも配慮している。 

危機管理については，「学校法人植草学園危機管理規程」に基づき，危機管理統括責任

者である理事長を委員長とした危機管理委員会で，想定される危機への対応を検討して

いる。特に巨大地震などの災害に対しては，「学校法人植草学園大地震対応基本指針」を

定め地震発生時の対応，備蓄品などの準備及びその確認も定期的に行っている。大学に

おいては，植草学園大学リスク・危機管理マニュアルを定め，危機に対し迅速かつ適確

に対応できる準備を進めている。避難訓練については，巨大地震を想定し年 1 回となる

が全学生，全教職員が参加して実施している。また，令和 2（2020）年度以降の新型コ

ロナウイルス感染拡大防止に関しては，学長を本部長とする小倉キャンパス（当時）危

機管理対策本部を設置し対応にあたった。また令和 7（2025）年度は，千葉医療センタ

ー椿森キャンパスを開設したことを受け，大地震対応指針の改正，キャンパス別防災計

画の整備・更新に取り組んでいる。 

 

6-2．理事会の機能 

①使命・目的の達成に向けて意思決定ができる体制の整備とその機能性 

②使命・目的の達成への継続的努力 

（1）6-2 の自己判定 

「基準項目 6-2 を満たしている。」 

 

（2）6-2 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

① 使命・目的の達成に向けて意思決定ができる体制の整備とその機能性 

理事会は，「寄附行為」において最終的な意思決定機関として位置づけられ，理事の職

務を監督している。理事長は法人を代表し，その職務を総理する。理事長の補佐体制を

強化するため，副理事長，顧問を置いている。 

理事会へ諮る議案の整理や法人の諸問題を協議する機関が常任理事会である。この常

任理事会は「寄附行為」及び「寄附行為施行細則」に規定され，理事会が委任した事項，

理事長が認めた事項について先決することができる。構成員は常任理事 5 人（学園長兼

高等学校校長，学長，学園事務局長，大学副学長，学部長）である。原則として毎月開

催され，法人の意思決定，事業計画の確実な遂行を図るうえで中心的な役割を果たして

いる。事業計画は，植草学園中期計画を受けて，予め評議員会の意見を聞き常任理事会での

協議を経て理事会で承認し執行する。理事会には，その進捗状況を踏まえた事業報告を行い，

翌年度の事業計画の策定を行っている。 
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また，常任理事会の下には，学園将来構想等検討会議，学園経営強化会議等の専門会

議が置かれている。ここでは理事長及び常任理事会の諮問に応え，学園の中期計画案や

中期財務基本方針案などの原案が策定される。 

理事の選任は，寄附行為の定めに基づき適切に行われている。理事の定数は 5 名以上

7 名以内で選考区分は 1 号理事（学校長），2 号理事（理事会選任）としており，2 号理

事のうち，2 名は外部理事となっている。理事選任機関（理事会）での選任，評議員で

の意見聴取，理事会にて選任している。任期は選任後 4 年以内に終了する会計年度のう

ち最終のものに関する定時評議員会の終結までで，なお，理事長は理事会の決議により

選任している。 

理事の出席状況は良好であるが，欠席する場合は意思表示書の提出を求め，議事に対

する意思を確認している。 

以上のことから，本学の使命・目的の達成に向けて適切な意志決定ができる体制を整

備しており，その体制は機能している。 

 

② 使命・目的の達成への継続的努力 

令和 7（2025）年度の私学法改正に伴い，寄附行為の大幅な改訂と内部統制システム

の整備を行った。「学校法人植草学園寄附行為」，「学校法人植草学園常任理事会規程」，

「学校法人植草学園理事会運営規則」並びに「学校法人植草学園評議員会運営規則」に

基づき，理事会，評議員会及び常任理事会の役割や体制等を明確にし，適切な理事会及

び評議員会の運営を行う。また，「理事の決裁権限規程」に基づき，業務を執行する理事

の担当業務を明確にして事業運営の適切かつ迅速な推進を図る。 

 

6-3．管理運営の円滑化とチェック機能 

①法人の意思決定の円滑化 

②評議員会と監事のチェック機能 

（1）6-3 の自己判定 

「基準項目 6-3 を満たしている。」 

 

（2）6-3 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

① 法人の意思決定の円滑化 

大学の使命・目的を達成するために，法人はその必要な環境・条件の整備を計画的に

進める必要がある。本法人の重要意志決定機関は理事会であり，理事長のリーダーシッ

プにより，大学運営に必要な予算等の重要事項が審議，決定されている。また，理事長

と学長は定期的（月 1 回）に理事長・学長会議を開き懇談をしており，大学運営に関わ

る意思決定は円滑に進んでいる。 

理事会での議決は，その諮問機関である評議員会の意見を踏まえるとともに，監事監

査も機能している。理事会での議決事項は，大学運営協議会，教授会に報告され大学運

営に反映されていることから内部統制環境は整えられている。 

 

② 評議員会と監事のチェック機能 
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評議員の定数は，寄附行為に基づき 8 名以上 12 名以内（法人の職員 2 名以上 3 名以

内，卒業生 1 名以上 2 名以内，有識者 4 名以上 7 名以内）とし，選任は評議員会で選任

を行う。評議員会は年に 3～4 回開催され，議題・議案について事前に理事会にて審議・

監事による調査後，事前（会議前 1 週間前までに）に評議員に伝え，会議において積極

的な質問，意見が出せるよう配慮している。諮問事項は，理事長があらかじめ評議員会

の意見を聴かなければならないものとして「学校法人植草学園寄附行為」第 40 条第 2 項

に定めている。評議員の出席状況は良好である。 

以上のことから，本学では，法人及び大学の各管理運営機関が相互チェック体制を整

備しており，適切に機能している。 

監事は，寄附行為に基づき，「監事の独立性を確保し，かつ利益相反を適切に防止する

ことができる者を選任する。」とされ，評議員会にて適切に選任されている。 

監査機能の充実を図るため，監事と内部監査担当者に対しては常任理事会（月 1 回）

等に出席を求めている。事務局からの業務報告は学園事務局長から内部監査担当及び監

事を経て理事長に報告される。法人財務課からは，月次決算書が作成され，理事長はそ

の報告を受け財務状況を把握している。また，理事長と監事は，公認会計士との定期的

な会合を行い，学園の財務状況の確認を行うとともに不適切な会計処理が行われていな

いか確認を行っている。 

監事 2 人には理事会，常任理事会及び評議員会への出席を求め，出席状況は良好であ

る。監事は理事の職務の執行状況の確認，また，法人機能，大学の運営に関して，各部

門からの業務報告書などを基に積極的に質問や意見が出され，理事会に対しては監事監

査報告書が提出されている。 

 

6-4．財務基盤と収支 

①財務基盤の確立 

②収支バランスの確保 

③中期的な計画に基づく適切な財務運営 

（1）6-4 の自己判定 

「基準項目 6-4 を満たしている。」 

 

（2）6-4 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

① 財務基盤の確立 

平成25（2013）年度までは大学設置に伴う中期予算が編成されていたが，現在は，「学

校法人植草学園中期計画2024-2029」及び「学校法人植草学園中期財務基本方針」に基

づく「学校法人植草学園経営改善計画」が立てられ，財務運営の健全化が進められてい

る。令和元（2019）年度には，学生の減少に伴い短期大学の福祉学科地域介護福祉専攻

の募集を停止し，令和2（2020）年度末には同専攻は閉鎖となった。それに伴い，短期大

学は令和3（2021）年度からこども未来学科のみの運営となった。財務健全化に向けた

取組みを進めたが，令和4（2022）年12月時点での令和5（2023）年度入学予定者数が50

人と回復の兆しが見えないことから，令和7（2025）年度に閉鎖した。また，園児の減少

が続く植草学園大学附属美浜幼稚園も令和7（2025）年3月廃園した。また，発達教育学
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部の定員を140名から100名へ変更した。一方で，附属高校は生徒が増加している。 

令和7（2025）年度から地域医療の向上に寄与し，共生社会を支える専門職の育成に

より創立以来掲げてきた共生社会の実現するために，大学へ看護学部看護学科を開設し

た。 

単年度予算編成については，理事会で承認された予算編成方針に基づき，各部門で積

み上げられた予算要求を法人財務課，法人本部課で精査し，事務局長による査定後，予

算案として常任理事会へ提出される。この予算編成方針の作成，及び事務局長の査定に

ついては学園財務状況に基づく中期的な見通しを持った観点で進められている。常任理

事会で審議された予算案は理事長の承認を受け，通常3月開催の評議員会を経て理事会

で決定される。 

 

② 収支バランスの確保 

社会情勢の変化に伴う学生数の変動が，学園の財務状況に大きく影響を及ぼしている。

この状況下において，安定した財務基盤の確立と収支バランスを確保する運営に努めて

いる。法人全体の経常収支は，令和 2（2020）年度はプラスであったが，令和 3（2021）

年度から令和 7（2025）年度まで 5 年連続でマイナスとなった。この主な要因は，大学

部門の学生数の減少で，今年度開設した看護学部が設置認可後の学生募集期間が十分で

なく学部開設の周知が図れなかったことから定員を大幅に下回った。千葉若葉キャンパ

スの老朽化した施設等の改修，更新を行ったことも要因となっている。なお，短期大学

は令和 6（2024）年度をもって廃止した。一方，高等学校部門，収益事業部門の収入は

安定しており運営も順調に推移している。附属園等においては，弁天こども園，千葉駅

保育園は定員を下回り収支の改善が図れなかったが，このはの家は収支の改善が図られ

た。 

 

経常収支差額比率の推移  

 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和 7 年度 

大学部門 △6.22% △9.12％ △12.23％ △13.64％ △56.92％ 

学校法人全体 △1.94% △9.56％ △0.48％ △6.07％ △17.93％ 

 

大学の入学定員充足率の推移 

  令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

大 

学 

発達教育学部   60.0％ 60.7％ 57.9％ 61.0％ 61.5％ 

保健医療学部   98.8％ 80.0％ 82.5％ 73.1％ 73.8％ 

看護学部 － － － － 32.5％ 

 

法人全体の人件費率は，71.1%と令和 6（2024）年度を上回った。収入では学生生徒

等納付金が大学部門で減少，附属高校は増加，弁天こども園と千葉駅保育園は減少し，

このはの家は定員を満たしており横ばいとなった。人件費は，法人全体では中期人事基

本計画に基づく人事管理が進められており各部門の人件費が抑制され始めてはいるが，
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大学の人件費率は看護学部を開設したことにより高い比率で推移している。 

大学の教育研究経費比率は，毎年度 35％前後で推移しているが，令和 7（2025）年度

は 56％となった。教育研究活動については維持，充実を図っている。 

運用資産（特定資産，現金預金，有価証券）は令和 7（2025）年度末で 2,529 百万円

であり，積立率は 40.6％となっている。貸借対照表関係財務比率においては，自己資金

の割合である純資産構成比率（純資産÷総資産）が 87.8％あり，また短期的な支払い能

力を判断する流動比率（流動資産÷流動負債）は 217.4％である。借入金が無いことから

総負債比率（総負債÷総資産）は 12.1％となっており，持続的な法人運営が可能な財務

状況にあると判断している。 

 

人件費比率の推移 

  令和3年度 令和 4 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

大学部門 63.1％ 67.2％ 73.3％ 74.8％ 90.3％ 

学校法人全体 63.9％ 65.8％ 65.3％ 66.7％ 71.1％ 

 

教育研究経費比率の推移 

 令和3年度 令和 4 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

大学部門 38.4％ 36.0％ 33.0％ 33.3％ 56.9％ 

学校法人全体 28.4％ 34.1％ 25.3％ 27.5％ 33.0％ 

 

学生生徒の納付金収入が伸び悩む中，外部資金の獲得に努力をしている。私立大学等

改革総合支援事業（タイプ 1）は，令和 7（2025）年度も選定され 5 年連続の選定とな

った。千葉地区の大学連合プラットフォームによるタイプ 3 についても，令和 7（2025）

年度も選定され 7 年連続して選定された。文部科学省科学研究費は令和 7（2025）年度

に新たに 3 件採択された。又，採択率を上げるため，毎年説明会の実施や採択経験のあ

る教員からの報告会などを実施している。不選定であっても「A」判定の場合は，研究費

に 5 万円を，採択された場合は 10 万円を加算支給するなどの科研費採択奨励を制度化

し，支援を行っている。厚労科研費は令和 7（2025）年度についても 1 件を継続してい

る。このように学生確保が厳しくなる中，収入の確保に努め，教育研究の質低下を招く

ことのないように配慮をしながら，人件費の抑制，不要な経費の削減等を行うことによ

り収支バランスの確保を図っている。 

 

主な外部資金獲得状況                      単位：千円  

 特別補助 講習会等 施設利用料 科研費直接経費 

部門／年度 大学 大学・短期大学 法人 大学（件数） 

令和 7 年度 22,600  139 13,566 9,563（10） 

令和 6 年度 23,300  209 13,602 2,880 （3） 

令和 5 年度 10,500  379 19,134 2,600 （5） 

令和 4 年度 13,720 4,043 22,107 2,500 （5） 

令和 3 年度 16,770 6,489 18,768  5,000 （7） 
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          ※講習会等：免許状更新講習，特別支援免許認定講習，公開講座等 

              （令和 6 年度までは短期大学を含む。令和 7 年度は大学のみ。） 

 

③ 中期的な計画に基づく適切な財務運営 

本学は，今後の教育・研究活動の充実と持続的な発展を図るため，中期的な経営計画に

基づき，以下の方針に沿った財務運営を行っている。 
（1）長期的な財務の健全性の確保 

収支バランスを維持し，安定した財務基盤を築くことを最優先とし，収入の多様化

と安定化を図り，依存度の高い収入源のリスクを軽減する。 
（2）収入源の多角化と効率的な活用 

学費収入だけでなく，研究助成金，寄付金，産学連携事業，施設の有効活用など，

多様な収入源を積極的に確保する。これらの収入を戦略的に配分し，教育・研究の質

向上に資する投資を行う。 
（3）支出の最適化と投資の計画的実施 

教育・研究活動に必要な経費を適切に配分し，無駄を排除し，将来的な施設整備や

設備投資についても，中期計画に基づき計画的に資金を投入する。 
（4）予算管理とリスク対応 

中期的な財務計画に沿った予算編成と実績管理を徹底し，年度ごとの見直しを行い，

経済情勢や社会情勢の変化に備えたリスク管理体制を整備する。 
（5）透明性と説明責任の確保 

財務状況や運営方針について，関係者や外部に対して適切に情報公開し，監査や評

価を通じて，適正な財務運営を維持する。 

 

6-5．会計 

①会計処理の適正な実施 

②会計監査の体制整備と厳正な実施 

（1）6-5 の自己判定 

「基準項目 6-5 を満たしている。」 

 

（2）6-5 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

① 会計処理の適正な実施 

本学園の会計処理及び決算時の財務計算書類等の作成にあたっては，私立学校法や学

校法人会計基準に基づき，「学校法人植草学園経理規程」，「物品管理規程」，「固定資産管

理規程」等を定めて会計処理を行っている。会計処理において不明な点がある場合は，

文部科学省，日本私立学校振興・共済事業団，公認会計士に問合せ，適切な指導助言を

受けるようにしている。 

予算編成は，法人財務課により「学校法人植草学園中期計画 2024-2029」及び「学校

法人植草学園中期財務方針 2024-2029」に基づき予算編成方針(案)が作成され，9 月の理

事会で審議される。12 月には，各部門から次年度予算請求がなされ 1 月に予算原案が法

人財務課で作成される。理事長，学園事務局長による調整が行われ，各部門との折衝後
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に理事長により 3 月の常任理事会，理事会で審議・承認を受けている。 

補正予算の編成は原則として 3 月に行うが，必要が生じた場合には適宜行い，決算と

の乖離が大きくならないように配慮している。 

予算の執行管理は，各部門の予算執行状況を月毎に法人財務課でチェックし，財務状

況（財務計算書）については理事長，学園事務局長へ報告をしている。 

会計処理を行う事務職員は，文部科学省，日本私立学校振興・共済事業団，日本私立

大学協会等が主催する各種研修会へ随時参加し，会計に関する知識を深め，資質・能力

の向上に努めている。 

以上のように，学校法人会計基準や経理に関する規則などに基づく会計処理を適正に

実施している。また，予算と乖離がある決算額の科目については，適切に補正予算を編

成している。 

 

② 会計監査の体制整備と厳正な実施 

本法人の会計監査は，監査法人による会計監査と監事による監査を通じて厳正に実施

されている。令和 7（2025）年度の監査法人による監査は，年 4 回実施されている。 

会計監査の内容は，帳票，会計伝票，証憑書類，稟議書等の確認及び会計処理の妥当

性，予算執行状況の確認，規程との整合性，内部統制等について行われている。また，

決算期には，資産，負債の期末残高の確認と資金収支計算書，事業活動収支計算書，貸

借対照表の監査が行われている。さらに，監査法人は監査結果及び財務上の問題点やリ

スクについて，理事長同席のもと監事に対し，監査実施概要及び監査結果の説明を行っ

ている。  

監事は理事会，評議員会，常任理事会に毎回出席して，理事から業務の報告を聴取し，

重要な書類を閲覧して業務執行状況の適切性等について意見を述べている。また，会計

に関する監査については，監査法人の実施する会計監査に立ち会うとともに，監査法人

から監査結果の報告を受け，決算時には会計書類の閲覧等を行っている。業務及び財産

の状況についての監査結果については，理事会・評議員会で監査報告が行われている。 

内部監査においては，理事長から委嘱された内部監査人が文科省科研費助成金，学内共

同研究費等の適切な予算執行や事務処理について監査を行っている。また，平成30（2018）

年度から，内部監査担当が常任理事会へ出席するとともに，各課の業務内容について確認

を行うなど内部監査の充実に努めている。 

財務情報の公開については，6月の理事会で決算が承認された後，速やかに学校法人植

草学園情報公開・情報提供規程に基づき，財産目録，貸借対照表，収支計算書，事業報

告書，監事の監査報告書，役員名簿，学校法人植草学園役員報酬及び退職金等規程及び

寄附行為を，法人財務課及び学園が設置する学校等に備え付け，学生，保護者，教職員，

その他の利害関係人の閲覧に供することとしている。また，本法人のホームページにも

同様な掲載を行い，広く情報を公開している。 

以上のとおり，本学では会計監査などを行う体制を整備し，厳正に実施している。 

 

［基準 6 の自己評価］ 

（1）成果が出ている取組み，特色ある取組み 
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会計監査人，監事，内部監査室における監査が充実してきている。これらの監査人が

定期的に集まり，理事長の同席の下，監査情報の報告と意見交換を行うことができるよ

うになった。また，内部監査担当者は教授会へも陪席しており，大学の状況を理解の上

で監査が実施され，内部監査の充実が図られている。 

 

（2）自己点検・評価や外部による評価で発見された課題など 

大学の入学定員充足率が基準の水準を下回っていることが最も喫緊の課題である。 

新学部開設，新キャンパス開設を機に，学部・キャンパスの特性に応じた体制作りを

進めていく。そのために危機管理委員会を中心に，迅速かつ的確に危機管理体制の整備

を進めていくことが次年度にむけての大きな課題である。 

 

（3）課題などに対する改善状況と今後の取組み予定 

収支状況の改善に向けて，学生募集の強化，人件費の抑制，経費支出の削減を柱に学

園の経営改善計画が令和 6（2024）年に策定された。まだ，具体的な成果は出ていない

が，「少子化時代を支える新たな私立大学等の経営改革支援」に採択され助成金を獲得し

ている。この助成金の活用などにより，経営改善を着実に進めていく。 

 

Ⅳ．大学が独自に設定した基準による自己評価 

基準 A．地域社会との連携及び地域社会への貢献 

A-1．地域との連携・協力に関する方針と方策 

① 地域との連携・地域への貢献の意義及び方針の明確性 

② 地域との連携・地域への貢献に関する方策とその意義 

（1）A-1 の自己判定 

「基準項目 A-1 を満たしている。」 

 

（2）A-1 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

① 地域との連携・地域への貢献の意義及び方針の明確性 

 《貢献の意義》 

地域との連携を通じて地域社会に貢献することは，本学が子どもの教育と発達，リハ

ビリテーション及び看護に寄与する人材養成を行うという教育目的に合致している。子

育て，教育相談，高齢者への福祉向上等に貢献することは本学の社会的責任でもある。

また，学生にとっても，地域の子育てや教育相談，健康増進活動等への参加は，地域の

実際に触れ，社会人・職業人として自立するうえで有意義である。 

 

《方針の明確性》 

共生社会の実現を目指し，「インクルーシブを学び実践する学園」を標榜する本学にと

って，地域とともに生きることは基本である。各学部のディプロマ・ポリシーには，「〔共

生社会・障害支援〕共生社会の実現を目指し，障害や困難性のある人を支援することが

できる」・「〔社会貢献・地域支援〕関連する諸機関や人々との連携を保ち，地域社会に貢

献することができる」と明記しており，地域社会との連携・地域への貢献の方針は明確
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である。 

 

② 地域との連携・地域への貢献に関する方策とその意義 

大学として地域との連携・地域への貢献を組織的に行うため，学園事務局に地域連携

推進室を設置している。地域連携推進室は，大学が置く地域連携推進委員会と連携して，

地域のニーズに応えた活動の開発・立案・実践に努めている。大学主体で行われる活動

として，地域の子育て支援，高等学校との連携，出前授業，市民への公開講座の提供等

を行っている。 

令和 6（2024）年度末には，これまでの若葉区との連携等を踏まえ，本学の教育資源

を一層活用するため，「千葉市と植草学園大学との包括的な連携に関する協定」を締結し

た。令和 7（2025）年度から①健康づくりの促進，②パラスポーツの促進，③災害対応

体制の強化，④生物多様性の保全の 4 領域で連携強化を進めている。 

 

A-2．地域との連携・地域への貢献の具体性・継続性 

（1）A-2 の自己判定 

「基準項目 A-2 を満たしている。」 

 

（2）A-2 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

① 地域との連携・地域への貢献の具体性 

《大学主体の活動》 

1．子育て支援・教育実践センター 

平成 21（2009）年度開設の相談支援センターを改組し，平成 27（2015）年度に活動

開始した。千葉若葉キャンパス（こいっくおぐ）と千葉駅前キャンパス（こいっくべん）

に設置し，地域の子育てや教育等に役立つことをねらいとしている。 

利用状況（令和 7（2025）年度）：こいっくおぐ 子育て支援 1,623 組・子育て講座 5

回，こいっくべん 子育て支援 62 組（年 9 回＋こども園地域活動 9 回） 

コロナ禍後の令和 5（2023）年度から「地域連携・推進会議」を年 2 回（6 月・11 月）

再開し，地域の子育て支援関係機関 8 名と協議を実施。令和 7（2025）年度には現職保

育士・幼稚園教諭等を対象とした「保育充電講座」（全 2 回）を新設した。 

2．インクルーシブ社会創成センター 

平成 26（2014）年度創設の特別支援教育研究センターを改組し，令和 7（2025）年度

に新設した。特別支援教育・障害支援に関する学術的・実践的研究，書籍・報告書等の

刊行，社会啓発活動，教職員育成プログラム開発等を推進している。 

令和 7（2025）年度の主な活動：言語障害・発達障害通級指導教室 新担当者研修会（計

61 名参加），高等学校教員向け特別支援教育講座オンライン開催（全国から 101 名受講），

ニュースレター創刊号（令和 8（2026）年 2 月）を県内全小中高・特別支援学校・教育

委員会へ配付した。 

3．地域共創ケアセンター 

看護学部開設に伴い令和 7（2025）年 4 月に設立した。理念は「地域と共につくる学

びと実践の場」である。千葉市との包括連携協定に基づき，①青年期の健康的生活習慣
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定着のための効果的な取組の普及，②地域住民主体の体操教室等における健康教育の 2

プロジェクトを開始している。 

4．高大連携の推進 

平成 29（2017）年度から高大連携事業を展開している。令和 7（2025）年 3 月の合同

締結式により連携校は 26 校となった。次の 4 つの柱で事業を推進している。 

○ 連携体験授業：大学授業を高校生に開放している。私立高校の一部では公欠扱いに

より参加者が増加した。高校生に対するアンケートでは非常に好評であった。また，令

和 5（2023）年度から科目等履修生（夏季集中講座）制度を導入した。令和 7（2025）

年度は「心理学」講座 22 名，「音楽基礎」講座 1 名が受講し，うち 6 名が高大連携体験

型選抜入試で入学した。なお入学後はその単位が認定される。 

○ 教員等による出前授業：「講師プロフィール冊子」を配付し，高校生・職員・保護者

等を対象に高校側のニーズに即した授業を展開した。令和 6（2024）年度は桜林高等学

校にて作業療法学の講演を実施し好評を得た。 

○ 高大連携推進協議会：時代のニーズに応じたテーマを設定し協議している。26 校と

忌憚のない意見交換を行い，指定校の選定や「高大連携体験型選抜入学試験」の導入に

も反映させた。 

○ 高校生プレゼンテーションコンテスト：「理想の共生社会をめざして」をテーマに毎

年開催している。第 8 回となる令和 7（2025）年度は北海道・兵庫等を含む全国 17 校

18 組がエントリーしたため，初の書類による予選を実施し，15 校 16 組が本選に進出し

た。発表水準も飛躍的に向上している。 

5．公開講座 

公開講座委員会が計画・推進し，令和 7（2025）年度は YouTube によるオンデマンド

方式で 7 講座を実施し，受講者 394 名（延べ 961 名）であった。オンライン形式により

他県からの受講者も増加している。  

6．植草共生の森・ビオトープ 

平成 25（2013）年度から，校地に隣接する学園所有の 2 万㎡超の雑木林を「植草共生

の森」と名付け，里山の再生をテーマにビオトープとして整備している。生物多様性の

学習・憩いの場・地域住民との交流の場として活用されており，「ビオトープ祭り」には

毎回多くの地域住民が参加している。 

令和 7（2025）年度の第 12 回ビオトープ祭り（12 月 20 日）は 300 名限定（前年比

100 名増）で開催した。令和 3（2021）年度「日本生態系協会会長賞」，令和 5（2023）

年度「自然共生サイト」認定（国際データベース登録）と「第一生命財団賞」，令和 6（2024）

年度「日本自然保護大賞 2024」入選及び「千葉市都市文化賞 2024」優秀賞を受賞した。

令和 7（2025）年 9 月には新法（地域生物多様性増進法）施行後も環境省・農林水産省・

国土交通省より改めて「自然共生サイト」に認定された。令和 5（2023）年度からヘイ

ケボタルの自生も継続確認されている。 

 

《大学と自治体との連携協定に基づく活動》 

令和 4（2022）年 5 月，千葉市と「災害時等における施設の提供協力に関する協定」

を締結し，車中泊避難者向けスペース等を提供する体制を整備している。令和 7（2025）
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年 3 月には千葉市との包括連携協定を締結し，①健康づくりの促進 ②パラスポーツの

促進 ③災害対応体制の強化 ④生物多様性の保全の 4 領域について連携を強化してい

る。この中のパラスポーツ促進事業においては，千葉市パラスポーツ振興補助金を活用

した「うんどうあそび教室」を実施（令和 7（2025）年度：11/15・12/6 の 2 回）した。

この企画・運営には本学学生がボランティアとして主動的役割を果たした。なお，本学

は令和 5（2023）年度から公益財団法人日本パラスポーツ協会の初級パラスポーツ指導

員資格認定校となり，教養科目「パラスポーツ指導概論」を開講している。 

 

《学生主体の活動》 

令和 4（2022）年度から，ピアヘルパーサークルの学生が中高生の居場所カフェ「フ

リースペース W（わら）」を運営（千葉市若葉区都賀コミュニティセンター，毎月第 1・

3 水曜日）している。令和 7（2025）年度は千葉市こども企画課「どこでもこどもカフ

ェ事業補助金」を受給し継続している。株式会社ハウス食品研究所の協力で食品提供も

受けながら，毎回大学生・中高生各十数名が参加。地域関係団体とともに「第三の居場

所」として機能している。 

 

② 地域との連携・地域への貢献の継続性・発展性 

《高大連携事業》 

「高校生が本学の授業を受講する連携体験授業」は，連携校以外への参加促進と入学

への結びつきの分析を進め発展させる。「教員等による出前授業」は，配付拡大の工夫を

通じ一層の周知を図る。「高大連携推進協議会」では，協議会テーマに関して各校長から

学校経営上の課題等を伺い，その解決に役立つようなテーマを選び大学と高校の参加者

間で協議することで，各校の課題解決の一助となるような協議会を目指す。「高校生プレ

ゼンテーションコンテスト」は，高校生新聞等全国規模の媒体への広告出稿など，全国

規模の開催へ向けた具体的取組を進めている。 

 

《植草共生の森・ビオトープ》 

今後も「植草共生の森運営部会」や地域の NPO 等の支援を中心に，学園全体の取組

として学生や地域住民にも働きかけ，森の定期的な整備活動を続ける。「共生の森人」な

どの学生の主体的参加をいかに効果的に促すかが継続課題である。来訪者を交えた体験

型環境教育・ボランティア教育・リハビリ教育等の実習の場としての役割も一層充実さ

せる。 

 

《大学と自治体との連携》 

千葉市との包括連携協定を基盤に，4 領域での具体的取組を着実に進めていく。千葉

市若葉区との連絡会議は，感染症収束状況を踏まえながら再開を視野に入れ，有機的な

関係の深化を図る。地域の中で教育・保育・医療・看護の拠点として不可欠な存在とな

ることを目指す。 

 

［基準 A の自己評価］ 
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（1）成果が出ている取組み，特色ある取組み 

《高大連携事業》 

これまで連携校を中心に 4 つの柱で展開してきた高大連携事業は，本学の教育理念に

即した特色ある取組として着実な成果をあげている。連携体験授業は高校生から高評価

を受けるとともに，入試への連動（高大連携体験型選抜）も機能しつつある。高校生プ

レゼンテーションコンテストは第 8 回にして全国規模へと発展し，発表水準も飛躍的に

向上した。 

  

《植草共生の森・ビオトープ》 

10 年来の地域・学生・職員を巻き込んだ取組が，「日本生態系協会会長賞」「自然共生

サイト」認定・国際データベース登録，「日本自然保護大賞 2024」入選，「千葉市都市文

化賞 2024」優秀賞等として内外に高く評価されている。令和 5（2023）年度からのヘイ

ケボタル自生確認も環境改善の確かな証左である。 

 

（2）自己点検・評価や外部による評価で発見された課題など 

《高大連携事業の課題》 

○ 連携体験授業：参加高校生が入学に結びついているかを分析し，一般高校への参加

促進も検討する。 

○ 出前授業：講師プロフィール配付先の拡大（教員養成・医療系コース設置校，県外

等）と組織的体力の限界を見極める必要がある。 

○ 高大連携推進協議会：連携校の特徴の違いに即したマッチングの在り方を検討する。 

○ プレゼンテーションコンテスト：本学学生・一般聴講者の参加を増加させると同時

に，参加者増に伴う予選・本選の運営体制の整備を行う。 

 

《植草共生の森・ビオトープの課題》 

○ 学園全体での維持管理には一部職員・外部協力者の負担が集中しており，持続可能

な管理体制を構築する。 

○ 学生が主体的に森の維持管理を担う理想の実現に向けた方策を検討する。 

 

（3）課題などに対する改善状況と今後の取組み予定 

高大連携事業では，入試・広報課と連携した効果測定の仕組みを強化するとともに，

一般高校への働きかけを継続し，認知度向上を図る。ビオトープについては，学生の自

主的活動（「共生の森人」）を促す取組を強化し，持続可能な維持管理の体制整備を進め

る。千葉市との包括連携協定を基盤に，今後も地域にとって一層必要度の高い大学とし

て地域に定着することを目指す。 

 

以上のことから，地域との連携・協力関係の推進には十分に応えており，総合的に勘案

して基準 A を満たしていると判断できる。 
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Ⅴ．特記事項   

1．ちば産学官連携プラットフォームへの参画 

ちば産学官連携プラットフォームは，平成 30（2018）年に千葉市内の大学・短期大学

等 12 校が連携協定を締結して設立した。千葉市・千葉商工会議所との包括連携協定，地

元金融機関・企業・NPO 法人・公益法人等との連携を通じ，産学官の地域連携プラット

フォームを形成し，定期的な協議と事業の協働を実施している。 

本学は令和元（2019）年度から「こども子育て支援連携ワーキンググループ」の幹事

校として立ち上げ，参画校附属の子育て支援施設間の連携を図るとともに，令和 2（2020）

年度に YouTube チャンネル「ちばこども子育てスポット」を開設し，共同講座を運営し

ている。令和 7（2025）年度は 5 本（本学 2 本）の子育て講座をアップロードし，本学

の 2 講座は計 125 回（令和 8（2026）年 3 月現在）の視聴を記録した。 

生涯学習連携事業部会が主催する市民向け公開講座「ちば学リレー講座」では保健医

療学部の大平雅弘講師が「ちばの高齢者の健康」をテーマに参画した。教育連携事業部

会の共同開発科目「ボランティア・市民活動論 B」でも発達教育学部の栗原ひとみ教授

が登壇した。 

また，プラットフォームを通じた千葉市等からのボランティア募集に応えて，令和 7

（2025）年度は「YohaS2025」（6 月 6・7 日），「大賀ハスまつり」（6 月 21 日〜29 日），

「ちはなちゃんのお誕生日会」（11 月 23 日）に多数の本学学生が運営ボランティアとし

て参加した。 

 

2．音楽療法士（2 種）の養成 

令和 2（2020）年度のリハビリテーション学科設置に伴い，発達教育学部及び保健医

療学部の両学部で音楽療法士（2 種）の資格を取得できるカリキュラムを開設した。音

楽療法士は，幼児から高齢者まで心身に援助を必要としている人を，音楽療法の専門的

知識や演奏技術をもって支援する専門職である。欧米では医療・福祉現場で広く普及し

ているが，日本では普及拡大の途上にあり，リハビリテーション学科（作業療法・理学

療法等）で資格取得できる大学は少ない。 

令和 7（2025）年度卒業生は発達教育学部 4 名・保健医療学部 5 名の計 9 名が音楽療

法士（2 種）資格を取得した。令和 7（2025）年度から保健医療学部の学生のみが履修

できるカリキュラムに変更し，令和 7（2025）年度入学生 17 名が資格取得を目指して

受講している。 

 

3．認定絵本士の養成 

約 1 年の準備期間を経て，本学は令和 4（2022）年度，千葉県の 4 年制大学として初

めて認定絵本士養成講座を開設した。認定絵本士は，国立青少年教育振興機構が令和元

（2019）年 4 月に発足させた資格であり，子どもたちに絵本を手渡す保育者が絵本の専

門家としての自信と自己研鑽の力を備えることを目的としている。 

令和 7（2025）年度には初めての認定絵本士資格取得者 15 名の学生を輩出した。さ
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らに，NHK ラジオ深夜便「♯絵本でつながろう」に 6 名の学生が出演し，全国の聴取

者に絵本を紹介した。入学志願者の中には本資格取得を志願理由の一つとして挙げる受

験生もおり，本学の学生募集にも貢献していると考えられる。 

 

4．学生学内アルバイト 

本学では，学内アルバイトの提供という形で学生の経済的支援を行っている。学生が

協調性や社会性を身につけるとともに，大学の運営に関わっているという自覚をもって

もらう目的もある。オープンキャンパススタッフ，図書館受付及び整備業務，学内清掃

等，授業の空き時間を利用できるよう設計しており，経済的理由で学業の継続を諦める

ことなく学べる仕組みを構築している。 

 

Ⅵ．法令等の遵守状況一覧 

 

学校教育法 

 
遵守

状況 
遵守状況の説明 

該当 

基準項目 

第 83 条 ○ 
学則第 1 条（目的）に建学の主旨及びそれに基づいて大学の目的

を定めている。 
1-1 

第 83 条の 2 － 該当なし（専門職大学に係る条文のため） 1-1 

第 85 条 ○ 
学則第 6 条（学部，学科及び学生定員）に発達教育学部及び保健

医療学部の設置を定めている。 
1-1 

第 87 条 ○ 学則第 13 条（修業年限）に修業年限を４年と定めている。 4-1 

第 88 条 ○ 
学則第 44 条（入学前の既修得単位等の認定）に他大学等の修得単

位の認定について定めている。 
4-1 

第 88 条の 2 － 該当なし（専門職大学に係る条文のため） 4-1 

第 89 条 － 該当なし（早期卒業制度なし） 4-1 

第 90 条 ○ 学則第 19 条（入学資格）に定め，入学選抜を行っている。 3-1 

第 92 条 ○ 
学則第 10 条（職員組織）に教員の職位・役職及び事務職員を定め

組織編制を行っている。 

4-2 

5-1 

5-2 

第 93 条 ○ 
学則第 12 条（教授会）及び「植草学園大学教授会規程」に定め開

催している。 
5-1 

第 104 条 ○ 
学則第 53 条（学位の授与）及び「植草学園大学学位規程」に定め

ている授与している。 
4-1 

第 105 条 ○ 学則第 71 条（特別の課程）に定めている。 4-1 

第 108 条 － 該当なし（大学に短期大学を設置していない） 3-1 

第 109 条 ○ 
学則第 3 条（自己点検評価等）及び詳細を「植草学園大学点検評

価規程」に定め自己点検評価書を作成している。 
2-2 

第 113 条 ○ 学則第 4 条（教育研究活動等の状況についての情報の公表）に定 4-2 
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めており，大学ホームページ等において広く公表している。 

第 114 条 ○ 
学則第 10 条（職員組織）及び「植草学園組織規程」に定め事務職

員を置く。 

5-1 

5-3 

第 122 条 ○ 
学則第 23 条（編入学）第 1 項第 2 号に高等専門学校，短期大学の

卒業者の編入学を定めている。 
3-1 

第 132 条 ○ 
学則第 23 条（編入学）第 1 項第 3 号に専修学校の専門課程修了生

の編入学を定めている。 
3-1 

 

学校教育法施行規則 

 
遵守

状況 
遵守状況の説明 

該当 

基準項目 

第 4 条 ○ 

第 1 号については，学則第 13 条（修業年限），第 15 条（学年），

第 16 条（学期），第 17 条（休業日）で定めている。 

第２号については，学則第 6 条（学部，学科及び学生定員）で定

めている。 

第３号については，学則第 34 条（教育課程の編成方針），第 46 条

（1 年間の授業期間），第 47 条（各授業科目の授業期間）で定めて

いる。 

第４号については，学則第 48 条（成績評価基準等の明示等），第

49 条（考査），第 50 条（単位の認定）で定めている。 

第５号については，学則第 6 条（学部，学科及び学生定員）第２

項及び第 10 条（職員組織）で定めている。 

第６号については，第 18 条（入学の時期）から第 31 条（転学）

及び第 51 条（卒業）から第 53 条（学位の授与）で入学，退学，

転学，休学及び卒業に関する事項を定めている。 

第７号については，第 56 条（検定料，入学金及び授業料等の額）

から第 61 条（既納の検定料等）で定めている。 

第８号については，学則第 62 条（表彰），第 63 条（懲戒）におい

て定めている。 

第９号については， 学則第 70 条（健康管理室その他の厚生施設）

に定めているが，寄宿舎自体は設置していない。 

4-1 

4-2 

第 24 条 ― 指導要録法令対象外。ただし，学籍，成績等適正に管理している。 4-2 

第 26 条 

第 5 項 
○ 

学則第 63 条（懲戒）及び「植草学園大学学生懲戒規程」に定めて

いる。 
5-1 

第 28 条 ○ 

第 1 項第 1 号から第 7 号に示される表簿は，各所管部署において

備えている。また，保存年限は学校法人植草学園文書取扱規程に定

めている。 

4-2 

第 143 条 ○ 
「植草学園大学教授会規程」第 11 条（代議員会等）において定め

ている。 
5-1 
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第 146 条 ○ 学則第 44 条（入学前の既修得単位等の認定）に定めている。 4-1 

第 147 条 － 該当なし（早期卒業制度なし） 4-1 

第 148 条 － 
該当なし（特別の専門事項を教授研究する学部及び夜間において

授業を行う学部を設置していない） 
4-1 

第 149 条 － 該当なし（早期卒業制度なし） 4-1 

第 150 条 ○ 

学則第 19 条（入学資格）第 3 号から第 8 号に，文部科学大臣の定

めるところにより，これと同等以上の学力があると認められてい

る者について定めている。 

3-1 

第 151 条 － 該当なし（高校からの飛び級入学制度なし） 3-1 

第 152 条 － 該当なし（高校からの飛び級入学制度なし） 3-1 

第 153 条 － 該当なし（高校からの飛び級入学制度なし） 3-1 

第 154 条 － 該当なし（高校からの飛び級入学制度なし） 3-1 

第 161 条 ○ 
学則第 23 条（編入学）に短期大学卒業者の編入学について定めて

いる。 
3-1 

第 162 条 ○ 
個別規定されていないが，実例が生じた際は，学則第 25 条（転入

学）の規定において「大学」に相当するものとして適用する。 
3-1 

第 163 条 ○ 学則第 16 条（学期）に定めている。 4-2 

第 163 条の 2 ○ 

発達教育学部では，「植草学園大学インクルーシブ教育支援士及び

インクルーシブ教育・保育支援士の認定等に関する要項」の定めに

より，必要単位を取得した者に「インクルーシブ教育支援士，イン

クルーシブ教育・保育支援士（本学認定資格）」の学修証明書を交

付している。 

4-1 

第 164 条 ○ 学則第 71 条（特別の課程）に定めている。  4-1 

第 165 条の 2 ○ 

三つのポリシーは，大学ホームページに公開しているだけでなく，

アドミッション・ポリシーは，入学試験要項に，ディプロマ・ポリ

シー及びカリキュラム・ポリシーは，『履修要項』に明示している。 

1-1 

2-3 

3-1 

4-1 

4-2 

第 166 条 ○ 
学則第 3 条（自己点検評価等）及び「植草学園大学点検評価規程」

に定めている。 
2-2 

第 172 条の 2 ○ 
毎年 5 月 1 日現在の状況について大学ホームページにおいて公表

している。 

1-1 

3-1 

4-1 

4-2 

6-1 

第 173 条 ○ 学則第 52 条（卒業証書の授与）に定めている。 4-1 

第 178 条 ○ 
学則第 23 条（編入学）に高等専門学校卒業者の編入学について定

めている。 
3-1 

第 186 条 ○ 学則第 23 条（編入学）に専修学校専門課程修了者の編入学につい 3-1 
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て定めている。 

第 186 条の 4  － 令和 8 年 4 月適用の改正のため，令和 7 年度は該当なし 3-1 

 

大学設置基準  

 
遵守

状況 
遵守状況の説明 

該当 

基準項目 

第 1 条 ○ 

学則第 3 条（自己点検評価等）に基づく自己点検評価を毎年実施

し確認するとともに，定期に認証評価を受け，その結果を公表し，

教育研究水準の向上を図っている。 

2-2 

2-3 

第 2 条 ○ 

学則第 1 条（目的）及び「植草学園大学発達教育学部規程」「植草

学園大学保健医療学部規程」においてそれぞれ第 2 条（教育研究

上の目的）で定めている。 

1-1 

第 2 条の 2 ○ 
「植草学園大学入学者選抜規程」に基づき，適切な体制を整えて実

施している。 
3-1 

第 3 条 ○ 

学部は，教育研究上適当な規模内容を有し，教員の退職等の異動が

生じた場合には，「人事基本方針」に基づいて，当該学科の将来の

人員配置を見通した人事を進めており，法令上の必要人数を確保

できるようにしている。 

1-1 

第 4 条 ○ 
学部ごとにそれぞれ一学科設置しており，学則第 6 条（学部，学

科及び学生定員）に定めている。 
1-1 

第 5 条 － 該当なし（学科に代わる課程なし） 1-1 

第 6 条 ○ 
組織ごとに規程を定め，適切に運営できるよう教育研究実施組織

や施設，設備等備えている。 

1-1 

4-2 

5-2 

第 7 条 ○ 

法令に則り，必要教員数を確保するとともに，教員の定年規程を定

め，年齢が偏らないよう計画的に人事を進めている。 

各種委員会を教員と事務職員とで構成し，双方の連携・協働による

大学運営を進めている。大学運営に係る企画立案，大学以外の者と

の連携等大学運営に必要な業務を行うため大学事務局の他に学園

事務局を配置し連携を図っている。 

3-2 

3-3 

3-4 

4-2 

5-1 

5-2 

5-3 

第 8 条 ○ 
できる限り基幹教員を授業科目担当者として，基準遵守に努めて

いる。 

4-2 

5-2 

第 9 条 － 該当なし（全教員授業担当） 
4-2 

5-2 

第 10 条 

（旧第 13 条） 
○ 法令に則り，適正な教授数，教員数を確保している。 

4-2 

5-2 

第 11 条 ○ 
教授方法の改善を進めるために組織体制として，FD 委員会が設置

されている。FD 委員会は，教員のアクティブ・ラーニングや ICT

4-2 

4-3 
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を用いた教授法を先進的に実践している専任教員を講師に FD 研

修を開催している。授業改善の工夫を紹介し合い，情報交換を行う

ことで，引き続きより有効な授業方法等の改善・普及を図ってい

く。SD については，年間の研修内容，研修計画を定め，職員全員

参加による SD 研修を年に 2 回実施すると共に，管理職員は人事

考課研修等の管理職研修を適宜実施している。 

5-3 

第 12 条 ○ 
「学校法人植草学園管理職員選任規程」第２条第３項において定

め，学長を選考している。 
5-1 

第 13 条 ○ 
「植草学園大学教員選考規程」第 7 条（教授の資格）に基づき，

適切に審査している。 

4-2 

5-2 

第 14 条 ○ 
「植草学園大学教員選考規程」第 8 条（准教授の資格）に基づき，

適切に審査している。 

4-2 

5-2 

第 15 条 ○ 
「植草学園大学教員選考規程」第 9 条（講師の資格）に基づき，

適切に審査している。 

4-2 

5-2 

第 16 条 ○ 
「植草学園大学教員選考規程」第 10 条（助教の資格）に基づき，

適切に審査している。 

4-2 

5-2 

第 17 条 ○ 
「植草学園大学教員選考規程」第 11 条（助手の資格）に基づき，

適切に審査している。 

4-2 

5-2 

第 18 条 ○ 学則第 6 条（学部，学科及び学生定員）に定めている。 3-1 

第 19 条 ○ 
学則第 34 条（教育課程の編成方針）及び学部ごとに定めたカリキ

ュラム・ポリシーに基づき，教育課程を編成している。 
4-2 

第 19 条の 2 － 該当なし（連携開設科目なし） 4-2 

第 20 条 ○ 各学部規程の別表において示している。 4-2 

第 21 条 ○ 

設置基準を基に，学則第 45 条（単位の計算方法）及び各学部規程

の第 8 条（単位の計算方法）に定めている。これによらない演習

の一部及び実習については，別表の備考欄において取扱いを示し

ている。 

4-1 

第 22 条 ○ 学則第 46 条（1 年間の授業期間）に定めている。 4-2 

第 23 条 ○ 学則第 47 条（各授業科目の授業期間）に定めている。 4-2 

第 24 条 ○ 
授業を行う学生数は，授業を方法及び施設設備を考慮し，演習科目

は 50 人以下となるよう配慮している。 
4-2 

第 25 条 ○ 

学則第 36 条（授業の方法）・第 42 条（他の大学又は短期大学にお

ける授業科目の履修等）・第 43 条（大学以外の教育施設等におけ

る学修）に定めている。 

3-2 

4-2 

第 25 条の 2 ○ 

学則第 48 条（成績評価基準等の明示等）に基づき，授業の方法及

び内容並びに 1 年間の授業の計画，成績評価基準等について，各

科目のシラバスにおいて明示し，ホームページ上で公開している。 

4-1 

第 26 条 － 該当なし（昼夜開講制なし） 4-2 

第 27 条 ○ 学則第 49 条（考査）・第 50 条（単位の認定）に基づき，単位を授 4-1 



植草学園大学 

90 

与している。 

第 27 条の 2 ○ 

学則第 40 条（履修登録単位数の上限）及び各学部規程第 7 条（履

修登録単位数の上限），各学部の「履修登録単位数の上限に関する

細則」に定め，登録を認めている。 

4-2 

第 27 条の 3 - 該当なし（連携開設科目に係る単位の認定なし） 4-1 

第 28 条 ○ 
学則第 42 条（他の大学又は短期大学における授業科目の履修等）

に定め，運用している。 
4-1 

第 29 条 ○ 
学則第 43 条（大学以外の教育施設等における学修）に定め，運用

している。 
4-1 

第 30 条 ○ 
学則第 44 条（入学前の既修得単位等の認定）に定め，運用してい

る。 
4-1 

第 30 条の 2 ○ 

学則第 42 条第 3 項（外国の大学又は短期大学に留学する場合につ

いて準用）及び学則第 44 条（入学前の既修得単位等の認定）に定

め，運用している。 

4-2 

第 31 条 ○ 

学則第 66 条（科目等履修生）及び「植草学園大学科目等履修生規

程」により，授業に支障がない限りにおいて入学並びに単位認定を

行っている。 

4-1 

4-2 

第 32 条 ○ 学則第 51 条（卒業）において定め，運用している。 4-1 

第 33 条 - 該当なし（授業時間制の適用なし） 4-1 

第 34 条 ○ 

学生間の交流及び学生と教員等との間の交流が行えるなどの教育

にふさわしい環境をもち，学生が交流や休息に利用するのに適当

な空地（中庭広場等にベンチ等を置き，コミュニティスペースを設

置している。校舎周辺には芝生広場が２カ所あり，休憩やレクリエ

ーションに使用されている。），隣接して植草共生の森（ビオトー

プ）を整備している。 

3-5 

第 35 条 ○ 
運動場，体育館，フットサルコート等を整備しており，主に体育の

授業科目やサークルで使用している。 
3-5 

第 36 条 ○ 設置基準に基づいた施設を整備している。 3-5 

第 37 条 ○ 
設置基準に基づいて算定した校地面積を所有（参照：エビデンス集

（データ編）【共通基礎】）している。 
3-5 

第 37 条の 2 ○ 
設置基準に基づいて算定した校舎面積を所有（参照：エビデンス集

（データ編）【共通基礎】）している。 
3-5 

第 38 条 ○ 

設置基準に基づいて図書，学術雑誌，電磁的方法により提供される

学術情報や資料を備え，整理，提供を行い，専門的職員を中心とし

た運営を行っている。学生が主体的に教育研究を促進できるよう

な設備を備えている。 

3-5 

第 39 条 ○ 

発達教育学部は教員養成を主たる目的としているが，免許取得が

卒業要件ではないため附属学校は設置していない（参照：大学の設

置等に係る提出書類の作成の手引き（令和 5 年度改訂版）p346 の

3-5 
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Q.1-40）。なお，大学附属認定こども園（弁天こども園），附属美浜

幼稚園（休園中）を有している。 

第 39 条の 2 - 該当なし（薬学に関する学部学科の設置なし） 3-5 

第 40 条 ○ 適宜必要な種類及び数の機械，器具等を備えている。 3-5 

第 40 条の 2 - 該当なし（教育研究を行う二以上の校地なし） 3-5 

第 40 条の 3 ○ 教育研究経費として予算計上し，環境整備に努めている。 
3-5 

5-4 

第 40 条の 4 ○ 
学則第 6 条（学部，学科及び学生定員）に，本学の教育目的にふ

さわしい 2 学部 2 学科の名称を定めている。 
1-1 

第 41 条 - 該当なし（学部の組織の枠を越えた学位プログラムなし） 4-2 

第 42 条 - 該当なし（専門職学科の設置なし） 1-1 

第 42 条の 2 - 該当なし（専門職学科の設置なし） 3-1 

第 42 条の 3 - 該当なし（専門職学科の設置なし） 5-2 

第 42 条の 4 - 該当なし（専門職学科の設置なし） 4-2 

第 42 条の 5 - 該当なし（専門職学科の設置なし） 
4-2 

5-1 

第 42 条の 6 - 該当なし（専門職学科の設置なし） 4-2 

第 42 条の 7 - 該当なし（専門職学科の設置なし） 4-2 

第 42 条の 8 - 該当なし（専門職学科の設置なし） 4-1 

第 42 条の 9 - 該当なし（専門職学科の設置なし） 4-1 

第 42 条の 10 - 該当なし（専門職学科の設置なし） 3-5 

第 43 条 - 該当なし（共同教育課程の編成なし） 4-2 

第 44 条 - 該当なし（共同教育課程の編成なし） 4-1 

第 45 条 - 該当なし（共同学科の設置なし） 4-1 

第 46 条 - 該当なし（共同学科の設置なし） 
4-2 

5-2 

第 47 条 - 該当なし（共同学科の設置なし） 3-5 

第 48 条 - 該当なし（共同学科の設置なし） 3-5 

第 49 条 - 該当なし（共同学科の設置なし） 3-5 

第 49 条の 2 - 該当なし（工学に関する学部の設置なし） 4-2 

第 49 条の 3 - 該当なし（工学に関する学部の設置なし） 5-2 

第 49 条の 4 - 該当なし（工学に関する学部の設置なし） 5-2 

第 59 条 - 該当なし（外国に設けた組織の設置なし） 1-1 

第 60 条 - 該当なし（大学院大学の設置なし） 3-5 

第 62 条 - 
該当なし（新たな大学の設置又は薬学を履修する課程の修業年限

の変更に伴う段階的整備なし） 

3-5 

4-2 

5-2 

 

専門職大学設置基準 「該当なし」 
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遵守

状況 
遵守状況の説明 

該当 

基準項目 

第 1 条 -  
2-2 

2-3 

第 2 条 -  1-1 

第 3 条 -  3-1 

第 4 条 -  1-1 

第 5 条 -  1-1 

第 6 条 -  1-1 

第 7 条 -  

1-1 

4-2 

5-2 

第 8 条 -  3-1 

第 9 条 -  4-2 

第 10 条 
- 

 
4-2 

5-1 

第 11 条 -  4-2 

第 12 条 -  4-2 

第 13 条 -  4-2 

第 14 条 -  4-1 

第 15 条 -  4-2 

第 16 条 -  4-2 

第 17 条 -  4-2 

第 18 条 -  
3-2 

4-2 

第 19 条 -  4-1 

第 20 条 -  4-2 

第 21 条 -  4-1 

第 22 条 -  4-2 

第 23 条 -  4-1 

第 24 条 -  4-1 

第 25 条 -  4-1 

第 26 条 -  4-1 

第 27 条 -  4-2 

第 28 条 
- 

 
4-1 

4-2 

第 29 条 -  4-1 

第 30 条 -  4-1 

第 31 条 -  3-2 
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3-3 

3-4 

4-2 

5-1 

5-2 

5-3 

第 32 条 -  
4-2 

5-2 

第 33 条 -  
4-2 

5-2 

第 34 条 -  
4-2 

5-2 

第 35 条 -  5-2 

第 36 条 -  

4-2 

4-3 

5-3 

第 37 条 -  5-1 

第 38 条 -  
4-2 

5-2 

第 39 条 -  
4-2 

5-2 

第 40 条 -  
4-2 

5-2 

第 41 条 -  
4-2 

5-2 

第 42 条 -  
4-2 

5-2 

第 43 条 -  3-5 

第 44 条 -  3-5 

第 45 条 -  3-5 

第 46 条 -  3-5 

第 47 条 -  3-5 

第 48 条 -  3-5 

第 49 条 -  3-5 

第 50 条 -  3-5 

第 51 条 -  3-5 

第 52 条 -  3-5 

第 53 条 -  
3-5 

5-4 
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第 54 条 -  1-1 

第 55 条 -  4-2 

第 56 条 -  4-1 

第 57 条 -  4-1 

第 58 条 -  
4-2 

5-2 

第 59 条 -  3-5 

第 60 条 -  3-5 

第 61 条 -  3-5 

第 77 条 -  1-1 

第 78 条 -  

3-5 

4-2 

5-2 

 

学位規則 

 
遵守

状況 
遵守状況の説明 

該当 

基準項目 

第 2 条 ○ 学則第 53 条（学位の授与）に定めている。 4-1 

第 2 条の 3 － 該当なし（専門職大学が授与する学位の授与の要件のため） 4-1 

第 10 条 ○ 

「植草学園大学学位規程」第 5 条（学位に付する専攻分野の名称）

に，学部ごとに授与する学位に付記する専攻分野の名称を定めて

いる。 

4-1 

第 10 条の 2 － 該当なし（共同教育課程の編成なし） 4-1 

第 13 条 ○ 
学則及び「植草学園大学学位規程」に定めている。なお，学則は改

正があれば文部科学大臣に報告している。 
4-1 

 

私立学校法  

 
遵守

状況 
遵守状況の説明 

該当 

基準項目 

第 20 条 ○ 寄附行為第 40 条に定めている。 6-1 

第 27 条 ○ 寄附行為第 72 条に定めている。 6-1 

第 29 条 ○ 寄附行為第 7,8,11 条に定めている。 6-2 

第 30 条 ○ 寄附行為第 8 条に定めている。 6-2 

第 31 条 ○ 寄附行為第 9 条に定めている。 6-2 

第 36 条 ○ 寄附行為第 13 条に定めている。 

2-1 

2-3 

6-1 

6-2 

第 37 条 ○ 寄附行為第 15 条に定めている。 6-1 
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6-2 

第 39 条 ○ 寄附行為第 17 条に定めている。 

6-1 

6-2 

6-3 

第 43 条 ○ 寄附行為第 25 条に定めている。 6-2 

第 45 条 ○ 寄附行為第 26 条に定めている。 6-3 

第 46 条 ○ 寄附行為第 27 条に定めている。 6-3 

第 52 条 ○ 寄附行為第 32 条に定めている。 6-3 

第 54 条 ○ 寄附行為第 33 条に定めている。 6-3 

第 55 条 ○ 寄附行為第 32 条に定めている。 6-3 

第 56 条 ○ 寄附行為第 33 条に定めている。 6-3 

第 61 条 ○ 寄附行為第 35 条に定めている。 6-3 

第 62 条 ○ 寄附行為第 36 条に定めている。 6-3 

第 66 条 ○ 寄附行為第 40 条に定めている。 6-3 

第 78 条 ○ 寄附行為第 50 条に定めている。 6-3 

第 80 条 ○ 寄附行為第 53 条に定めている。 
6-3 

6-5 

第 86 条 ○ 寄附行為第 58 条に定めている。 6-5 

第 99 条 ○ 寄附行為第 60 条に定めている。 

1-1 

2-3 

6-4 

第 100 条 ○ 寄附行為第 61 条に定めている。 
6-2 

6-3 

第 103 条 ○ 寄附行為第 71 条に定めている。 

6-1 

6-2 

6-3 

6-4 

6-5 

第 104 条 ○ 寄附行為第 71 条に定めている。 
6-2 

6-5 

第 105 条 ○ 寄附行為第 71 条 2 項に定めている。 6-3 

第 106 条 ○ 寄附行為第 72 条 2 項に定めている。 6-1 

第 107 条 ○ 寄附行為第 72 条に定めている。 6-1 

第 108 条 ○ 寄附行為第 74 条に定めている。 6-1 

第 144 条 ○ 寄附行為第 6 条 3 項に定めている。 6-5 

第 145 条 － 該当なし 6-3 

第 146 条 ○ 寄附行為第 17 条に定めている。 6-2 

第 148 条 ○ 寄附行為第 32,34,60 条に定めている。 
1-1 

2-1 
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2-3 

6-1 

6-4 

第 151 条 ○ 寄附行為第 78 条に定めている。 6-1 

 

学校教育法（大学院関係） 

 
遵守

状況 
遵守状況の説明 

該当 

基準項目 

第 99 条 －  1-1 

第 100 条 －  1-1 

第 102 条 －  3-1 

 

学校教育法施行規則（大学院関係） 

 
遵守

状況 
遵守状況の説明 

該当 

基準項目 

第 155 条 －  3-1 

第 156 条 －  3-1 

第 157 条 －  3-1 

第 158 条 －  3-1 

第 159 条 －  3-1 

第 160 条 －  3-1 

 

大学院設置基準「該当なし」 

 
遵守

状況 
遵守状況の説明 

該当 

基準項目 

第 1 条 －  
2-2 

2-3 

第 1 条の 2 －  1-1 

第 1 条の 3 －  3-1 

第 2 条 －  1-1 

第 2 条の 2 －  1-1 

第 3 条 －  1-1 

第 4 条 －  1-1 

第 5 条 －  1-1 

第 6 条 －  1-1 

第 7 条 －  1-1 

第 7 条の 2 

－ 

 

1-1 

4-2 

5-2 
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第 7 条の 3 －  

1-1 

4-2 

5-2 

第 8 条 －  

3-2 

3-3 

3-4 

4-2 

5-1 

5-2 

5-3 

第 9 条 －  
4-2 

5-2 

第 9 条の 3 －  

4-2 

4-3 

5-3 

第 10 条 －  3-1 

第 11 条 －  4-2 

第 12 条 
－ 

 
3-2 

4-2 

第 13 条 
－ 

 
3-2 

4-2 

第 14 条 －  4-2 

第 14 条の 2 －  4-1 

第 15 条 －  

3-2 

3-5 

4-1 

4-2 

第 16 条 －  4-1 

第 17 条 －  4-1 

第 19 条 －  3-5 

第 20 条 －  3-5 

第 21 条 －  3-5 

第 22 条 －  3-5 

第 22 条の 2 －  3-5 

第 22 条の 3 －  
3-5 

5-4 

第 22 条の 4 －  1-1 

第 23 条 －  1-1 

第 24 条 －  3-5 
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第 25 条 －  4-2 

第 26 条 －  4-2 

第 27 条 －  
4-2 

5-2 

第 28 条 －  

3-2 

4-1 

4-2 

第 29 条 －  3-5 

第 30 条 －  
3-2 

4-2 

第 30 条の 2 －  4-2 

第 31 条 －  4-2 

第 32 条 －  4-1 

第 33 条 －  4-1 

第 34 条 －  3-5 

第 34 条の 2 －  4-2 

第 34 条の 3 －  5-2 

第 43 条 －  3-3 

第 44 条 －  3-4 

第 46 条 －  1-1 

第 47 条 －  
3-5 

5-2 

 

専門職大学院設置基準「該当なし」 

 
遵守

状況 
遵守状況の説明 

該当 

基準項目 

第 1 条 －  
2-2 

2-3 

第 2 条 －  1-1 

第 3 条 －  4-1 

第 4 条 －  

4-2 

5-1 

5-2 

第 5 条 －  
4-2 

5-2 

第 5 条の 2 －  

4-2 

4-3 

5-3 

第 6 条 －  4-2 
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第 6 条の 2 －  
4-2 

5-1 

第 6 条の 3 －  4-2 

第 7 条 －  4-2 

第 8 条 －  
3-2 

4-2 

第 9 条 －  
3-2 

4-2 

第 10 条 －  4-1 

第 11 条 －  4-2 

第 12 条 －  4-1 

第 13 条 －  4-1 

第 14 条 －  4-1 

第 15 条 －  4-1 

第 16 条 －  4-1 

第 17 条 －  

1-1 

3-2 

3-5 

4-2 

5-2 

第 18 条 －  

1-1 

4-1 

4-2 

第 19 条 －  3-1 

第 20 条 －  3-1 

第 21 条 －  4-1 

第 22 条 －  4-1 

第 23 条 －  4-1 

第 24 条 －  4-1 

第 25 条 －  4-1 

第 26 条 －  

1-1 

4-1 

4-2 

第 27 条 －  4-1 

第 28 条 －  4-1 

第 29 条 －  4-1 

第 30 条 －  4-1 

第 31 条 －  4-2 

第 32 条 －  4-2 
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第 33 条 －  4-1 

第 34 条 －  4-1 

第 42 条 －  
2-2 

2-3 

 

学位規則（大学院関係）「該当なし」 

 
遵守

状況 
遵守状況の説明 

該当 

基準項目 

第 3 条 －  4-1 

第 4 条 －  4-1 

第 5 条 －  4-1 

第 5 条の 3 －  4-1 

第 12 条 －  4-1 

 

大学通信教育設置基準「該当なし」 

 
遵守

状況 
遵守状況の説明 

該当 

基準項目 

第 1 条 －  
2-2 

2-3 

第 2 条 －  4-2 

第 3 条 －  
3-2 

4-2 

第 4 条 －  4-2 

第 5 条 －  4-1 

第 6 条 －  4-1 

第 7 条 －  4-1 

第 8 条 －  
4-2 

5-2 

第 9 条 －  3-5 

第 10 条 －  3-5 

第 11 条 －  
3-2 

4-2 

第 13 条 －  
2-2 

2-3 

※「遵守状況」の欄に，法令等の遵守の状況を「○」「×」で記載し，該当しない場合は「-」で記載するこ

と。 

※「遵守状況の説明」は簡潔に記載すること。 

※大学院等を設置していないなど，組織自体がない場合は，法令名の横に「該当なし」と記載すること。 
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Ⅶ．エビデンス集一覧 

エビデンス集（デ-タ編）一覧 

コ-ド タイトル 備考 

【共通基礎】 認証評価共通基礎デ-タ  

【表 F-1】 理事長名，学長名等  

【表 F-2】 附属校及び併設校，附属機関の概要  

【表 F-3】 外部評価の実施概要  

【表 3-1】 学部，学科別在籍者数（過去 5 年間）  

【表 3-2】 研究科，専攻別在籍者数（過去 3 年間） 該当なし 

【表 3-3】 学部，学科別退学者数及び留年者数の推移（過去 3 年間）  

【表 3-4】 就職相談室等の状況  

【表 3-5】 就職の状況（過去 3 年間）  

【表 3-6】 卒業後の進路先の状況（前年度実績）  

【表 3-7】 大学独自の奨学金給付・貸与状況（授業料免除制度）（前年度実績）  

【表 3-8】 学生の課外活動への支援状況（前年度実績）  

【表 3-9】 学生相談室，保健室等の状況  

【表 3-10】 附属施設の概要（図書館除く） 該当なし 

【表 3-11】 図書館の開館状況  

【表 3-12】 情報センタ-等の状況  

【表 4-1】 授業科目の概要  

【表 4-2】 修得単位状況（前年度実績）  

【表 4-3】 年間履修登録単位数の上限と進級，卒業（修了）要件（単位数）  

【表 5-1】 職員数と職員構成（正職員・嘱託・パ-ト・派遣別，男女別，年齢別）  

【表 6-1】 財務情報の公表（前年度実績）  

【表 6-2】 事業活動収支計算書関係比率（法人全体のもの）  

【表 6-3】 事業活動収支計算書関係比率（大学単独）  

【表 6-4】 貸借対照表関係比率（法人全体のもの）  

【表 6-5】 要積立額に対する金融資産の状況（法人全体のもの）（過去 5 年間）  

※該当しない項目がある場合は，備考欄に「該当なし」と記載。 

 

エビデンス集（資料編）一覧 

基礎資料 

コ-ド 
タイトル  

該当する資料名及び該当ペ-ジ 備考 

【資料 F-1】 
寄附行為 

・学校法人植草学園寄附行為  

【資料 F-2】 
大学案内 

・植草学園大学 GUIDE BOOK 2026  

【資料 F-3】 
大学学則，大学院学則 

・植草学園大学学則  

【資料 F-4】 
学生募集要項，入学者選抜要綱 

・2026（令和 8）年度入学試験要項   

【資料 F-5】 
学生便覧 

・令和 7 年度 履修要項  

【資料 F-6】 
大学組織図 

・令和 7 年度学園組織図  

【資料 F-7】 事業計画書 
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・令和 8 年度(2026 年度)植草学園事業計画  

【資料 F-8】 
事業報告書 

・令和 7 年度（2025 年度）植草学園事業報告書   

【資料 F-9】 
中期的な計画 

学校法人植草学園将来構想中期計画（UGPlan2024-2029）  

【資料 F-10】 
法人及び大学の規定一覧及び規定集 

・学校法人植草学園規程一覧，植草学園大学規程一覧  

【資料 F-11】 

理事，監事，評議員，会計監査人の名簿（外部役員・内部役員）及び理事会，評議員会の前

年度開催状況（開催日，開催回数，議題一覧，出席状況など）がわかる資料 

・令和 7 年度 学校法人植草学園 理事・常任理事・監事・評

議員名簿 

・令和 7 年度 学校法人植草学園 理事会・評議員会の開催状況 

 

【資料 F-12】 

決算等の計算書類（過去 5 年間），監事監査報告書（過去 5 年間），会計監査報告（過去

5 年間）及び財産目録（最新のもの） 

・令和 3 年度～令和 7 年度計算書類 

・令和 3 年度～令和 7 年度監事監査結果について（報告） 
 

【資料 F-13】 
履修要項，シラバス 

・令和７年度履修要項，令和 7 年度授業概要（シラバス） 履修要項は F-5 参照。 

【資料 F-14】 

三つのポリシー一覧（策定単位ごと） 

・3 学部 アドミッション・ポリシー 

・発達教育学部：CP，DP 

・保健医療学部：CP，DP 

・看護学部：CP，DP 

 

【資料 F-15】 

設置計画履行状況等調査結果への対応状況（直近のもの） 

・令和７年度 植草学園大学看護学部看護学科 設置計画履行

状況報告書 （結果への対応は R8 年度提出予定） 
 

【資料 F-16】 
認証評価で指摘された事項への対応状況（直近のもの） 

・令和 2 年度認証評価受審時の指摘事項への対応  

 

 

基準 1．使命・目的   

基準項目 

コ-ド 該当する資料名及び該当ペ-ジ 備考 

1-1．使命・目的及び教育研究上の目的の反映 

大学のウェブサイトで使命・目的，教育研究上の目的などを示す部分の URL 

【1-1-1】 
https://www.uekusa.ac.jp/education_research-

2/information_public_education/the-purpose-of-the-study 
 

使命・目的及び教育研究上の目的を検証する会議体の規則 

【1-1-2】 学校法人植草学園常任理事会規程  

【1-1-3】 植草学園大学将来構想検討委員会規程  

【1-1-4】 学校法人植草学園組織規程   

【1-1-5】 植草学園大学教学改革推進センター規程  

自己点検評価書の記述内容に応じて提出する資料 

【1-1-a】 植草学園大学学則第 1 条 【資料 F-3】に同じ 

【1-1-b】 

発達教育学部規程第 2 条 

保健医療学部規程第 2 条 

看護学部規程第 2 条 

 

【1-1-c】 『令和 7 年度 履修要項』抜粋（教育の特色）  

https://www.uekusa.ac.jp/education_research-2/information_public_education/the-purpose-of-the-study
https://www.uekusa.ac.jp/education_research-2/information_public_education/the-purpose-of-the-study
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【1-1-d】 

植草学園大学ホームページ 発達教育学部紹介ページ

(https://www.uekusa.ac.jp/university/dev_ed)  

保健医療学部紹介ページ

(https://www.uekusa.ac.jp/university/hea_medi) 

看護学部紹介ページ 

(https://www.uekusa.ac.jp/university/page-92645) 

 

【1-1-e】 令和 5 年度 第 7 回理事会議事要録（R6.3.29）  

【1-1-f】 学校法人植草学園将来構想中期計画 2024-2029 【資料 F-9】に同じ 

【1-1-g】 令和 7 年度（2025 年度）植草学園事業報告書 【資料 F-8】に同じ 

【1-1-h】 
令和 5 年度 第 1 回植草学園大学将来構想検討委員会議事要旨

（R5.10.4） 
 

 

基準 2．内部質保証   

基準項目 

コ-ド 該当する資料名及び該当ペ-ジ 備考 

2-1．内部質保証の組織体制 

内部質保証に関する全学的な方針 

【2-1-1】 植草学園大学内部質保証に関する全学的な方針  

【2-1-2】 学校法人植草学園将来構想中期計画（UGPlan2024-2029） 【資料 F-9】に同じ 

内部質保証のための組織図 

【2-1-3】 植草学園大学の内部質保証の組織図  

内部質保証に責任を持つ会議体の規則 

【2-1-4】 植草学園大学点検評価規程  

【2-1-5】 学校法人植草学園組織規程 【1-1-4】に同じ 

【2-1-6】 植草学園大学教学改革推進センター規程 【1-1-5】に同じ 

【2-1-7】 植草学園大学ファカルティ・ディベロップメントに関する規程  

自己点検評価書の記述内容に応じて提出する資料 

【2-1-a】 
令和 7 年度 植草学園大学教学改革推進センター運営委員会議事要旨

（第 1 回～第 5 回） 
 

【2-1-b】 令和 7 年度 FD 研修会実施状況  

2-2．内部質保証のための自己点検・評価 

自己点検・評価に関する規則 

【2-2-1】 植草学園大学点検評価規程 【2-1-4】に同じ 

直近の自己点検・評価の報告書 

【2-2-2】 

令和 6 年度大学自己点検評価書 大学ホームページ 

https://www.uekusa.ac.jp/uekusa_wp/wp-

content/uploads/2025/08/baf030ca8b9e24d0623e479989454c2e.pdf 

 

自己点検・評価を担当する会議体の議事録 

【2-2-3】 令和 7 年度 大学自己点検評価委員会議事要旨（第 1 回～第 4 回）  

自己点検・評価の結果を学内に周知したことを示す文書 

【2-2-4】 
【報告】大学「令和 6 年度 自己点検評価書」等の公開について 

（R7.8.5 学内メール） 
 

IR などを検討する会議体の規則 

【2-2-5】 植草学園大学教学改革推進センター規程 【1-1-5】に同じ 

自己点検評価書の記述内容に応じて提出する資料 

【2-2-a】 令和 7 年度 大学 FD 委員会議事要旨（第 1 回～第 5 回）  

2-3．内部質保証の機能性 

学生の意見・要望をくみ上げ，教育研究や大学運営の改善・向上につなげるシステムを示す図など 

【2-3-1】 学生の声に基づく教育改善の PDCA サイクル（図）  

学生の意見・要望のくみ上げを計画・実施する会議体の規則 

https://www.uekusa.ac.jp/university/dev_ed
https://www.uekusa.ac.jp/university/hea_medi
https://www.uekusa.ac.jp/university/page-92645
https://www.uekusa.ac.jp/uekusa_wp/wp-content/uploads/2025/08/baf030ca8b9e24d0623e479989454c2e.pdf
https://www.uekusa.ac.jp/uekusa_wp/wp-content/uploads/2025/08/baf030ca8b9e24d0623e479989454c2e.pdf
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【2-3-2】 植草学園大学ファカルティ・ディベロップメントに関する規程 【2-1-7】に同じ 

【2-3-3】 植草学園大学教務委員会規程  

学外関係者の意見・要望をくみ上げ，教育研究や大学運営の改善・向上につなげるシステムを示す図など 

【2-3-4】 
学外関係者の意見・要望をくみ上げ，教育研究や大学運営の改善・向

上につなげるシステムを示す図 
 

学外関係者の意見・要望のくみ上げを計画・実施する会議体の規則 

【2-3-5】 植草学園大学点検評価規程 【2-1-4】に同じ 

三つのポリシーを起点とした内部質保証を行い，その結果を教育研究の改善・向上に生かすことを検討する会議体

の議事録 

【2-3-6】 
令和 7 年度 植草学園大学教学改革推進センター運営委員会議事要旨

（第 1 回～第 5 回） 
【2-1-a】に同じ 

自己点検・評価などの結果を大学運営の改善・向上に生かすことを検討する会議体の議事録 

【2-3-7】 該当資料なし  

自己点検・評価などの結果を学生や学外関係者に公表・説明したことを示す文書など 

【2-3-8】 

令和 6 年度大学自己点検評価書 大学ホームページ 

https://www.uekusa.ac.jp/uekusa_wp/wp-

content/uploads/2025/08/baf030ca8b9e24d0623e479989454c2e.pdf 

【2-2-2】に同じ 

自己点検評価書の記述内容に応じて提出する資料 

【2-3-a】 
令和 7 年度植草学園大学「学生による授業改善のための実態調査」

実施概要及び結果 
 

【2-3-b】 
外部評価委員からの意見・提言及びそれを受けての大学の所見・改善

策等 
 

【2-3-c】 長柄町教育長・福祉課長との懇談記録（R6.9.4）  

【2-3-d】 令和 7 年度実施 卒業生就職先企業アンケート結果 

(発達教育学部・保健医療学部) 
 

【2-3-e】 令和 7 年度第 4 回植草学園大学 FD 研修会次第（R8.2.18）  

 

基準 3．学生 

基準項目 

コ-ド 該当する資料名及び該当ペ-ジ 備考 

3-1．学生の受入れ 

アドミッション・ポリシーを示す部分の URL 

【3-1-1】 

植草学園大学ホームページ 入試情報 アドミッション・ポリ

シー 

https://www.uekusa.ac.jp/entrance_exam/admission_policy 

 

アドミッション・ポリシーを策定する会議体の規則 

【3-1-2】 該当資料なし  

入試方法の検討と検証を行う会議体の規則 

【3-1-3】 植草学園大学入試委員会規程  

3-2．学修支援 

学修支援に関する方針・計画 

【3-2-1】 

大学ホームページ HOME〉大学〉学位授与方針及び教育課程

編成・実施方針等 

学修支援に関する基本方針 

https://www.uekusa.ac.jp/page-101009/policy 

 

学修支援に関する会議体の規則 

【3-2-2】 植草学園大学教務委員会規程 【2-3-3】に同じ 

【3-2-3】 植草学園大学教養教育科目履修細則  

【3-2-4】 植草学園大学発達教育学部教務委員会規程 

植草学園大学保健医療学部教務委員会規程 

植草学園大学看護学部教務委員会規程 

 

https://www.uekusa.ac.jp/uekusa_wp/wp-content/uploads/2025/08/baf030ca8b9e24d0623e479989454c2e.pdf
https://www.uekusa.ac.jp/uekusa_wp/wp-content/uploads/2025/08/baf030ca8b9e24d0623e479989454c2e.pdf
https://www.uekusa.ac.jp/entrance_exam/admission_policy
https://www.uekusa.ac.jp/page-101009/policy
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【3-2-5】 植草学園大学発達教育学部合同実習委員会規程  

【3-2-6】 植草学園大学教職・公務員支援センター規程  

【3-2-7】 植草学園大学キャリア支援委員会規程  

TA，SA などに関する規則 

【3-2-8】 該当なし  

オフィスアワ-を学生に周知したこと示す文書 

【3-2-9】 令和 7 年度授業概要（シラバス） 【資料 F-13】に同じ 

障がいのある学生への学修支援に関する方針・計画，実施状況 

【3-2-10】 
植草学園大学障害等のある学生支援ガイドブック 

（障害等のある学生の修学支援に関するガイドライン P.31） 
 

【3-2-11】 障害等のある学生支援ガイド（リーフレット）  

【3-2-12】 
令和 7 年度第 1 回～第 5 回植草学園大学障害等のある学生支

援会議 議事録 
 

退学，休学，留年などの実態及び原因分析，改善方策などを検討する会議体の規則 

【3-2-13】 植草学園大学教学改革推進センター規程 【1-1-5】に同じ 

【3-2-14】 植草学園大学教務委員会規程 【2-3-3】に同じ 

自己点検評価書の記述内容に応じて提出する資料 

【3-2-a】 令和 7 年度 学生生活の手引き  

【3-2-b】 

小学校及び特別支援教育教員採用選考学習会「教育サポートス

タッフ」研修内容およびマニュアル-大学発達教育学部・科目等

履修生- 

 

【3-2-c】 

バリアフリーマップ（バリアフリートイレ，スロープ，避難場

所等のご案内） 

https://www.uekusa.ac.jp/school_life/barrier_free_map 

 

3-3．キャリア支援 

キャリア支援に関する方針・計画 

【3-3-1】 
令和 7 年度 キャリア支援年間活動計画 

（発達教育学部・保健医療学部・看護学部） 
 

キャリア支援に関する授業科目名一覧 

【3-3-2】 
令和 7 年度 植草学園大学キャリア支援に関する授業科目名一

覧（発達教育学部・保健医療学部・看護学部） 
 

キャリア支援に関する会議体の規則 

【3-3-3】 

植草学園大学発達教育学部キャリア支援委員会規程 

植草学園大学保健医療学部キャリア支援委員会規程 

植草学園大学看護学部キャリア支援委員会規程 

 

【3-3-4】 植草学園大学教職・公務員支援センター運営委員会規程  

教育課程外のキャリア支援のための講座やガイダンスなど一覧 

【3-3-5】 2025 年度 教職・公務員支援センター 年間計画表【小・特版】  

【3-3-6】 令和 7 年度 公務員（保育教諭・保育士）試験対策講座計画  

【3-3-7】 令和7年度 植草学園大学保健医療学部 就職説明会 実施要領  

自己点検評価書の記述内容に応じて提出する資料 

【3-3-a】 植草学園大学と千葉公共職業安定所との就職支援協定  

【3-3-b】 2025 年度 発達教育学部キャリア演習予定一覧  

【3-3-c】 
令和 7 年度 保健医療学部キャリア支援委員会報告 

（第 1 回～第 4 回） 
 

【3-3-d】 2025年度 看護学部キャリア支援委員会 活動報告（案）  

3-4．学生サ-ビス 

学生生活支援に関する方針・計画 

【3-4-1】 令和 7 年度 学生生活の手引き 【3-2-a】に同じ 

学生生活支援に関する会議体の規則 

【3-4-2】 植草学園大学学生委員会規程  

https://www.uekusa.ac.jp/school_life/barrier_free_map
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学生の課外活動の支援に関する規則 

【3-4-3】 植草学園大学学友会会則  

【3-4-4】 植草学園大学サークル棟使用規程  

奨学金に関する規則 

【3-4-5】 植草学園大学学費等取扱規程  

【3-4-6】 学校法人植草学園植草こう特別教育資金規程  

【3-4-7】 植草学園大学・植草学園短期大学スカラシップ制度規程 

（令和 7 年度生対応） 
 

自己点検評価書の記述内容に応じて提出する資料 

【3-4-a】 令和 7 年度 健康管理室利用状況および感染症罹患状況  

【3-4-b】 令和 7 年度 本学における学生心理相談の概要  

【3-4-c】 令和 7 年度ハラスメント防止委員会議事録（第 1 回～第 3 回）

及び令和 7 年度ハラスメント防止委員会・ハラスメントアンケ

ート集計結果 

 

【3-4-d】 2025 年度 サークル一覧  

3-5．学修環境の整備 

施設・設備の管理に関する規則 

【3-5-1】 学校法人植草学園防災規程  

【3-5-2】 学校法人植草学園防災規程千葉若葉キャンパス実施細則  

【3-5-3】 学校法人植草学園施設・設備貸出規程  

ICT 環境について学生に周知したことを示す文書 

【3-5-4】 
メディアセンター・スタディコート・トライアルコートの利用

（2025 年度_大学_履修要項） 
 

【3-5-5】 
公開型無線 LAN 設定変更のお知らせ 

（キャンパスプランポータル通知） 
 

図書館に関する規則 

【3-5-6】 植草学園大学図書館規程  

【3-5-7】 植草学園大学図書館利用細則  

【3-5-8】 植草学園大学図書館運営委員会規程  

【3-5-9】 植草学園大学図書館における図書館資料の除籍・廃棄に関する

内規 
 

図書館利用案内 

【3-5-10】 図書館利用案内 2025  

建物の耐震化率を示す文書 

【3-5-11】 校舎等の耐震化率（ホームページ 教育情報の公表）  

臨地実務実習施設一覧（専門職大学のみ） 

【3-5-○】 該当なし  

自己点検評価書の記述内容に応じて提出する資料 

【3-5-a】 図書館利用状況の概要（令和元年度～令和 7 年度）  

【3-5-b】 図書館資料の所蔵状況  

【3-5-c】 令和７(2025)年度図書館ガイダンス実施一覧  

 

基準 4．教育課程   

基準項目 

コ-ド 該当する資料名及び該当ペ-ジ 備考 

4-1．単位認定，卒業認定，修了認定 

ディプロマ・ポリシーを示す部分の URL 

【4-1-1】 
ホームページ 学位授与方針（ディプロマ・ポリシー） 

https://www.uekusa.ac.jp/page-101009/policy 
 

ディプロマ・ポリシーを策定する会議体の規則 

https://www.uekusa.ac.jp/page-101009/policy
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【4-1-2】 植草学園大学教学改革推進センター規程 【1-1-5】に同じ 

学生にディプロマ・ポリシーの内容を説明する文書など 

【4-1-3】 
令和 7 年度 履修要項 

（冒頭のディプロマ・ポリシー，カリキュラム・ポリシー） 
【資料 F-13】に同じ 

【4-1-4】 
ホームページ 学位授与方針（ディプロマ・ポリシー） 

https://www.uekusa.ac.jp/page-101009/policy 
【4-1-1】に同じ 

学位規則，学位審査基準 

【4-1-5】 植草学園大学学則 【資料 F-3】に同じ 

【4-1-6】 植草学園大学学位規程  

進級・卒業・単位認定に関する規則 

【4-1-7】 

植草学園大学発達教育学部規程 

植草学園大学保健医療学部規程 

植草学園大学看護学部規程 

 

【4-1-8】 植草学園大学教養教育科目履修細則  

【4-1-9】 植草学園大学保健医療学部進級基準及び学外実習履修資格に

関する規程 

植草学園大学看護学部進級及び臨地実習履修の要件に関する

細則 

 

単位認定，進級，卒業判定を行う会議体の規則 

【4-1-10】 植草学園大学教授会規程  

入学前の実務経験を通じて修得している実践的な能力の単位認定の基準（専門職大学のみ） 

【4-1-○】 該当なし  

4-2．教育課程及び教授方法 

カリキュラム・ポリシーを示す部分の URL 

【4-2-1】 
ホームページ 学位授与方針（カリキュラム・ポリシー） 

https://www.uekusa.ac.jp/page-101009/policy 
【4-1-1】に同じ 

カリキュラム・ポリシーを策定する会議体の規則 

【4-2-2】 植草学園大学教学改革推進センター規程 【1-1-5】に同じ 

学生にカリキュラム・ポリシーの内容を説明する文書など 

【4-2-3】 
令和 7 年度 履修要項 

（冒頭のディプロマ・ポリシー，カリキュラム・ポリシー） 
【資料 F-13】に同じ 

【4-2-4】 
ホームページ 学位授与方針（カリキュラム・ポリシー） 

https://www.uekusa.ac.jp/page-101009/policy 
【4-1-1】に同じ 

教育課程の体系的編成を示すカリキュラムマップやカリキュラムツリ-など 

【4-2-5】 
履修要項の各学部の該当ページ（発達教育学部 P38～42，保

健医療学部 P68～72，看護学部 P87～90） 
【資料 F-5】に同じ 

履修に関する規則 

【4-2-6】 植草学園大学履修登録内規  

【4-2-7】 

植草学園大学発達教育学部規程 

植草学園大学保健医療学部規程 

植草学園大学看護学部規程 

【4-1-7】に同じ 

教育課程を検討する会議体の規則 

【4-2-8】 

植草学園大学発達教育学部教務委員会規程 

植草学園大学保健医療学部教務委員会規程 

植草学園大学看護学部教務委員会規程 

 

【4-2-9】 植草学園大学教養教育運営委員会規程  

シラバス作成に関して教員に周知したことを示す文書 

【4-2-10】 令和 8 年度シラバス(授業概要)の作成について  

【4-2-11】 令和 8 年度シラバス作成要領  

【4-2-12】 R8 ポリシー一覧及び各学部ポリシー対応表  

【4-2-13】 成績評価ガイドライン 2025  

教養教育を検討する会議体の規則 

https://www.uekusa.ac.jp/page-101009/policy
https://www.uekusa.ac.jp/page-101009/policy
https://www.uekusa.ac.jp/page-101009/policy
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【4-2-14】 植草学園大学教養教育運営委員会規程 【4-2-9】に同じ 

教育課程連携協議会の議事録（専門職大学のみ） 

【4-2-○】 該当なし  

授業科目別登録者数一覧（専門職大学のみ） 

【4-2-○】 該当なし  

4-3．学修成果の把握・評価 

大学が求める学修成果を示す文書など 

【4-3-1】 
ディプロマ・ポリシーを示す大学ホームページ 

https://www.uekusa.ac.jp/page-101009/policy 
【4-1-1】に同じ 

大学が求める学修成果の内容を学生に説明する文書など 

【4-3-2】 履修要項のディプロマ・ポリシーの該当部分 【資料 F-14】に同じ 

【4-3-3】 シラバス 【資料 F-13】に同じ 

学修成果の把握・評価の方針 

【4-3-4】 履修要項のアセスメント・ポリシーの該当部分 【資料 F-14】に同じ 

学修成果の把握・評価の方法などについて検討する会議体の規則 

【4-3-5】 植草学園大学教務委員会規程 【2-3-3】に同じ 

【4-3-6】 植草学園大学教学改革推進センター運営委員会規程 【1-1-5】に同じ 

学修成果の把握・評価のために実施した調査と分析の結果 

【4-3-7】 
令和7年度植草学園大学学修時間等に関するアンケート集計結

果 
 

【4-3-8】 
令和 7 年度第 4 回 FD 研修「GPS アカデミック学部別スコア

報告及び本学の退学学生の傾向」（R8.2.18） 
 

学修成果の把握・評価の結果を，教育内容，方法及び学修指導の改善にフィ-ドバックすることを検討する会

議体の議事録 

【4-3-9】 
令和 7 年度第 5 回教学改革推進センター運営委員会会議資料

(R8.1.28) 
 

自己点検評価書の記述内容に応じて提出する資料 

【4-3-a】 
令和 6 年度卒業生就職先企業アンケート(発達教育学部・保健

医療学部) 
【2-3-c】に同じ 

【4-3-b】 
令和6年度植草学園大学卒業生アンケート等実施要領及び結果

(発達教育学部・保健医療学部) 
 

【4-3-c】 
令和 7 年度第 1 回・第 2 回 FD 委員会学生意見聴取議事要旨

（R7.10.29 及び R7.11.26） 
 

【4-3-d】 

発達教育学部 資質能力自己評価票 

（例）小学校教育コース 必要とされる資質能力についての自

己評価票 

保健医療学部 資質能力自己評価票 

（例）理学療法学専攻・作業療法学専攻 必要とされる資質能

力についての自己評価票 

看護学部 資質・能力自己評価票 

 

【4-3-e】 
植草学園大学発達教育学部ディプロマサプリメント（様式） 

植草学園大学保健医療学部ディプロマサプリメント（様式） 
 

 

基準 5．教員・職員 

基準項目 

コ-ド 該当する資料名及び該当ペ-ジ 備考 

5-1．教育研究活動のための管理運営の機能性 

大学の意思決定に関する組織図 

【5-1-1】 大学の意思決定に関する組織図  

大学の意思決定に関する会議体の規則 

【5-1-2】 植草学園大学運営協議会規程  

https://www.uekusa.ac.jp/page-101009/policy
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学長の職務権限に関する規則 

【5-1-3】 学校法人植草学園組織規程 【1-1-4】に同じ 

【5-1-4】 植草学園大学運営協議会規程 【5-1-2】に同じ 

【5-1-5】 植草学園大学教授会規程 【4-1-11】に同じ 

教授会に関する規則 

【5-1-6】 植草学園大学教授会規程 【4-1-11】に同じ 

【5-1-7】 植草学園大学教授会規程 細則  

教授会の開催日時・議題一覧 

【5-1-8】 令和 7 年度教授会開催日時・議題一覧  

学生の退学，停学及び訓告の処分の手続きが学長によって定められていることを示す文書 

【5-1-9】 植草学園大学学則 【資料 F-3】に同じ 

【5-1-10】 植草学園大学学生懲戒規程  

事務局組織図 

【5-1-11】 植草学園組織図(R7.4.1) 【資料 F-6】に同じ 

事務分掌に関する規則 

【5-1-12】 学校法人植草学園 組織規程 【1-1-4】に同じ 

職員採用・昇任の方針・規則 

【5-1-13】 学校法人植草学園 事務職員人事考課規程  

【5-1-14】 植草学園中期人事基本方針 2024-2029  

教育課程連携協議会の規則（専門職大学のみ） 

【5-1-○】 該当なし  

教育課程連携協議会の構成員名簿（専門職大学のみ） 

【5-1-○】 該当なし  

5-2．教員の配置 

教員の採用・昇任の方針・規則 

【5-2-1】 植草学園中期人事基本方針 2024-2029 【5-1-14】に同じ 

教員人事に関する会議体の規則 

【5-2-2】 植草学園大学教員選考規程  

【5-2-3】 植草学園大学教員資格審査内規  

自己点検評価書の記述内容に応じて提出する資料 

【5-2-a】 植草学園大学における教育活動実績評価方針  

5-3．教員・職員の研修・職能開発 

FDの方針・計画 

【5-3-1】 令和 7 年度会議日程と主な議題（案）及び FD 研修案  

FDの実施報告書 

【5-3-2】 令和 7 年度第 1 回 FD 研修及び理解度チェック結果  

【5-3-3】 
令和 7 年度第 2 回・第 3 回・第４回 FD 研修及びアンケート結

果 
 

SDの方針・計画 

【5-3-4】 令和 7 年度第１回・第 2 回職員研修会議議事録  

【5-3-5】 令和 7 年度第１回・第 2 回職員研修実施要領  

SDの実施報告書 

【5-3-6】 第 1 回・第 2 回職員研修結果報告  

5-4．研究支援 

研究環境に関する調査の結果 

【5-4-1】 該当資料なし  

研究環境整備の方針・計画 

【5-4-2】 学校法人植草学園 令和 7 年度 事業計画  

研究倫理に関する規則 



植草学園大学 

110 

【5-4-3】 植草学園大学研究倫理審査実施細則  

【5-4-4】 植草学園大学研究倫理審査の手引及び申請書記載要領  

研究費の適正利用に関するマニュアル 

【5-4-5】 学校法人植草学園公的研究費取扱細則  

研究活動への資源配分に関する規則 

【5-4-6】 令和 7 年度第 1 回研究委員会会議録(R7.5.28)  

研究活動に対する RA など人的支援に関する規則 

【5-4-7】 該当資料なし  

科研費などの申請のために必要な情報を学内に周知したことを示す文書 

【5-4-8】 令和 7 年度第 2 回研究委員会会議録(R7.7.23)  

【5-4-9】 

20250717_令和 8(2026)年度科学研究費助成事業－科研費－

（基盤研究（A・B・C），挑戦的研究，若手研究）の公募につ

いて（通知） 

 

外部資金応募・獲得の実績一覧 

【5-4-10】 
令和 7 年度科学研究費助成事業（学術研究助成基金助成金）採

択者名簿 
 

自己点検評価書の記述内容に応じて提出する資料 

【5-4-a】 植草学園大学サバティカル研修規程  

【5-4-b】 植草学園大学海外学術集会等研究発表助成規程  

【5-4-c】 科学研究費奨励金について（H30.7.20）  

 

基準 6．経営・管理と財務   

基準項目 

コ-ド 該当する資料名及び該当ペ-ジ 備考 

6-1．経営の規律と誠実性 

組織倫理に関する規則 

【6-1-1】 学校法人植草学園コンプライアンス推進規程  

情報公表に関する規則 

【6-1-2】 学校法人植草学園情報公開・情報提供規程  

学校教育法施行規則第 172 条の 2 に対応した部分の URL 

【6-1-3】 
https://www.uekusa.ac.jp/education_research-

2/information_public_education 
 

私立学校法第 151 条に対応して公開した部分の URL 

【6-1-4】 https://www.uekusa.ac.jp/introduction/edu_info  

内部統制の組織体制を示す図 

【6-1-5】 該当資料なし  

内部統制に関する規則 

【6-1-6】 内部統制システム整備の基本方針  

ハラスメント防止に関する規則 

【6-1-7】 学校法人植草学園ハラスメント防止規程  

個人情報保護に関する規則 

【6-1-8】 学校法人植草学園個人情報保護規程  

【6-1-9】 学校法人植草学園個人情報保護方針  

危機管理に関する方針・規則 

【6-1-10】 学校法人植草学園危機管理規程  

【6-1-11】 学校法人植草学園大地震対応基本指針  

危機管理に関するマニュアル 

【6-1-12】 該当資料なし  

自己点検評価書の記述内容に応じて提出する資料 

https://www.uekusa.ac.jp/education_research-2/information_public_education
https://www.uekusa.ac.jp/education_research-2/information_public_education
https://www.uekusa.ac.jp/introduction/edu_info
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【6-1-a】 R7 年度第 1 回危機管理委員会 議事要旨  

6-2．理事会の機能 

法人の意思決定に関する組織図 

【6-2-1】 該当資料なし  

予算・決算を承認した際の理事会の議事録 

【6-2-2】 予算 R6 年度第 8 回理事会（R7.3.28）  

【6-2-3】 決算 R7 年度第 1 回理事会（R7.5.20）  

理事を選任する会議体の規則 

【6-2-4】 学校法人植草学園寄附行為 【資料 F-1 に同じ】 

理事を選任した際の会議体の議事録 

【6-2-5】 R7 年度第 2 回理事会（R7.6.12）  

中期的な計画を承認・見直しした際の理事会の議事録 

【6-2-6】 R5 年度第 7 回理事会（R6.3.29）  

理事が職務執行状況を理事会に報告したことを示す文書 

【6-2-7】 

令和 7 年度第 3 回理事会（R7.6.26） 

令和 7 年度第 4 回理事会（R7.9.16） 

令和 7 年度第 5 回理事会（R7.12.18） 

令和 7 年度第 6 回理事会（R8.3.27） 

 

6-3．管理運営の円滑化とチェック機能 

評議員を選任した際の会議体の議事録 

【6-3-1】 R7 年度第 2 回理事会（R7.6.26）  

監事・会計監査人を選任した際の評議員会の議事録 

【6-3-2】 令和 7 年度第 2 回評議員会（R7.6.26） 【1-1-e に同じ】 

予算・決算を審議した際の評議員会の議事録 

【6-3-3】 予算 R6 年度第 5 回評議員会（R7.3.28）  

【6-3-4】 決算 R7 年度第 1 回評議員会（R7.5.28）  

監事監査に関する規則 

【6-3-5】 学校法人植草学園監事監査規程  

監事監査計画書 

【6-3-6】 監事監査計画書  

6-4．財務基盤と収支 

予算編成方針 

【6-4-1】 令和 7 年度学校法人植草学園予算編成方針  

財務計画書 

【6-4-2】 学校法人植草学園経営改善計画  

外部資金導入の実績 

【6-4-3】 該当資料なし  

資産運用に関する規則 

【6-4-4】 学校法人植草学園資産運用規程  

6-5．会計 

経理に関する規則 

【6-5-1】 学校法人植草学園経理規程  

【6-5-2】 学校法人植草学園物品管理規程  

【6-5-3】 学校法人植草学園固定資産管理規程  

会計監査人の選任に関する規則 

【6-5-4】 学校法人植草学園寄附行為 【資料 F-1 に同じ】 

会計監査人が監事に報告した内容を示す文書など 

【6-5-5】 該当資料なし  

 



植草学園大学 

112 

基準 A．地域社会との連携及び地域社会への貢献   

 

※必要に応じて，記入欄を追加・削除すること。 

※「専門職大学のみ」の欄について該当がない場合は，「該当なし」と記載すること。 

※基準項目ごとの「自己点検評価書の記述内容に応じて提出する資料」に該当資料が無い場合は，記入欄を削

除すること。 

 

基準項目 

コ-ド 該当する資料名及び該当ペ-ジ 備考 

A-1．地域との連携・協力に関する方針と方策 

【A-1-1】 該当資料なし  

A-2．地域との連携・地域への貢献の具体性・継続性 

【A-2-1】 植草学園大学子育て支援･教育実践センター利用案内  

【A-2-2】 令和 7 年度高大連携事業計画  

【A-2-3】 令和 7 年度第 1 回高大連携体験授業フライヤー  

【A-2-4】 令和 7 年度第 2 回高大連携体験授業フライヤー  

【A-2-5】 令和 7 年度高大連携校科目等履修生出願要項  

【A-2-6】 令和 7 年度高校生プレゼンテーションコンテスト実施要領  

【A-2-7】 令和 7 年度第 12 回ビオトープまつり実施要領  

【A-2-8】 植草共生の森パンフレット  

【A-2-9】 自然共生サイト認定書(R7.9.16)  

【A-2-10】 
インクルーシブ社会共創センター・ニュースレター創刊号

(R8.2) 
 

【A-2-11】 災害ボランティアの支援に関する覚書(R7.12.22)  

【A-2-12】 令和 7 年度植草学園大学公開講座フライヤー  


